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第２ 業務内容と実績

Ⅰ 生活環境施策

１ 食品衛生（生活衛生班）

（１）食品衛生

ア 食品衛生

目 的 飲食に起因する衛生上の危害の発生を未然に防止し、県民の健康の保護

を図る。

根 拠 食品衛生法、食品衛生法施行条例、沖縄県食品の安全安心の確保に関す

る条例

内 容（ア）飲食店、給食施設等の食品を調理加工する施設の監視指導

（イ）食品・添加物等の細菌・理化学検査

（ウ）食中毒調査

（エ）衛生教育等

成果・実績

平成19年度の総監視件数は、5,264件で、内飲食店（一般食堂・レスト

ラン）は2,796件、監視率は28.4%であった（第4統計2-(1)）。

また、食中毒が2件発生し、原因物質はノロウイルスとなっている（第4

統計2-(5)）。

食品の収去検査については、食品衛生広域監視スタッフ（中央保健所内）

を中心に実施し、収去検査数は232件となっている。（第4統計2-(6)）

食品に関する 苦情は、異物混入が主であった（第4統計2-(8))。

給食施設、ホテル、飲食店等で調理従事者を対象に行った食品衛生講習

会は下表のとおりである。

平成19年度食品衛生講習会

回数 受講者数

50 2,150

イ 食品衛生協会

目 的 食品衛生思想の普及向上を図り、食品営業者の自主管理体制を強化し食

品に起因する衛生上の危害防止を図る。

根 拠 食品衛生法

内 容（ア）食品衛生指導員による巡回指導

（イ）食品衛生思想の啓蒙（イベントや食品衛生講習会等の開催）

（ウ）優良業者等の表彰

（エ）賠償共済への加入促進等

成果・実績

平成19年度は沖縄県食品衛生協会中部支部として食品衛生指導員による

巡回指導や食品衛生責任者講習会の実施及び会員の経営安定と消費者保護

の為の食品営業賠償共済の加入推進などの事業を行った。

新規継続の講習会 食品衛生責任者養成講習会 巡回指導 食品営業賠償共済

回数 受講者数 回数 受講者数 件数 加入者数

50 2,150 7 723 6,717 3,913
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２ 環境保全（環境保全班）

（１）大気汚染、騒音・振動、悪臭防止対策

ア 大気汚染、騒音・振動、悪臭防止

目 的 大気汚染の防止、ダイオキシン類、騒音、振動、悪臭の発生防止

根 拠 大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法、沖縄県公害防止条例

内 容 地域住民の生活環境の保全を図るために、法律や県条例に規定されたば

い煙発生施設、粉じん発生施設、騒音に係る特定施設や悪臭に係る特定施

設（廃棄物焼却炉、ボイラ－、破砕機、空気圧縮機、畜舎等）の届出指導

及び公害発生防止に関する監視指導業務

成果・実績

平成19年度届出件数（大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法

及び沖縄県公害防止条例）

イ フロン回収破壊法に基づく登録関係

目 的 オゾン層の保護及び地球温暖化防止

根 拠 特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律

（フロン回収破壊法）

内 容 フロン類を含む業務用のエアコン、冷凍・冷蔵機器を廃棄する際には、

県知事の登録を受けた事業者に回収させる必要があり、保健所においては

事業者の登録指導等を行っている。

成果・実績

平成14年4月1日から施行され、平成20年3月31日現在の第一種フロン類回

収業の管内登録業者数は80、沖縄県全体の登録業者数は291である。

（２）水質汚濁防止対策

ア 事業場排水対策

目 的 公共用水域の水質汚濁防止

根 拠 水質汚濁防止法、沖縄県公害防止条例

内 容 河川や海域等の公共用水域の水質汚濁防止を図るため、水質汚濁防止法

等に規定される特定施設（畜舎、宿泊施設、工場等）の設置届出指導、及

び既設事業場等の排水基準遵守状況監視指導業務

特定施設の種類 届出状況 件数 特定施設の種類 届出状況 件数

特定施設設置数 1 特定施設設置数 13

特定施設使用廃止数 0 特定施設使用廃止数 0

特定施設設置数 4 特定施設設置数 1

特定施設使用廃止数 0 特定施設使用廃止数 0

特定施設設置数 582 特定粉じん排出等作業届出数 15

特定施設使用廃止数 0 特定施設の種類 届出の内容 件数

特定施設設置数 2 施設設置数 4

特定施設使用廃止数 0 施設使用廃止数 0
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成果・実績

（ア）平成19年度届出件数

平成19年度中に水質汚濁防止法に基づく届出は16件で、その内訳は下表のとお

りであった。

届出種類 件数 内 訳 等

設置届 5 飲料製造業1、旅館業2、し尿処理施設2

構造等変更届 3 水道施設1 旅館業2

その他 8 旅館業6 し尿処理施設2
(承継､氏名変更､廃止届等）

（イ）平成19年度事業場排水調査状況

1日の排水量が50ｍ３ を超える28施設の排水を採取し、排水基準の基準の遵守状

況を調査した。調査の結果、1施設において大腸菌群数が基準に不適合であったの

で改善指導を行った。他の水質項目では排水基準に不適合な施設はなかった。

（第4統計3-(1)）

イ 公共用水域の水質監視

目 的 公共用水域の水質の監視

根 拠 水質汚濁防止法 平成19年度公共用水域の水質測定計画

内 容 比謝川、天願川、金武湾、与勝海域の環境基準の維持達成状況等の監視

調査。海水浴シーズン前及びシーズン中に、年間１万人以上が利用する管

内の海水浴場の水質を調査を行った。

成果・実績

公共用水域の水質調査結果を第4統計3-(2)、海水浴場の調査結果は第4統

計3-(3)に示す。

（３）赤土等流出防止対策

目 的 赤土等の流出による公共用水域の水質の汚濁（水底の底質が悪化するこ

とを含む。以下同じ。）の防止を図る。

根 拠 沖縄県赤土等流出防止条例

内 容 1,000m2を超える一団の土地における土地の形質を変える事業行為（宅地

造成、道路工事、農地造成等）を行う者は、県知事に、赤土等の流出防止

対策を記載した届出書（民間事業）もしくは通知書（公共工事）を事前に

提出することになっており、保健所は届出書等の受付及び審査、現場の対

策指導及び監視を行っている。

成果・実績

平成19年度における沖縄県赤土等流出防止条例に基づく事業行為の通知

及び届出件数は、合計で223件であり、10,000ｍ２ 以上（本庁審査）は47件、

10,000ｍ２以下（保健所審査）は176件であった。（第4統計3-(4））
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（４）廃棄物対策

目 的 廃棄物の排出を抑制し、廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、

処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の

保全及び公衆衛生の向上を図る。

根 拠 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、使用済自動車の再資源化等に関す

る法律、ちゅら島環境美化条例

内 容 廃棄物の排出事業者、処理業者及び処理施設に対する監視・指導、廃棄

物不法投棄防止のためのパトロール、ちゅら島環境美化条例の県民、事業

者等への周知。

成果・実績 平成19年度は、排出事業者、産業廃棄物処理業者及び処理施設に対

し、延べ1,794件の立ち入り検査を行い、3件の文書指導を行った。又、市

町村及び警察署等関係機関との連携による廃棄物不法投棄防止のための一

斉パトロールを実施した。

（５）浄化槽

目 的 浄化槽によるし尿等の適正な処理を図り、生活環境の保全及び公衆衛生

の向上に寄与する。

根 拠 浄化槽法、沖縄県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例

内 容 浄化槽の設置等に係る各種届出書の受付及び審査、台帳の作成による設

置状況の把握、浄化槽保守点検業の登録、浄化槽の維持管理に関する指導

などを行っている。

成果・実績

平成19年度末現在、中部保健所管内の浄化槽設置基数は、単独処理浄化

槽が29,127基、合併処理浄化槽が5,391基の計34,237基である（台帳登録件

数）。当所では、浄化槽管理者に対し、浄化槽に関する知識の向上を図る

とともに、定期的な保守点検及び清掃を実施するよう助言、指導を行って

いる。

（６）公害苦情処理

内 容 住民等からの公害関係苦情を受けて、現場の調査を実施すると共に発生

源等に対して行政指導を行い、必要に応じて関係法令に基づき改善するよ

う勧告する。

成果・実績

平成19年度に処理した公害関係苦情処理件数は下表のとおりである。

苦情の種類 処理件数 発生源等

大気汚染（ばい煙・粉じん・ｱｽﾍﾞｽﾄ） 6 工場・事業場

水質汚濁（事業場排水・浄化槽・赤土等） 6 個人住宅、開発現場

騒音・悪臭 1 事業場

その他（廃棄物関係・野外焼却 等） 14 事業場

合計 27
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（７）水質汚濁に係る事故処理

内 容 中部保健所管内の公共用水域において、魚類のへい死事故、油流出事故、

米軍基地由来の排水事故が発生した場合、現地調査や各関係機関に連絡を

速やかに行い、その原因究明や被害防止に努める。

成果・実績

平成19年度に発生した事故は下記のとおりである。

事故の分類 事故発生件数（件）

魚類のへい死 2

油流出事故 3

米軍基地排水事故 3

その他 4

合計 12

３ 生活衛生（生活衛生班）

（１）簡易専用水道

目 的 簡易専用水道の管理を適正に行う。

根 拠 水道法

内 容 水道事業の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とし、有効容

量10m３を超える受水槽を「簡易専用水道」といい、設置者は保健所への届

出及び貯水槽の清掃・定期検査等の維持管理が義務づけられている。

成果・実績

平成19年度は25件の設置届があり、管内の届出総数は751件となっている。

また、年1回の定期検査の実施状況は98%であった。

（２）生活衛生関係営業施設

目 的 理容所、美容所、クリーニング所、旅館業、公衆浴場、興行場の業務が

適正に行われ、もって公衆衛生の向上を図る。

根 拠 理容師法、美容師法、クリーニング業法、旅館業法、公衆浴場法、興行

場法

内 容 理容所、美容所、クリーニング所の開設時の検査確認、旅館業、公衆浴

場、興行場の許可申請時の検査を行う。また、これら営業施設の監視指導

を行う。

成果・実績

平成18年度に開設許可が目立った岩盤浴（20/21件）は、平成19年度

には1件と大幅に減少した。

平成19年度生活衛生関係営業施設届出件数

理容所 美容所 クリー 旅館業 公衆浴場 興行場
区 分 ニング所

開設・許可 17 45 11 27 3 2

変 更 4 18 1 13 4 0

廃 止 13 21 8 12 4 1

そ の 他 34 36 0 3 1 0
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（３）建築物衛生関係施設

目 的 建築物における衛生的な環境の確保を図りもって公衆衛生の向上及び増

進に資する。

根 拠 建築物における衛生的環境の確保に関する法律

内 容 特定の用途、延べ床面積3,000㎡以上を有する建築物（特定建築物）の所

有者は、建築物環境衛生管理技術者を選任し保健所へ届出なければならな

い。さらに、建築物衛生管理基準に従った維持管理も義務づけられている。

また、「建築物における衛生的環境の確保に関する事業」を営んでいる者

は、県知事の登録を受けることができ、現在では以下の8業種が定められて

いる。

１ 建築物清掃業 ５ 建築物飲料水貯水槽清掃業

２ 建築物空気環境測定業 ６ 建築物排水管清掃業

３ 建築物空気調和用ダクト清掃業 ７ 建築物ねずみ昆虫等防除業

４ 建築物飲料水水質検査業 ８ 建築物環境衛生総合管理業

(旧：建築物環境衛生一般管理業)

平成19年度建築物衛生関係届出件数

区 分 特定建築物 登録営業所

新規届・登録申請 1 8

変 更 22 9

廃 止 1 2

（４）墓地・納骨堂・火葬場

目 的 墓地、納骨堂又は火葬場の管理及び埋葬等が、公衆衛生その他公共の福

祉の見地から、支障なく行われること

根 拠 墓地、埋葬等に関する法律

内 容 許可申請のあった墓地等について書類審査、現地調査を行う。

成果・実績

平成19年度の個人墓地の許可件数は193件だった。

（５）海洋危険生物危害防止

目 的 ハブクラゲ等海洋危険生物による危害を未然に防止する。

根 拠 ハブクラゲ等危害防止対策事務処理要領

内 容 海洋危険生物の発生状況、刺咬症情報等を収集し、県民及び観光客等へ

の情報提供や予防対策の指導を実施。管内の海水浴場やホテル、旅館など

にポスターやパンフレットを配布し、利用者へ注意を促すとともに、管理

者には、遊泳区域のネットの設置などを依頼している。

被害状況 平成19年度の中部保健所管内被害件数は海洋危険生物全体で72件（内

ハブクラゲは30件）だった。

４ 医務薬務（生活衛生班）

（１）医事

目 的 医療従事者免許申請事務と併せて、病院、診療所等の構造設備を確認、

指導すること等により管内における適切な医療提供施設等の確保を図る。
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根 拠 医療従事者免許につき、医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法な

ど病院、診療所等の構造設備等につき、医療法

内 容 免許申請、許可申請又は届け出のある件につき書類審査又は現場調査を

実施する。

ア 業務

医師など医療の担い手は、医療を受ける住民に対して良質で適切な医療を行う責

務があるため、専門的知識と技能を保持するとともに、住民の健康な生活を確保す

るという公共的な任務を有する。このため、これらの資格を高い水準で定める免許

制度となっている。

保健所では、医療従事者の関係法律により、免許申請を受け付けている。

また、病院、診療所、あん摩マッサージ指圧師施術所など保健医療施設の開設等

に伴う届出等の受理、施設検査等を行っている。

管内の29病院を対象に，毎年１回，医療法第25条により立入検査を実施している。

病院医療監視といわれるものであるが、医療事故防止や院内感染防止対策など適

正な医療の確保に資するため、医療法上の医療従事者数、管理、帳票・記録、業務

委託、防火・防災体制及び放射線管理の6部面にわたり検査を実施している。

イ 市町村別医療施設状況

平成20年3月末現在の管内医療施設は病院29施設、診療所が394施設となっている。

なお、医療法（昭和23年7月30日法律第205号）により、病院とは医業又は歯科医

業を行う場所であって、20人以上の患者を入院させるための施設を有するもの、診

療所とは医業又は歯科医業を行う場所であって、患者を入院させるための施設を有

しないもの又は19人以下の患者を入院させるための施設を有するものとそれぞれ定

義されている。

ウ 管内病院施設

管内にある29の病院については、第5資料の病院施設の項に一覧表を掲げてある。

（２）薬事

目 的 薬剤師免許申請事務と併せて、薬局、薬店等の構造設備を確認、指導す

ること等により管内における適正な医薬品等の供給体制の確保を図る。

根 拠 薬剤師免許につき、薬剤師法

薬局等につき、薬事法、毒物及び劇物取締法、麻薬及び向精神薬取締法

など

内 容 免許申請、許可申請又は届け出のある件につき書類審査又は現場調査を

実施する。

ア 業務

医薬品は医療上有用であり、その品質、有効性及び安全性の確保が必要であるこ

とから、薬事法に基づく薬局、医薬品販売業などの店舗等の監視指導を実施してい

る。

そのほか、毒物又は劇物はその使用目的を誤ると、公衆衛生上の危害が大きくな

ることなどから、毎年、危害防止運動月間を設定し、住民に周知を図るとともに毒

物・劇物の適正管理等について関係登録施設の監視指導を行っている。

麻薬は疼痛緩和など医療上有用であることから、その施用等にあたっては県知事

の免許を受けて行うことができる。関係申請書等は保健所において受け付けている。
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イ 薬局及び医薬品販売業許可施設数

管内に所在する薬局、医薬品医薬品販売業店舗数は第4統計5-(2)のとおりである。

ウ 毒物劇物取扱施設

管内に所在する毒物劇物販売業の登録店舗数等は第4統計5-(3)のとおりである。

エ 薬物乱用防止

薬物乱用は単に乱用者自身の精神や身体の健康上の問題にとどまらず、家庭内の

暴力などによる家庭の崩壊など社会全体の問題となることから、毎年、薬物乱用防

止運動を展開し、住民に対して薬物乱用のおそろしさ、関係法律の厳しい規制等周

知を図っている。

麻薬、覚せい剤、シンナーなどの薬物乱用について、管内には、知事から委嘱を

受けている沖縄県薬物乱用防止指導員が55名おり、各地域において薬物乱用防止の

草の根運動を行っている。

（３）医薬分業

管内における医薬分業の推進を図り、将来の医薬分業の定着に資することを目的と

して、関係医療機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会等の代表から成る中部保健所地

区医薬分業推進協議会が設置された。

平成15年9月及び平成16年2月の協議会開催を経て、次の提言をとりまとめた。

なお、医薬分業推進協議会支援事業による医薬分業関係事業は、平成15年度で終了

となる。

協議結果

・薬剤師会は、医師会、歯科医師会及び保健所等関係団体と連携し、「くすりと

健康の週間」等における催しの実施により、住民に対する医薬分業の啓発と推

進を図る必要があること。

・医薬分業のメリットを実感できるように、患者に対する適正使用のための副作

用情報の提供など服薬指導にきめ細かな配慮が必要であること。

・薬局においては、医薬品の重複投与や相互作用による副作用を未然に防止する

ため、電子媒体等による効率的な薬歴管理が望まれること。

・休日・夜間の応需体制等の確立など課題解決のため医師会、歯科医師会及び薬

剤師会の三者協議の場を設けることが望ましいこと。

・薬剤師会は保険薬局の所在マップを作成し、地域の医療機関に配布するなど連

携を図る必要があること。

（４）献血思想の普及

現在、血液の機能を完全に代替できる手段がないため、医療において輸血は欠かす

ことのできない治療法であり、必要な血液を確保するには、住民の献血（400mL・200

mL・成分）によらなければならない状況である。

当所管内には、献血思想の普及について、県知事から委嘱を受けた献血推進員が1名

配置されており、管内11市町村において献血に対する住民の協力と理解を深める活動

を行っている。

また、各市町村に、献血の一層の推進を図るため献血推進協議会が組織されている。

なお、平成14年7月25日、血液製剤の安定供給をめざす「国内自給の確保」を基本理

念とした「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」が成立し、同年7月31日

公布された。
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Ⅱ 健康づくり施策（健康推進班）

１ 健康増進

（１） 健康おきなわ２０１０の推進

ア 根拠法令及び目的

平成 15 年 5 月に施行された健康増進法を根拠とし、国民の健康増進の総合的な
推進に関し基本的な事項を定めるとともに栄養の改善その他の国民の健康増進を図

るための措置を講じ、国民保健の向上を図ることを目的としている。

イ 中部地区健康おきなわ２０１０の事業展開

県の健康増進計画として「健康おきなわ 2010」が平成 14 年 1 月に策定され、活
動が展開されている。

中部地区においては平成 15年度に「第１回中部地区健康おきなわ 2010推進大会」
を開催、毎年継続して実施している。平成１９年度はアクションプラン実施の年と

してメールを活用した「仲間 de 健康づくり」の実施。参加グループのうち、優秀
グループには、地域への広がりをねらいとして推進大会にて表彰を行った。

Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20

県
計
画
策
定

中
部
地
区

 １ 健康おきなわ2010推進県民会議の設置
 ２ 沖縄県8020運動推進協議会の設置
 ３ 健康おきなわ2010推進検討委員会
 ４ 健康おきなわ2010分野別検討委員会の開催
 ５ 健康づくりトークの開催

＊中部地区
健康おきなわ
2010推進大会

＊中部地区
健康おきなわ
2010推進会議

ヘルシーメニューコンテスト

禁煙・分煙認定制度

・沖縄市
・宜野湾市
・中城村
・旧石川市

・宜野座村
・恩納村
・読谷村
・旧与那城町

・嘉手納町
・北谷町
・北中城村

地域歯科保健推進連絡会議

全県で取り組む

中
部
地
区

目
標
設
定

・うるま市
・金武町

地域・職域
連携推進事業

食のﾛｺﾞ･ﾏｰｸ･
ﾌｫﾄｺﾝﾃｽﾄ

中部地区健康おきなわ2010推進大会実行委員
会

食環境整備事業

市町村計画策定・推進

高校生
食のｺﾝﾃｽ
ﾄ
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ウ 保健所としての取り組み

（ア）中部地区健康おきなわ２０１０推進会議の開催

平成 16 年度から中部地区での健康おきなわ 2010 を推進、モニタリングする目
的で中部地区健康おきなわ 2010推進会議を立ち上げて活動している。
平成 16 年度に市町村会や医師会、沖縄県食品衛生協会中部支部、中部地区婦
人連合会、食生活改善推進員中部支部等 16 の関係機関、団体で活動を開始して
いるが、活動テーマに応じ、関係機関から委員に参加して頂き柔軟に対応してい

る。平成 18 年度は働き盛りの生活習慣病対策ということで生活習慣病専門外来
をもつ翔南病院に参画して頂き、平成 19 年度は生活習慣病予防啓発に新聞２社
に参画して頂いた。

平成 18 年度から推進会議を活動母体に「中部地区健康おきなわ 2010 推進大会
実行委員会」、「歯科保健推進連絡会議」「栄養情報提供店普及事業検討会」「食

のロゴ・マーク・フォトコンテスト実行委員会」「地域・職域連携推進会議」と

テーマ別会議を開催し、課題と対策について話し合い、具体的な事業が新たに生

まれている。

（イ）第 5回中部地区健康おきなわ２０１０推進大会の開催
中部地区において健康おきなわ 2010 推進活動を総括し、地域が一丸となって
健康づくりに邁進するため各々の活動を確認し、より大きな活動になるよう「め

ざせ健康長寿の復活！～まず歩こう メタボ撃退は中部から～」フレーズに推進

大会と車両パレードを開催した。開催に向け、市町村及び関係機関・関係団体で

構成する実行委員会を開催し、関係機関が主体的な大会運営となり、推進大会と

車両パレードに約 1,300人の関係機関や関係団体から参加があった。
ａ 日時：平成 20年 2月 21日（木）午後 1時～ 5時
ｂ 場所：沖縄市美里公園及び管内市町村車両パレード

ｃ 内容：地域住民への健康おきなわ 2010 推進大会の大会宣言及びアピール文の
広報

（ウ）管内市町村健康増進計画の支援状況

ａ健康づくり担当課長及び担当者会議の開催

平成 19年度第１回健康づくり担当課長及び担当者会議の開催
日 時：平成 19 年 9 月 11 日 午後 2 時 00 分～ 3 時 30 分
場 所：中部福祉保健所 ３階研修室

内 容：（ａ）医療制度改革と健康づくりについて

（ｂ）・平成 19 年度市町村の重点事業の取り組みの中から特に紹
介したい一事業について報告（目玉事業）

・中部福祉保健所の健康づくり事業の取り組み状況

（ｃ）情報提供：中部地区保健医療計画の取り組み

ｂ健康づくり担当者研修会の開催

20 年度に医療制度改革が行われ、健康保険組合等の保険者に特定健診と特
定保健指導が義務付けられる。結果が求められる特定健診・保健指導は行動変

容がカギとなっているため、特定保健指導の役割を担う保健師、栄養士、主事、

健診等を受諾する関係機関を対象に、結果を出すための特定健診・保健指導の

ポイントを学び、20 年度からの地域保健活動に活かせることを目的に開催し
た。
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日 時：平成 20年 2月 1日 午前 10時～午後 5時
場 所：中部福祉保健所 ３階研修室

テーマ：「結果を出すための特定健診・保健指導のポイント」

～効果的・効率的保健事業を地域に根付かせるための考え方と実践～

講 師：鈴木 誠二

農学博士・株式会社ウェル・ビーイング代表取締役

参加者数：74名

ｃ市町村健康増進計画実施の推進支援

平成 18 年度管内全市町村が健康増進計画策定を済んでおり、19 年度は各市
町村の健康増進計画の推進支援を下記の活動を通して行った。

◇健康づくり推進協議会を通しての推進支援

◇推進部会への参加

◇市町村からの推進に係わる相談への個別対応

（エ）生活習慣病対策

ａ中部地区における糖尿病対策の推進

◇中部地区保健医療圏において関係機関が連携し、住民が安全で質の高い医

療を安心して受けられるよう、糖尿病医療連携推進検討会を開催。

◇中部地区医師会主催の中部地区糖尿病標準化治療推進検討会への参画。

ｂ地域・職域連携推進会議の開催

◇地域保健・職域保健の連携をとおして働き盛りの生活習慣病予防対策及び

健康増進を図るため関係者の会議を開催。

ｃ「仲間 de健康づくり」事業の実施
◇地域及び職域において健康づくりが実践できるよう「仲間 de健康づくり」
プログラムを開発し、地域・職域団体へ紹介し、プログラム実施後には、

グループの生活習慣改善や体重減少状況を評価し、成績優秀者は「中部地

区健康おきなわ 2010推進大会」において表彰を行った。
ｄ普及啓発

◇パネル展示及びパネルの貸し出し
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（２）栄養改善事業

地域住民の健康の保持増進を図ることを目的として、地域住民の栄養と健康の現状

を把握分析するための調査研究事業、専門的・広域的栄養指導、市町村支援、給食施

設の栄養管理指導、食品関係企業等への栄養成分表示指導、食生活改善地区組織の育

成及び行政事務等の栄養改善事業を実施している。

調査・研究 国民健康・栄養調査（健康増進法第10条）

県民健康栄養調査

指 導 業 務 給食施設指導（健康増進法第18､22､23､24条）

専門的広域的栄養指導（健康増進法第18､19条）

食生活改善推進員地区組織ボランティアの育成

食生活改善推進員リーダー研修会等

栄 加工食品の栄養成分表示等に関する業者指導

（健康増進法第31､32､32条の2､3）

養 特別用途食品等に関すること（健康増進法第26条）

栄養士養成施設の実習生指導

改 地域活動栄養士への指導・研修会の開催

善 普及・啓発 中部地区健康おきなわ2010の推進

高校生 食のコンテストの実施

業 中部地区栄養情報提供店普及事業

月間、週間事業を通しての普及啓発

務

行 政 事 務 栄養関係行政事務に関すること

給食施設関係各種報告書に関すること

栄養関係統計事務に関すること

管理栄養士国家試験に関すること（栄養士法）

栄養士・管理栄養士免許に関すること（栄養士法）

そ の 他 栄養改善業務・健康日本21に関連した市町村への支援

市町村栄養士配置への体制づくり

ア 栄養指導

健康増進法第18条第１項第１号に基づき、住民の健康の増進を図るために必要な

栄養指導その他の保健指導のうち、特に専門的な知識及び技術を要するものを行う。

表１ 栄養指導業務

母子 生活習慣病 健康増進
その他の
疾病 その他 回数 延人員 回数 延人員 回数 延人員 回数 延人員

6 10 1 0 0 1 10 0 0 0 0 0 0

個別指導
その他

集団指導（延人員）

母子 生活習慣病 健康増進
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イ 給食施設指導

健康増進法第18条第１項第２号及び第22条に基づき、特定かつ多数の者に対して

継続的に食事を供給する施設と特定給食施設の設置者に対し、栄養管理の実施につ

いて必要な指導及び助言を行っている。

特定給食施設とは、特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設のう

ち、１回100食以上又は１日250食以上の食事を供給する施設を言う。

表２ 給食施設指導状況

ウ 栄養成分表示等に関する相談・指導

肥満や生活習慣病の増加を背景として、食を通した健康づくりに対する県民の関

心が高まっている。

県民の食品選択を支援する観点から、食品の栄養成分について名称や含有量など

をわかりやすく適正に表示し、加工食品等の栄養成分に関する適切な情報の提供を

目的として、食品関係企業へ対し、加工食品の栄養成分表示等の相談及び指導を行

っている。

表３ 栄養成分表示等の相談・指導状況

エ 研修会等の開催状況

市町村の栄養改善業務や健康づくり担当者、食生活改善推進員地区組織や地域活

動栄養士の相互の連携と知識の向上を目指すため研修会及び会議を開催している。

表４ 研修会開催状況

オ 地区組織の育成

食を通した健康づくりを推進するため、栄養の知識・技術を習得した食生活改善

推進員が市町村健康づくり事業及び食生活改善推進員中部支部事業で活躍している。

学校 病院
児童福祉
施設

老人保健施設
老人福祉施設

社会福祉
施設

その他 回数 延施設数

0 29 91 2 1 1 2 168

個別指導 集団指導

栄養成分表示 特定保健用食品等

99件 0件

開催年月日 会議・研修会内容 参加人数

5月29日 管内市町村栄養士連絡会議 11人

６月７日 食生活改善推進員研修会 80人

８月30日 食生活改善推進員リーダー研修会 24人

３月21日 管内市町村栄養担当者研修会 21人
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各市町村の食生活改善推進協議会及び中部支部結成状況は表5のとおりである。

表５ 市町村食生活改善推進協議会結成状況 平成20年３月現在

カ 高校生 食のコンテスト

健康づくりの基本である望ましい食生活について普及啓発を行い、さらに実践に

つなげるため、高校生を対象として食に関するコンテストを実施している。

沖縄県の食に関する問題点を改善するメッセージを込めた作品（シンボルマーク

部門、キャッチフレーズ部門、メニュー部門）のコンテストを実施した。

応募数はシンボルマーク699点、キャッチフレーズ781点、メニュー88点、部門未

記入123点、計1,691点であり、保健所内及び実行委員での審査を経て39点45名（優

秀賞21点21名、入選18点24名）の表彰を行った。

キ 中部地区栄養情報提供店普及事業

食環境整備事業として、飲食店との協働によりメニューの栄養成分表示や栄養・

健康に関する情報を提供し、住民がその情報を参考にして外食を選択し、正しい食

生活の実践につなげることを目的として実施。

①事業の説明及び講習会の開催

・飲食店等への説明及び講習会：５回

・食品衛生講習会での事業説明：50回

②登録店舗数：２件

ク 栄養士免許・管理栄養士免許関係

栄養士法（昭和22年法律第245号）第2条に基づき申請業務を行っている。

その状況は表6のとおりである。

表６ 管理栄養士免許・栄養士免許申請等状況

協議会結成年月日 協議会会員数

平成元年５月29日 186人

平成18年６月１日 88人

平成15年４月１日 71人

平成12年１月11日 42人

平成19年５月31日 45人

平成14年12月12日 432人中部支部

市町村名

沖 縄 市

読 谷 村

うるま市

宜野湾市

嘉手納町

申請 訂正 再交付 申請 訂正 再交付

15 11 3 44 8 2 83

管理栄養士 栄養士
合計
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ケ 国民健康・栄養調査、県民健康栄養調査

国民健康・栄養調査及び県民健康栄養調査を実施し、管内健康づくり及び栄養改

善事業に活用している。

＜国民健康・栄養調査＞

健康増進法（平成14年法律第103号）に基づき、国民の身体の状況、栄養摂取量

及び生活習慣の状況を明らかにし、国民の健康の増進の総合的な推進を図るため

の基礎資料を得ることを目的に実施されている。

＜県民健康栄養調査（5年に1回実施）＞

県民の身体の状況、栄養摂取量及び生活習慣の状況を明らかにし、県民の健康

増進対策を推進するための基礎資料を得ることを目的に沖縄県が実施するもので

ある。

平成18年度は、平成20年度の医療制度改革に伴う沖縄県の健康増進計画改定の

ため全国統一の手法を用いて都道府県県民健康・栄養調査を実施した。

表７ 調査概要

調査年度 区　分 調査地区 世帯数 世帯人数 調査内容

国　民 読 谷 村 25 80

県　民

宜野座村
恩 納 村
石 川 市
読 谷 村
沖 縄 市
北 谷 町

60
29
38
25
49
35

196
80
106
80
156
108

平成16年度

平成17年度 国　民
宜野湾市
北 谷 町

21
10

55
28

国　民 沖 縄 市 14 37

県　民

うるま市①
うるま市②
うるま市③
宜野湾市
沖縄市①
沖縄市②
沖縄市③
中 城 村

24
26
22
31
21
14
17
14

64
61
76
89
66
33
39
30

平成19年度 国　民
沖 縄 市
宜野湾市

5
6

7
9

平成18年度

平成15年度

該当地区なし

　・栄養摂取状況調査
　・身体状況調査
　・生活習慣調査

　＊H15読谷村は、国民・県民重複

　・栄養摂取状況調査
　・身体状況調査
　・生活習慣調査

　＊H18沖縄市（１地区）は
　　国民・県民重複
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（３）歯科保健事業

平成15年5月「健康増進法」が施行され、基本方針に歯の健康保持が記載された。

歯及び口腔の健康を保つことは、単に食物を咀嚼するだけでなく、食事や会話を楽

しむなどの豊かな人生を送るための基礎となるものである。

保健所では、「8020運動」を推進し、各ライフステージに応じた歯科保健対策を行

い生涯を通じた歯及び口腔の健康増進に努めている。

ア 法的根拠

地域保健法（第5条第1項）、健康増進法（第2章第7条第６号）

都道府県及び保健所における歯科保健業務指針（平成9年3月3日健政第138号厚生省

健康政策局長通知)

専門的・技術的な業務の推進

歯 連携・調整

科

保 調査・研究

健

事 情報の収集・提供、広報活動

業

企画・調整機能の強化

市町村に対する技術的指導･支援

イ 専門的かつ技術的な業務の推進

（ア）特別対策事業の実施

管内の 3 歳児う蝕有病状況は年々改善されてきているが県平均より高い
状況である。そこで、う蝕予防に効果の高いフッ化物応用を推進していく

ためにモデル保育施設を選定し、フッ化物応用の普及定着を図ることを目

的に実施した。（特別対策事業の項参照）

（イ）障がい児（者）施設歯科相談・歯科保健指導

平成 17 年度に特別対策事業「障害児（者）の歯科保健サービス基盤整
備事業」において中部地区歯科保健推進会議を立ち上げ、障害児（者）施

設等の歯科保健の課題として、歯磨きに対する知識や磨き方も十分でない

ことが多く低年齢層からの歯周疾患が問題であることがわかった。

対策として平成 19 年度は、施設職員に対する口腔ケア講習会等を行い
保護者や利用者に対して歯科相談・歯科保健指導を実施した。

（実施回数：5 回 対象人数：106 人）

ウ 普及・啓発

（ア）「歯の衛生週間」における取り組み

（ａ）サンエー具志川メインシティ、所内にてパネル展示の実施

（ｂ）「母と子のよい歯のコンクール」は、平成 18 年度に管内市町村 3 歳児
歯科健康診査を受診した児 4,893 人のうち市町村から第 1 次選出候補者
64 組の推薦数があった。保健所では第１次選出候補者の中から 6 組の
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母と子の口腔内診査等を実施し、う蝕、歯周疾患、不正咬合のない 2 組
を中部管内代表として県審査へ推薦した。

（ｃ）沖縄県歯科医師会主催・中部地区歯科医師会主管のデンタルフェアに

対する協力（パネル展示及び技術的支援）

（イ）「いい歯の日」における取り組み

（ａ）ペアーレ沖縄、所内でのパネル展示の実施

歯周病予防のための「歯間ブラシやデンタルフロス等の使用」と「歯

石除去等の定期管理の定着」を図るため健康づくりの一環として施設

利用者に対して情報提供を行った。

(ウ）健康教育の実施

歯や口の健康づくりの普及啓発のため市町村等からの依頼に応じて健康教

育を実施した。

表 1 健康教育開催状況
開催年月日 対 象 参加人数

10月 6日 歯とお口の健康づくり講演会 （沖縄市認可保育園） 80 人
10月 23日 むし歯予防勉強会 （ 〃 ） 10 人
11月 17日 歯とお口の健康づくり講演会 （沖縄市認可保育園） 39 人
1月 16日 フッ化物洗口の取り組みに向けた説明会（ 〃 ） 16 人

エ 連携・調整

管内幼児のう蝕予防対策及び障がい児（者）の歯科保健医療について情報提

供及び意見交換を行った。

表 2 会議等開催状況
開催年月日 会 議 名 回数 参加人数

6月 8日 中部管内地域活動歯科衛生士連絡会 1 14人
9月 20日 中部地区母子歯科保健推進連絡会議 1 12人
1月 31日 中部地区障がい児（者）歯科保健推進連絡会議 1 10人

オ 情報の収集・提供

（ア）管内市町村幼児（3歳児）の口腔状況について既存データの収集

表 3 管内幼児（3歳児）の口腔状況

平成１８年度管内３歳児う蝕有病状況
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（イ）管内市町村及び保育施設（公立・認可）歯科保健状況についての情報収集

を行った。（本庁健康増進課依頼分）

カ 市町村に対する技術的な指導・支援

市町村における地域歯科保健活動が円滑適切に実施できるように市町村職員及

び保育施設職員等を対象とした研修会の開催及び市町村が主催する事業、会議等

への参加。

表 4 実施状況
開催年月日 研修会名 参加者数 主 催

8月 1日 障がい児（者）口腔ケア研修会 50人 中部保健所

9月 6日 フッ化物応用推進研修会 91人 中部保健所

9月 26日 中城村「ふれあい事業」（登又自治会） 16人 中城村

11月 8日 むし歯予防講演会 （嘉手納町） 46人 中部保健所

11月 17日 むし歯予防講演会 （沖縄市認可保育園） 38 人 中部保健所

8月・2月 沖縄市健康づくり「母子・学校部会」 2回参加 沖縄市

キ その他

（ア）中部管内障害者歯科地域協力医登録調査実施（平成 19年度 3件）
（イ）中部管内障害者歯科地域協力医登録医院の施設内の状況等の調査内容を

保健所ホームページを活用し情報提供
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（４） タバコ対策

ア 法的根拠

平成 12 年 3 月 31 日付厚生省発健医第 115 号事務次官通知「21 世紀における
国民健康づくり運動（健康日本 21）の推進について」各論「たばこ」
平成 14 年 8 月 2 日「健康増進法」公布、平成 15 年 5 月 1 日施行。第 25 条
「受動喫煙の防止」

イ 事業内容

（ア） 受動喫煙防止推進事業

平成 16 年 1 月沖縄県が行った「分煙状況実態調査」により、多数の人
が利用する施設において受動喫煙防止のための禁煙・分煙対策が十分に講

じられていないことが明らかになった。このような状況を踏まえ、管内の

受動喫煙防止に取り組んでいる施設に認定証及び推奨シールを発行し、今

後の受動喫煙防止対策の取り組みを支援することを目的に平成 16 年 5 月
1日より事業を開始した。
平成 18 年度 5 月 31 日付けで「沖縄県禁煙・分煙施設認定制度」が創設
され、受動喫煙防止の制度を全県的にスタートした。平成 16 年度から 18
年 5 月 30 日までに中部保健所受動喫煙防止事業として認定した施設につ
いては、「沖縄県禁煙・分煙施設認定制度」の導入に伴い新たに受動喫煙

施設として認定した。

平成 19 年度中部地区おきなわ 2010 推進会議の決議を受け、推進会議議
長・中部保健所長の連名で、沖縄県ハイヤー・タクシー協会の中部支部を

訪れ、同中部支部長へ「禁煙タクシーに関する要望書」を提出した。さら

に同決議を受け、受動喫煙防止の観点から中部地区医師会長を訪ね、医療

機関の「受動喫煙防止対策及び禁煙支援の推進に関する要望書」を提出し

た。

また、中部管内のバスターミナル施設長を訪ね、受動喫煙防止対策を

推進するため「沖縄県禁煙・分煙施設認定制度」の説明と資料配付（要綱、

チラシ、ポスター）を行った。

平成 19 年度は 11 施設を調査し、医療機関 5 施設、飲食店 2 施設、その
他の施設 4施設の計 11施設の認定をおこなった。

（イ） 未成年者の喫煙防止対策

禁煙外来を実施している医療機関の紹介や学校や市町村へ教材及びパネ

ル等の貸し出しを行っている。

（ウ） 普及啓発等

ａ）世界禁煙デー及び禁煙週間行事

平成 19年度の世界禁煙デーのテーマ「たばこ、煙のない環境」及び、「禁
煙週間のテーマ「無煙環境を考える」を受け、県立中部病院、サンエー具

志川メインシティにてパネル展を実施した。また、市町村、学校、医療機

関等へビデオやパネル等の貸し出しや普及啓発用の資料提供を行った。

ｂ）「タバコと健康について」講習会

開催日時：平成 20年 3月 25日（火）
対 象：沖縄県美容業生活衛生同業組合員

講 師：中部福祉保健所 松野朝之班長

場 所：沖縄商工会議所（沖縄市） 参加人数 : 247人
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（５）地域・職域連携推進事業

ア 目的：

近年、国民の生命・健康を脅かす主要な疾患となっている生活習慣病（がん・

心臓病、脳卒中、糖尿病等）を予防するためには、個々人の主体的な健康づくり

への取組に加え、健康教育、健康相談、健康診査等の保健事業による生涯を通じ

た健康管理を支援することが必要である。

このため、地域保健と職域保健の連携により、健康づくりのための健康情報の共

有のみならず、保健事業を共同実施するとともに、保健事業の実施に要する社会

資源を相互に有効活用し、生涯を通じた継続的な保健サービス提供体制を整備す

ることを目的とする。

イ 根拠：

平成 18 年 6 月 30 日付け健発第 0630003 号 厚生労働省健康局長発令 地域保
健医療等の推進事業の実施について

「地域・職域連携推進事業実施要綱」

一部改正：平成 19年 5月 14日付け健発第 0514001号
ウ 事業内容

（ア）中部地区地域・職域連携推進会議の開催

平成 18年 8月 11日「中部地区地域・職域連携推進会議設置要領」を制定し、
委員数 12名で会議を設置。
平成 19年度第１回中部地区地域・職域連携推進会議の開催
日 時：平成 19年 7月 24日 午後 2時～ 4時
場 所：中部福祉保健所 1階小会議室
内 容：a 平成 18年度地域・職域連携推進事業

(a)地域保健における現状と課題
(b)平成 18年度地域・職域連携推進事業実績

b 平成 19年度地域・職域連携推進事業について
(a)働く人の健康づくり
(b)中部福祉保健所における健康づくりの取り組み

c 連携事業の検討
（イ）地域・職域連携事業の実施

a 地域及び職域において健康づくりが実践できるよう中部地区健康づくり
支援事業「仲間 de 健康づくり」プログラムを開発し、地域・職域団体へ
紹介した。実践後、成績優秀者を平成 20 年 2 月 21 日に開催された「第 5
回中部地区健康おきなわ 2010推進大会」にて表彰を行った。

b 「労働衛生管理推進大会」において「仲間 de健康づくり」プログラム及
び健康づくりに関する情報提供

c 平成 18年度に作成した「働きざかりの健康応援ＢＯＯＫ」～中部地区健
康関連施設等情報誌～に新しい情報を加え当所ホームページへ掲載

（ウ）中部地区地域・職域連携推進研修会等の開催

日 時：平成 20 年 3 月 14 日 午後 2 時～ 4 時
場 所：中部福祉保健所 3階研修室
テーマ：中部地区健康づくり支援事業「仲間 de健康づくり」実践報告会
報告者等：宜野湾市食生活改善推進員 岸本恒子氏

恩納村婦人会 小谷久美氏

参加者数：24名
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Ⅲ 疾病対策（健康推進班）

１ 感染症対策事業

（１）感染症予防事業

ア 法的根拠

平成11年4月に「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（以

下、当該法に関する施行令などを含め「法令等」と略す。）が施行された。その後、

SARS、鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞなど重篤な新興感染症の発生に伴い、これら感染症に対する新たな

対策が盛り込まれ、当該法令等は平成15年11月に改正された。平成18年度には、一～

三類感染症に準じた対策を必要とする指定感染症としてｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞH5N1が指定され、当

該指定は平成19年度も継続された。さらに平成19年4月には、従来は二類感染症とし

て指定されていた疾病が三類感染症指定となるなどといった類型の見直しが行われ、

一～四類全数把握対象疾病が大幅に増加したり、くわえて結核予防法の感染症法への

統合による結核の二類感染症としての指定がなされるなどといった大幅な法令等の改

正が行われた。

当該法令等においては、感染力や症状の重篤性などの危険性が高い順に類型化され

た一～五類感染症について、発生時の感染拡大防止の対策を図るなど平常時より予防

に関する啓発等を行うこととなっている。

県独自の取り組みとしては、麻しん発生を迅速に把握するとともに、麻しん発生時

における関係各機関の具体的対応を示すことにより麻しん発生 0 を目指し、平成 15
年 10 月に「沖縄県麻しん発生時対応ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」が制定・運用されてきた。これに関
連して 10 ～ 20 代を中心とした平成 19 年の全国的な麻しんの流行などにより、国に
よる当該法令等のさらなる改正となる麻しん及び風しんの五類定点把握疾病から五類

全数把握疾病への改正・施行（平成 20 年 1 月 1 日）を受け、前記ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの改定が
模索されているところである。

イ 保健所における感染症対策

（ア）発生予防・・・①予防接種の推進 ②平時における感染症発生動向調査

③平時からの予防対策に係る所内関係者相互の連携

（イ）蔓延防止・・・①健康診断・就業制限・入院 ②消毒及び衛生教育

③積極的疫学調査

（ウ）普及啓発と人権への配慮

（エ）緊急時の連絡体制・・・市町村・県・医療機関との連絡体制

（２）感染症発生動向調査事業

ア 法的根拠

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」12 ～ 16 条により、
一～五類感染症について届出・発生動向の把握、情報公表等について定められている。

イ 事業内容

一～五類感染症について、医療機関より届出を受け動向を分析し、その情報を公表

している。各保健所は、感染症発生動向調査システムにより県健康増進課へ対象疾病

が全数把握か定点把握かといった軽重に応じて随時又は定期的に報告している。

（ア）全数把握：すべての医師は、全数把握対象の感染症を診断した場合、管轄保

健所を経由し都道府県知事に届け出なければならない。
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（イ）定点把握：指定届出機関の医師が定点把握対象感染症を診断した場合、管轄

保健所を経由し都道府県知事へ届け出なければならない。

＜中部保健所管内の定点医療機関数（県全体の定点医療機関数との対比含む）＞

区分 定点種別 定点数（中部） 定点数（県） 備 考

インフルエンザ ２０カ所 ５８カ所 左記定点医療機関は感染

週 小児科 １２カ所 ３４カ所 症法令等により、主に保

報 眼科 ３カ所 １０カ所 健所管内人口規模を指標

基幹 ２カ所 ７カ所 として設定されている。

月 基幹 ２カ所 ７カ所 なお、STD 定点の設定は
報 性感染症（STD） ４カ所 １２カ所 本島内保健所のみである。

ウ 感染症法における対象疾病

類　型
医師の
届け出
エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、ペスト、

マールブルグ病、ラッサ熱、

レプトスピラ症、

感染症、リフトバレー熱、類鼻疽、ロッキー山紅斑熱

（全数把握）

びリフトバレー熱を除く）、クリプトスポリジウム症、クロ

野兎病、ライム病、リッサウイルス感染症、レジオネラ症、

西部ウマ脳炎、ダニ媒介脳炎、東部ウマ脳炎、鳥インフル

エンザ、鼻疽、ベネズエラウマ脳炎、ヘンドラウイルス

色ブドウ球菌感染症、バンコマイシン耐性腸球菌感染症

腸管出血性大腸菌感染症、

五　類

アメーバ赤痢、ウイルス性肝炎（Ｅ型肝炎及びＡ型肝炎を除

く）、急性脳炎（ウエストナイル脳炎、西部ウマ脳炎、ダニ

媒介脳炎、東部ウマ脳炎、日本脳炎、ベネズエラウマ脳炎及

疾　　病　　名　　称

診断後
直ちに

Ｅ型肝炎、ウエストナイル熱（ウエストナイル脳炎を含む）、

南米出血熱
急性灰白髄炎、ジフテリア、 結核、重症急性呼吸器症候群

コレラ、細菌性赤痢、腸チフス、パラチフス

（病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスで

あるものに限る）

診断後
直ちに

一　類

四　類
診断後
直ちに

二　類
診断後
直ちに

三　類

ス病、ブルセラ症、発しんチフス、ボツリヌス症、マラリア、

オムスク出血熱、キャサヌル森林病、

日本紅斑熱、日本脳炎、ハンタウイルス肺症候群、Ｂウイル

Ａ型肝炎、エキノコックス症、黄熱、オウム病、回帰熱、

Ｑ熱、狂犬病、コクシジオイデス症、サル痘、腎症候性出血

熱、炭疽、つつが虫病、デング熱、ニパウイルス感染症、

診断後７
日以内に
届出 イツフェルト ・ ヤコブ病、劇症型溶血性レンサ球菌感染症、

後天性免疫不全症候群、ジアルジア症、髄膜炎菌性髄膜炎、

先天性風しん症候群、梅毒、破傷風、バンコマイシン耐性黄
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（定点把握）

インフルエンザ（Ｈ5Ｎ1）

※指定感染症：一～三類に分類されない感染症において、同各

る。

※１ 上記疾病名称の斜体太文字は法令等改正・施行の際（平成19年4月）に追加又は変更
のあったものである。

※２ 上記＊印の付された疾病のうち、風しん・麻しんについては法令等改正・施行（平成20年1月
1日）に伴い、五類疾病（全数把握）に変更された。
　なおこの際、上記にてこれら２疾病と同じく＊印の付された成人麻しんは麻しんに統合された。

小児科定点：

ＲＳウイルス感染症、咽頭結膜熱、Ａ群溶血性レンサ球菌咽

頭炎、感染性胃腸炎、水痘、手足口病、伝染性紅斑、突発性
週単位
で報告

インフルエンザ（鳥インフルエンザを除く）

眼科定点：

指　定
感染症

診断後
直ちに

プラズマ肺炎、＊成人麻しん、無菌性髄膜炎

性感染症（ＳＴＤ）定点：

法第14条
第1項で
省令規定
の疑似症

診断後
直ちに

又は五類感染症の患者の症状であることが明らかな場合を除く）

（ただし、当該疑似症が二類感染症、三類感染症、四類感染症

摂氏38度以上の発熱及び呼吸器症状（明らかな外傷又は器質的

疾患に起因するものを除く）若しくは発熱及び発疹又は水疱

月単位
で報告

クラミジア肺炎（オウム病を除く）、細菌性髄膜炎、マイコ

類に準じた対応の必要が生じた感染症で、政令により指定され

性器クラミジア感染症、性器ヘルペスウイルス感染症、尖圭

ペニシリン耐性肺炎球菌感染症、メチシリン耐性黄色ブドウ

コンジローマ、淋菌感染症

基幹定点：

発疹、百日咳、＊風しん、ヘルパンギーナ、＊麻しん（成人

インフルエンザ定点：

急性出血性結膜炎、流行性角結膜炎五　類

球菌感染症（ＭＲＳＡ）、薬剤耐性緑膿菌感染症

基幹定点：

麻しんを除く）、流行性耳下腺炎
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感染症法に基づく感染症発生動向調査の概要

　　　　　　届け出 　　　　届け出
　　　　　　（12条） 　　　　（14条）

国
民
・
医
療
機
関
関
係
者

●一～四類感染症及び五類感染症（全数把握対象疾病）
　の患者を診断した医師

●指定届け出機関の管理者
　五類感染症（定点把握対象疾病）の
　患者を診断した場合

　保　　　健　　　所
　保健所管内の患者情報の解析

沖縄県感染症情報
センター

　県　健　康　増　進　課

　国立感染症研究所
感染症情報センター

情
報
の
提
供
お
よ
び
公
開

一～三類感染症発生状況

中部 沖縄県 中部 沖縄県 中部 沖縄県
一類感染症 エボラ出血熱

ｸﾘﾐｱ・ｺﾝｺﾞ出血熱
痘そう
ペスト
ﾏｰﾙﾌﾞﾙｸﾞ病
ラッサ熱
南米出血熱

二類感染症 急性灰白髄炎
ジフテリア
重症急性呼吸器症候群

三類感染症 腸管出血性大腸菌感染症 2 40(18) 5(2) 30(5) 3 44(23)
O-157 1 24(13) 1 14(1) 5
O-26 1 11(2) 2(1) 4(2) 2 31(23)
O-111 4(2) 1 1 5
O-103 6(1) 1
O-165 2 1
O-126 2(1)
O-119 1
O-91 1(1)
型不明 2(1) 1

コレラ 1 1
細菌性赤痢 3 5(1)
腸チフス
パラチフス 1 1

※ （　　）はうち無症状病原体保有者

平成17年 平成18年 平成19年
区分
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（３）感染症診査協議会

ア 概要

（ア）設置根拠：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下

「感染症法」と略す。）第 24条 5項に基づき、沖縄県感染症診査
協議会条例を制定

（イ）設置目的：同法 20条第 1項の規定による勧告及び同条第 4項の規定による入
院の期間の延長に関する必要な事項を審議させるため、都道府県

知事の諮問に応じ、各保健所に感染症の診査に関する協議会を置く。

（ウ）開 催：平成 15～ 18年度中の開催はなし
※従来は結核予防法で規定されてきた結核に関する取り扱いが、平成 19年 4
月からの同結核予防法の感染症法への統合による結核の二類感染症指定に

伴い、かつての結核審査会が感染症法における感染症診査協議会へその機

能が実質的に継承されることとなったことを付記する。

（４）エイズ対策事業

ア 法的根拠

かつては「ｴｲｽﾞ予防法」に基づいて実施されていた当該事業は、平成 11 年 4 月よ
り施行された「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（以下、

「感染症法」と略す。）に継承され、同法に基づいて継続して事業実施されることと

なった。

イ 事業内容

保健所においては、昭和62年よりｴｲｽﾞに関する相談やＨＩＶ抗体検査を実施してい

るが、検査希望の方が同検査をより受けやすくするために、平成5年10月よりＨＩＶ

抗体検査が匿名受け付けでかつ無料で受けられるといういわゆる通常検査と呼ばれる

態勢で開始された。

中部保健所においてはこの後平成 17 年 4 月から、その日のうちに結果がわかるＨ
ＩＶ抗体検査の即日検査（予約制で実施日は毎週水曜日）が新たに開始された。

また、同検査は平成 18 年 4 月から検査実施日が拡大された（各検査日前日までの
予約制で毎週火・水曜日の実施）。

さらには平成 19 年 5 月から夜間即日検査（毎月第三水曜日に実施）が導入され、
いっそうの検査体制の拡充による受検者に対する利便性の向上が図られている。

その他ｴｲｽﾞに関する啓発活動として、平成18年度からＨＩＶ検査普及週間が沖縄県

を含め特にＨＩＶ感染者・ｴｲｽﾞ患者報告の多い自治体を対象に全国一斉に開始され

た。平成19年度については当所の場合、前述の夜間即日検査が6月1日から7日の当該

週間の期間中の水曜日も実施され、併せて県内全域で販売される月刊ﾀｳﾝ情報誌二誌

にて同夜間即日検査に関する広報が行われた。

また、12月1日の世界ｴｲｽﾞﾃﾞｰに向けた機運を盛り上げかつ特に若者への意識づけを

目的に、沖縄国際大学構内にて11月上旬に本島内各保健所別ＨＩＶ検査体制一覧表や

性感染症全般に関するｹｰﾀｲｻｲﾄなどを記載した小紙を添付したﾎﾟｹｯﾄﾃｨｯｼｭの一斉配布

が行われた。所内においても県内におけるｴｲｽﾞ関連統計のﾊﾟﾈﾙ展示、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配布が

日常的に行われている。

さらには、管内市町村及び小中高等学校に対し、ｴｲｽﾞを初め性感染症感染防止を目

的とした普及啓発用のﾊﾟﾈﾙ・図書・ﾋﾞﾃﾞｵ等の貸し出しなどが行われた。
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エイズ相談及び HIV 抗体検査数の年次（年度）別推移 単位：人

区 分 15年(15年度) 16年(16年度) 17年(17年度) 18年(18年度) 19年
電話相談 75（77） 52（106） 341（318） 192（180） 185
来所相談 338（327） 238（274） 99（36） 25（27） 46
検 査 数 344（330） 298（331） 479（526） 584（628） 876
※感染症に関するﾃﾞｰﾀは暦年ﾍﾞｰｽが主であるため、以降暦年記載をﾒｲﾝとする。

なお、上記を含め感染症に係る本稿のﾃﾞｰﾀ集計は平成 20年 1月末日時点である。

ウ 中部保健所地域エイズ対策連絡協議会

（ア） 委員名簿（任期：平成 18 年 11 月 5 日～平成 20 年 11 月 4 月）
項 目 氏 名 所属・職名

委 員 桑江喜代子 上村病院 看護師総婦長

委 員 宜保 幸恵 うるま市市民健康課

委 員 大城トモ子 北谷町健康保険課

委 員 久保田尚子 沖縄市立安慶田小学校 養護教諭

委 員 喜舎場直美 普天間高校 養護教諭

委 員 仲宗根 賢 中頭教育事務所 指導主事

委 員 加賀美裕子 元 HIV人権ﾈｯﾄﾜｰｸ沖縄
委 員 遠藤 和郎 県立中部病院 内科部長

委 員 勝連 宏子 沖縄市立コザ中学校 PTA会
委 員 林 秀 佳 沖縄国際大学 学生

委 員 中本 岩郎 沖縄国際大学 学生

委 員 松野 朝之 中部保健所 健康推進班長

（イ）概要

a 設置根拠：厚生省保健医療局通知 （平成 14年 3月 27日付健発第 327013号）
エイズ対策促進事業実施要綱に基づき、中部保健所地域対策エイズ

対策連絡協議会設置要綱を定める。

b 設置目的：エイズ対策の円滑かつ効果的な推進について、関係団体等と協議し、
地域の連携と協力体制づくりを図ることを目的とする。

c 開催日時：平成 19年 11月 19日（月）

エイズ相談及びＨＩＶ抗体検査数の年次別推移
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（５）予防接種事業

ア 法的根拠

「予防接種法」に基づき、市町村が主体となって実施している定期予防

接種に対し指導を行っている。

イ 事業内容

市町村の実施に対する助言や、住民・市町村担当からの問い合わせ対応、管内市町

村の実施状況の取りまとめを行い、県健康増進課へ報告する。

＜予防接種従事者研修会・会議＞

期日：平成19年9月19日（木）午後2時00分～4時30分 県立浦添看護学校

対象：県内市町村予防接種担当課長及び担当者・保健師等 参加者約100名

内容：「麻しん及び風しんに係る定期予防接種について」

「沖縄県で検出された麻しんウイルスの解析」

※上記の県健康増進課主催の研修会に加え、管内市町村担当者を集めての各保健

所主催の予防接種担当者会議が開催されるのが通例だが、平成 19 年度は 10 月
下旬頃から 12 月頃にかけて管内で麻しんの集団感染が発生したことから、急
遽 11 月に 2 度にわたり、当所をはじめ管内市町村担当者・市町村教委関係者
・地区医師会やはしか 0 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ委員会委員の医師らが一堂に会しての麻疹対
策会議が開催され、保健所による麻しんの感染拡大防止策や医療機関の対応、

市町村によるいっそうの予防接種の推進や学校現場などにおける麻しん対策の

重要性などについての意見交換が行われた。

また、これら以外にも同時期に個々の学校関係者や医療機関関係者との情報交

換なども行われた。

予防接種に関する相談件数 平成 19年

ウ 沖縄県麻疹全数把握調査報告

保健所別麻疹発生報告者数 平成 19年

※上記調査報告は県独自の調査であり、いわゆる感染症

法に基づく発生動向調査とは異なる。

北部 中央 南部 宮古 八重山 中部

報告数 13 24 13 4 9 69 132

麻しん 2 4 1 1 1 13 22

否　定 11 20 12 3 8 55 109
保　留 1 1

県内各保健所別内訳
合計区分

区分 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

来所 1 1 3 1 6

電話 2 8 10 12 34 16 8 9 13110 6 10 6
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麻しんと診断された者の内訳 平成 19年

＜各ﾚﾍﾞﾙにおける保健所の役割＞

・ﾚﾍﾞﾙ１・・・ ①麻疹検体を医療機関より回収し県衛生環境研究所へ搬送

②麻疹発生情報を管内市町村予防接種担当・市町村教委・地区

医師会へ提供する。

・ﾚﾍﾞﾙ 2・・・ﾚﾍﾞﾙ①②に加え、麻疹発生のあった市町村と連携し保育所・学
校等における予防接種実施状況をとりまとめ、未接種者へ早期

接種を勧奨する。

・ﾚﾍﾞﾙ 3・・・県内の麻疹発生動向に注意し、市町村等関係機関と連携し、住
民への積極的な情報提供、相談など地域における感染拡大防止

を図る。

（６）その他

感染症に関する住民からの相談として、性感染症（STD）、B 型肝炎・C 型肝炎
に関する相談への対応や抗体検査を実施している。

平成 19年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

電話 3 2 2 3 6 5 8 3 5 1 38

来所 2 1 1 2 5 1 3 3 2 1 21

電話 1 6 1 2 1 4 4 1 2 1 23

来所 1 2 1 1 3 8

電話 4 1 2 3 3 1 3 12 35 64

来所 1 2 1 2 1 2 9

電話 2 8 10 12 34 16 8 9 10 6 10 6 131

来所 1 1 3 1 6

電話 2 3 6 5 19 3 2 6 4 5 4 59

来所 1 5 4 10

8 26 22 24 63 44 31 29 24 21 25 52 369

予
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接
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の
他
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染
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Ｓ
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Ｂ
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炎
Ｃ
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炎

※( )はうちﾜｸﾁﾝ接種歴ありの人数

2(1)
2(1)
6(1)
2

2(1)

13(3)22(8)合　計

1歳未満
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50代以上

6～9歳

40代

20代

10～14歳

11(4)
3

1歳
2～5歳

1

4(3)

1

県 中部年齢

30代

1
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２ 結核対策事業

結核の予防及び結核患者に対する適正な医療の普及を図ることによって、結核が個人

的にも社会的にも害を及ぼすことを防止し、公共の福祉を増進する事を目的とする。

（１）結核対策における保健所の役割

結核対策は、感染症法に基づいて行われており、登録開始から削除に至る全期間で、

患者・回復者・家族に対し保健所で把握された諸情報、訪問で把握された情報、主治

医からの情報を基に医療の円滑な実施、社会復帰、周囲への感染防止のための支援を

行っている。

（２）体系図

結核患者の届出から登録削除まで

　（法第５３条の２）
定　期　健　診

（学校、住民、職場等）

　（法第１７条）
接　触　者　健　診

（法第１２条）

患者届け出

健　康　診　断 患者又は保護者
（個別） 　　　　患者票

　　　　受診券
　　　　の提示

・登録（法第５３条の１２）
・保健師の訪問指導
　　（法第５３条の１４） 入院勧告 （法第３８条）

（法２４条） ・精密検査(管理検診） 指定医療機関
感染症診査協議会 　　(法第５３条の１３） 管理検診 ・患者の治療

委託 ・回復者の管理検診
・就業制限(法第１８条） ・指定医療機関（法第３８条） 入退院届   （委託）
・入院勧告（法第１９条、２０条）・患者票の交付 (７日以内)

・医療費 ・受診券の交付
（法第３７条・３７条の２） ・医療機関情報の確認 診察状況の連絡

・ケース検討会
・接触者健診検討会 指定
・家族、接触者検診の実施
・予防投薬  　指定医療機関

   の申請
・結核サーベランスによる 県　知　事
　疫学解析

内服終了から約１～３年
再発のおそれなし

　　　　登録削除

有症状で受診

医師の診断

保　健　所
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（３）結核登録患者状況

ア 新登録患者数及び罹患率の年次推移

平成19年の新登録患者数は94人で前年比で6名減。罹患率は20.0となっており、

前年の21.4より1.4低くなっている。

イ 学会分類別新登録患者年次推移

肺結核喀痰塗抹陽性（感染性あり）は、全登録の34%。肺外結核は36.2%であり、

なかでも結核性胸膜炎、リンパ節結核が多い。

新登録者 罹患率 新登録者 罹患率

年 石川 コザ 石川 コザ （人） （人）

昭和50年 137 238 127.1 109.4 1,163 111.6 108,088 96.6

昭和60年 75 111 62.8 43.5 585 49.6 58,567 48.4

平成15年 329 24.4 29,717 23.3

平成16年 339 25.0 29,736 23.3

平成17年 310 22.7 28,319 22.2

平成18年 285 20.8 26,384 20,6

平成19年

＊罹患率：人口10万対 ＊平成19年については中部保健所まとめによる

94 20.0

100 21.4

104 22.5

114 24.4

沖縄県 全国中部保健所

96 20.9

新登録者（人） 罹患率

年 区分 総数 初回治療 再治療

中部 96 69 36 35 1 10 23 27 12

県 329 242 127 120 7 53 62 87 56

中部 104 72 37 34 3 24 11 32 21

県 339 237 119 109 10 70 48 102 67

中部 114 76 35 33 2 28 13 38 6

県 310 211 90 82 8 84 37 99 29

中部 100 66 36 34 2 23 7 34 7

県 285 192 98 90 8 63 31 93 18

中部 94 60 32 27 5 23 5 34 4

県

＊資料：結核の現状（沖縄県） ＊平成19年については中部保健所まとめによる

予防投薬
（別掲）

活動性結核

肺結核活動性

菌陰性・
その他

肺外結核
活動性

喀痰塗抹陽性

平成15年

総数
総数

その他結
核菌陽性

平成19年

平成18年

平成17年

平成16年
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ウ 年齢階級別新登録患者数

平成19年は0～14才の届出は０であった。70歳以上の高齢者が全体の53.2%

を占めている。

エ 市町村別新登録患者年次推移

平成19年の市町村別罹患率をみると、中部管内罹患率20.0より高くなっている市

町村はうるま市24.6、恩納村30.8、読谷村24.0、北谷町25,8、北中城村31.5、中城

村36.5である。

県 管内 県 管内 県 管内 県 管内 県 管内

年齢区分 329 96 339 104 310 114 285 100 94

0～4 0 0 1 0 3 0 1 1 0

5～9 0 0 0 0 1 0 1 0 0

10～14 0 0 0 0 1 0 3 1 0

15～19 1 0 2 1 2 2 3 1 0

20～29 17 2 15 3 15 3 15 6 4

30～39 30 11 24 7 26 8 17 5 7

40～49 37 14 30 9 25 11 22 5 8

50～59 47 12 54 17 39 14 32 11 10

60～69 62 19 63 27 48 16 40 13 15

70才以上 135 38 150 40 150 1 150 57 50

＊資料：結核の現状（沖縄県） ＊平成１９年については中部保健所まとめによる

平成19年平成18年

年
令
別
階
級
別

平成15年 平成16年 平成17年

市町村 新登録数 罹患率 新登録数 罹患率 新登録数 罹患率 新登録数 罹患率

22 24.6 22 24.4 15 16.6 15 16.5

32 25.5 32 26.0 22 17.2 18 14.0

石川市 (4) 17.9 (5)

具志川市 (14) 21.9 (12)

与那城町 (4) 30.7 (3)

勝連町 (5) 36.7 (4)

小計 27 23.9 24 21.7 29 25.5 28 24.6

3 31.6 3 31.1 6 62.1 3 30.8

1 20.0 1 19.8 0 0 1 19.4

2 19.2 3 28.3 3 28.0 1 9.3

6 16.0 10 26.4 6 13.4 9 24.0

5 36.6 9 66.0 5 36.8 1 7.4

2 7.5 3 11.1 7 25.9 7 25.8

4 24.5 5 30.5 3 19.0 5 31.5

0 0 1 6.1 4 24.8 6 36.5

104 22.5 114 24.4 100 21.4 94 20.0

339 25.0 310 22.6 285 20.8

＊平成１９年については中部保健所まとめによる

恩納村

金武町

宜野座村

平成17年

う
る
ま
市

宜野湾市

沖縄市

平成16年

読谷村

北谷町

嘉手納町

沖縄県

管内総数

中城村

北中城村

平成19年平成18年



- 45 -

（４）患者管理

ア 国の結核対策

現在我が国の結核罹患状況は、かつての青少年層の結核罹患・初感染発病を中心

とした罹患から一変し、基礎疾患を有する既感染の高齢者の罹患が中心となってい

る。また、高齢者のみならず、高発病、遅発見、治療中断、伝播高危険群等の特定

地域や住民層の存在が疫学的に明らかになっている。これらへ対応するため、結核

予防の適正化と治療の強化、きめ細かな個別的対応、人権への配慮、地域格差への

対応のため都道府県による結核予防計画の策定等、結核対策を総合的かつ計画的に

推進していく。

イ 中部保健所地域DOTS事業

平成17年4月の結核予防法改正（平成18年感染症法に統合）により、結核患者の確

実な服薬のための指導や指示は、保健所長や医師の責務として定められ、DOTS（※

注）の推進が求められている。

(※注)DOTSとは支援者が服薬を見守り治療を支援するという方法です。

事業の詳細については3調査研究Ⅱ(1)「結核対策特別推進事業」を参照

（ア）中部保健所では平成15年度から、結核特別対策事業として地域DOTS事業を実

施している。疾病予防班員で構成する地域DOTSチームにより、毎月1回所内地域

DOTS検討会議を開催し、服薬中断が予測されるハイリスク者に対して、事例検

討・訪問DOTSによる服薬確認・服薬支援評価を行っている。

（イ）平成16年11月から毎月1回コホート検討会を実施し、服薬患者全数の服薬状況

・菌検査情報・治療状況の報告を行い、全患者の治療完遂を目指している。全

患者の状況を知ることで、服薬継続の問題を早期に把握し、服薬中断の予防に

努めている。

ウ 訪問指導（感染症法53条の14）状況

患者の届出により、早期（1週間以内）の患者面接を、実施している。平成1９年

度の患者面接・訪問指導実人員は213人、延人員669人である。そのうちDOTS指導は

実人員123人（57.7%）、延人員559人（83.6%）ある。

エ 結核相談室における結核登録患者への支援状況

結核登録者の来所相談では、要医療者の公費申請時の来所が多い。

来所時に結核治療への意識づけ、DOTS（服薬確認）への協力依頼や結核の接触者

健康診断を行っている。

平成19年4月～平成20年3月

来所相談 電話相談

実人員
DOTS
実人員
（再掲）

延人員
DOTS
延人員
（再掲）

DOTS
延人員

DOTS
延人員

213 (123) 669 (559) 281 524

訪　問　指　導
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オ 感染症診査協議会

感染症法第24条により設置され、感染症法第18条第1項の規定による就業制限、第

19条、第20条の規定による入院勧告並びに第20条第4項の入院の延長、第37条の2申

請に関する必要な事項を審議を行い、結核の適正医療を地域の医療機関に指導して

いる。また、保健所が実施する結核接触者健診や結核対策に関する意見・助言を行

う。

平成19年4月の感染症法改正により、人権の尊重の確保と措置の適合性を担保する

観点から、委員は医師だけでなく、医療以外の法律に関し学識経験者と医療及び法

律以外の学識経験者も参加し協議される。ちなみに委員は6名で委嘱されている。

（ア）感染症診査協議会開催状況

平成19年度開設回数：26回 （原則として毎月第2、第4木曜日開催）

（イ）公費負担申請諮問件数

公費負担申 承認 保留 不承認

請諮問件数 37条の2 37条 37条の2 37条 37条の2 37条

※

225 145 77 2 0 1 0

37条の2・・・外来治療患者に対する適正医療の公費負担

37条・・・・ 就業制限・入院勧告・入院期間の延長等入院患者の医療費公費負担

（ウ）感染症診査協議会委員

区 分 氏 名 所属・職名

委員長 宮城 茂 独立行政法人国立病院機構沖縄病院呼吸器内科医長

委 員 玉城 和則 医療法人敬愛会中頭病院呼吸器内科部長

委 員 玉城 仁 県立中部病院内科医師

委 員 遠藤 和郎 県立中部病院内科副部長

委 員 比屋根キヨ子 なし

委 員 池間 透 なし

（５）ハイリスク者対策

ア 接触者健康診断の実施（法第17条）

結核患者の周囲の感染者や発病者の早期発見と感染源調査を目的に患者家族や接

触者に対して実施する喀痰塗抹陽性患者との接触者に対して、定期的な健診と発病

予防・有症状時の早期受診等の健康教育を実施し、2年間の経過視察を行っている。

(平成19年4月～平成20年3月） 

要医療者
（公費申請・相談）

管理検診 予防投薬

270 200 33 37

来所数

来所内訳（延）
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（ア）接触者健康診断検討会の実施状況

検討会結果は41件のうち同居家族は28件（68.3%）で、職場・学校・医療機関等

集団検診が必要となったのは27件（65.8%）であった。

（イ）管内の接触者健康診断受診状況

平成19年接触者健診対象者は1,118名で1,034名（92,5%）受診している。

患者家族、別居家族から2名の結核患者が発見された。

（ウ）所内の接触者健康診断の実施状況

平成19年所内での来所受診者は延べ847名で、接触者は826名である。他医療機

関に紹介後、結核患者と診断されたのは2名。予防投薬は接触者3名であった。

イ 接触者健康診断に関する健康教育の実施状況

平成19年

同
居
家
族
の

接
触
者

家
族
以
外
の

接
触
者

ハ
イ
リ
ス
ク
児

ハ
イ
リ
ス
ク
児

の
感
染
源
調
査

希
望
来
所

一
般
健
康
診
断

か
ら
の
紹
介

結
核
健
診

検
痰
ツ
反
検
査

Ｂ
Ｃ
Ｇ
接
種

他
機
関
紹
介

経
過
観
察

経
観
終
了

予
防
内
服

847 267 559 9 9 5 0 847 20 33 0 7 485 352 3

結果　
来
所
者
数

来所者内訳 健診内容

平成19年　検討状況 検討結果

個別検診
集団検診
(職場等)

21 41 62 28 14 27 3 19

回数
検討
実件数

検討
延件数

接触者検診対象（件数） 対象外

その他の接触者

同居家族
定期検診
指導

不要

平成19年

接触関係

患者家族（同居） 213 202 94.8% 1 1

別居家族等 174 135 77.6% 1 2

一般病院 443 416 93.9% 0 0

老人・福祉施設等 79 77 97.5% 0 0

職場・学校等 209 204 97.6% 0 0

1,118 1,034 92.5% 2 3

受診率 患者発見 予防投薬

計

対象者 受診者

他

施設数 回数 人数

2 2 25

健康教育実施状況
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ウ ハイリスク児対策

平成17年4月結核予防法改正により6ヶ月未満児にBCG直接接種の方法が導入された

ことに伴い、コッホ現象疑いとして紹介された児に対し経過観察を行っている。

またそれらの児に対して周囲の感染源調査も併せて実施している。

平成18年度コッホ現象疑い児の紹介は5名で、4名はBCGの通常の経過と確認された。

1名は予防投与を開始した。平成19年度は2名紹介され、1名は経過観察終了、1名は

経過観察中になっている。

（６）生化学検査・結核菌検査（塗抹検査、培養検査）（平成19年4月～平成20年3月）

（７）レントゲン種別直接・間接撮影の状況（平成19年4月～平成20年3月）

（８）啓発活動（結核予防に関する知識の普及啓発）

ア 結核予防週間（9月24日～30日）

結核予防週間を契機として、結核に関する正しい知識を国民に深めていただくと

ともに、官民一体となった結核対策への取り組みの意識を高めることを趣旨とする。

（ア）結核研修会等の開催

地域、医療機関、一般住民に結核に対する予防活動を推進するために研修会を

開催した。

ａ 結核指定医療機関事務担当者研修会

日 時：平成19年9月19日（水）午後3時半～5時

場 所：中部福祉保健所

講 師：結核事務担当 比嘉真弓

参加者：34名（23施設）

対 象：管内結核指定医療機関事務担当

b 結核予防婦人会研修会（地域DOTS協力者育成研修会）

日 時：平成19年10月29日（月）午前10時～12時

場 所：中部福祉保健所

講 師：保健師 金城惠子

参加者：23名

対 象：結核予防婦人会

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 合計
1 1 2

3 2 2 3 2 2 1 1 7 23
（直接） 70 52 77 42 93 50 60 83 92 57 75 151 905
（間接） 67 37 17 65 26 48 260
140 52 79 44 96 87 77 151 94 58 102 207 1190

要医療
管理検診

定期外

合計

区分

QFTB 血球計算 生化学 塗抹 培養 同定 薬剤感受性

13 11 30 46 46 5 0

喀痰検査血液検査 
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（イ）広報資料等の配布

結核予防週間において、ポスターやリーフレットを活用して、管内医療機関へ

68部、中部地区薬剤師会薬局へ130部配布し、結核予防の周知を図った。

また、中部地区結核予防婦人会の協力のもと、管内の大型店舗店4ヵ所において

チラシ配布を実施し、街頭啓発活動を行った。

（エ）パネル展示

ちばなクリニック、保健所において、結核に関する基礎知識、管内市町村別結

核罹患率等のパネル展示を実施。

（９）その他

ア 結核サーベイランス事業

（昭和61年健医発第704号厚生省保健医療局通知による）

結核に関する情報を全国規模で迅速に収集、解析、還元するコンピューター・オ

ンラインシステムを樹立し、有効かつ的確な予防対策の確立に資することを目的と

する。

イ 結核指定医療機関

指定医療機関は、感染症法による公費負担患者の医療を担当させるため、感染症

法38条に基づき厚生大臣又は都道府県知事が、開設者の指定申請を得て指定するも

のであり、所在地を管轄する保健所が申請窓口となっている。

結核指定医療機関数

ウ 管理検診委託状況

管理検診は、保健所のほか、委託を受けた指定医療機関においても実施される。

委託は受診者の便宜を図り、検診の効率的な実施を目的に行われ、平成19年度は

19医療機関と契約締結している。

エ 結核健康診断・予防接種の実施状況報告（法第53条の2、53条の7）

市町村長、事業所、学校長及び施設の長が行った定期健康診断及び予防接種の実

績は、「結核健康診断予防接種月報」により保健所長を経由して知事に報告される。

病院・診療所 薬局 訪問看護事業所

68(1) 146(1) 1
（　）は平成19年度新規指定数
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３ その他の疾病対策

（１）熱中症発生報告

ア 実施根拠

「沖縄県熱中症対策事務処理要領」に基づき、県民並びに旅行者の健康管理に資

することを目的に行っている。

イ 業務内容

6 月から 9 月にかけて情報を公開し注意を呼びかけている。管内では県立中部病
院、中部徳州会病院、中頭病院、ハートライフ病院、宜野湾記念病院を定点医療機

関とし、週報として発生報告の情報を得ている。

今年度の県内熱中症発生件数は 584件。中部管内は 258件。
管内では梅雨明けの第 2 週（6/10 ～ 6/16）に発生が増え、第 11 週（8/12 ～ 8/18）
が多く発生しており、第 12 週（8/19 ～ 8/25）から収束傾向にあるが第 13 週（8/26
～ 9/1）に再び増えている 。今年度は第 1 週（6/3 ～ 6/9）以前の 4 月 1 日～ 6 月 2
日までに県全体で 8 件で、内 7 件が中部管内での発生であるため、早い時期から熱
中症予防啓発の周知が必要と思われる。

男女比では、男性が 258件中 230件と、ほとんどを占める。
昨年度 4 件だった旅行者の熱中症が今年度も 4 件発生と同件数であるため、旅行
者に対して更なる注意喚起が必要である。

市町村別に見ると、うるま市が 100件と最も多く、沖縄市 59件となっている。
管内定点医療機関からの報告の中には中部保健所管轄外の市町村で発生した患者

数が 31件含まれている。

県民･旅行者別　　中部管内･県内発生状況 平成19年度

期間外 第１週 第２週 第３週 第４週 第５週 第６週 第７週 第８週 第９週 第10週 第11週 第12週 第13週 第14週 第15週 第16週 第17週 合 計

4/1～6/2 6/3～6/9 6/10～6/16 6/17～6/23 6/24～6/30 7/1～7/7 7/8～7/14 7/15～7/21 7/22～7/28 7/29～8/4 8/5～8/11 8/12～8/18 8/19～8/25 8/26～9/1 9/2～9/8 9/9～9/15 9/16～9/22 9/23～9/29

県　民 7 0 13 10 9 18 22 34 21 21 6 43 5 14 8 11 4 8 254

中 部旅行者 0 0 2 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4

計 7 0 15 10 9 18 23 35 21 21 6 43 5 14 8 11 4 8 258

県　民 8 1 22 16 19 35 38 91 61 45 20 85 20 32 19 24 8 22 566

県 内旅行者 0 0 2 0 0 2 3 1 3 3 0 1 0 2 1 0 0 0 18

計 8 1 24 16 19 37 41 92 64 48 20 86 20 34 20 24 8 22 584

居住地区分

男女別･県民旅行者別　　中部管内発生状況 平成19年度

宜野湾市 沖縄市 うるま市 恩納村 宜野座村 金武町 読谷村 嘉手納町 北谷町 北中城 中城村 管轄外 合計

7 59 100 8 0 5 25 5 8 4 6 31 258

男 (5) (53) (90) (7) (0) (5) (21) (5) (8) (3) (5) (28) (230)

女 (2) (6) (10) (1) (0) (0) (4) (0) (0) (1) (1) (3) (28)

県　民 (7) (59) (100) (5) (0) (5) (25) (5) (8) (4) (6) (30) (254)

旅行者 (0) (0) (0) (3) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1) (4)

内
訳

(

再
掲

)

区　分

患者数
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年齢別に見てみると、30～ 39歳が 54件と最も多く、20～ 29歳が 49件、50～ 59
歳が 40件となっている。

発生要因を見ると、屋外作業が 136 件と最も多く、次いで運動中の 47 件となっ
ている。各現場管理者に注意を呼びかける必要がある。

第 1 週から第 17 週までの全発生数 258
件中基礎疾患有りの患者 60 件（23.3%）

市町村別・年齢階級別　　熱中症発生状況 平成19年度

宜野湾市 沖縄市 うるま市 恩納村 宜野座村 金武町 読谷村 嘉手納町 北谷町 北中城 中城村 管轄外 合計

7 59 100 8 0 5 25 5 8 4 6 31 258

０～９ 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

１０～１９ 2 7 7 2 0 0 2 0 1 0 1 2 24

２０～２９ 1 14 17 1 0 0 4 1 1 0 1 9 49

３０～３９ 0 9 24 3 0 2 4 2 2 0 1 7 54

４０～４９ 2 11 13 0 0 1 3 1 2 1 1 3 38

５０～５９ 1 9 9 1 0 0 7 0 0 2 2 9 40

６０～６９ 0 4 11 0 0 0 1 1 1 1 0 1 20

７０～ 1 5 18 1 0 2 4 0 1 0 0 0 32

患者数

年
齢
内
訳

平成19年度

疾患名称

アルコール依存症 1 件

アルコール性肝障害 1 件

うつ病・喘息 1 件

てんかん 2 件

糖尿病 5 件

右被殻出血 1 件

肝機能障害 2 件

気管支喘息 1 件

高血圧・狭心症・不整脈 1 件

高血圧・高コレステロール 1 件

高血圧・高尿酸血症 1 件

高血圧・糖尿病 1 件

高血圧・糖尿病・肝臓病 1 件

高血圧症 17 件

高血圧症・尿路結石 1 件

高脂血症 5 件

高脂血症・痛風 1 件

高脂血症・糖尿病 1 件

高尿酸血症 1 件

小脳障害 1 件

心筋梗塞 1 件

心疾患 2 件

心不全 1 件

精神疾患 2 件

前立腺肥大症・高血圧症 1 件

統合失調症 2 件

脳梗塞、 1 件

脳出血 1 件

肺癌術後 1 件

慢性腎不全 1 件

不明 1 件

合計 60 件

基礎疾患有（件数）

中

部

保

健

所

管

内

市町村･発症要因別　　熱中症発生状況 平成19年度

宜野湾市 沖縄市 うるま市 恩納村 宜野座村 金武町 読谷村 嘉手納町 北谷町 北中城 中城村 管轄外 合計

7 59 100 8 0 5 25 5 8 4 6 31 258

農作業 1 3 14 1 0 1 2 0 1 0 0 0 23

漁業 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

 水泳・甲羅干し 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 2 5

運動 3 8 24 1 0 1 2 1 1 1 2 3 47

屋外作業 2 40 39 2 0 1 14 4 4 3 4 23 136

屋内作業 1 6 11 0 0 0 5 0 0 0 0 1 24

ゴルフ 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 3

その他 0 2 10 1 0 2 1 0 2 0 0 1 19

患者数

発
生
要
因



- 52 -

（２）骨髄提供希望者登録推進事業（骨髄バンクドナー登録受付）

ア 根拠法令及び目的

（ア）平成 6年 9月 29日付厚生省発健医第 1096号厚生省保健医療局長通知
「骨髄提供希望者登録推進事業実施要綱」

（イ）「沖縄県骨髄提供希望者登録推進事業取扱要領」

沖縄県福祉保健部健康増進課 平成 7年 7月 1日施行
（ウ）目的：骨髄提供希望者が少しでも登録しやすい環境を整備するため、県の保

健所で受け付け業務を実施し、骨髄提供者の確保を図ることを目的と

する。

イ 骨髄バンク登録事業状況

骨髄提供希望者に対し骨髄移植及び骨髄バンク事業について説明し、本人の了解

を得て一次用の採血を行い、検体を沖縄県赤十字血液センターに搬送している。

登録受付窓口：毎月第 1・3水曜日の午前中（予約制）
登録受付件数

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

8 11 14 17 17

ウ 骨髄提供希望者登録推進事業（骨髄バンク）における採血

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 総計

0 0 6 1 1 2 1 1 2 0 2 1 17

（３）石綿による健康被害に関する救済給付業務

ア 根拠法令及び目的

（ア）「石綿による健康被害の救済に関する法律」平成 18年 3月 27日施行
申請は施行期日の一週間前（平成 18年 3月 20日）より行うことができる

（イ）「石綿健康被害救済給付業務委託契約」：沖縄県（文化環境部環境政策課）、

独立行政法人環境再生保全機構 平成 18年 4月 10日締結
平成 18年 4月 24日より保健所にて受付業務開始

（ウ）目的：石綿による健康被害の特殊性にかんがみ、石綿による健康被害を受け

た者及びその遺族に対し、医療費等を支給するための措置を講ずるこ

とにより、石綿による健康被害の迅速な救済を図る。

イ 保健所で行う業務

（ア）認定申請書、医療費請求書等の受付

（イ）石綿健康被害救済制度及申請等の手続きの説明・相談

区分 4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

相談件数 1 2 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 6

認定申請件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特別遺族弔慰金等
請求件数

0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1



法的根拠：母子保健法、児童福祉法、障害者自立支援法

保健所業務

診 断
治 療

○母子健康手帳交付
○妊婦健康診査
○母親学級・両親学級
○乳児健診（前期・後期）
○１歳半健診
○３才児健診
○予防接種
○育児学級、離乳食・幼児食学級等
○育児相談、心理・言語相談、虫歯予防検診・相談
○思春期保健事業
○乳幼児医療費助成事業
○こんにちは赤ちゃん事業、育児支援家庭訪問事業 その他

市町村業務

妊娠高血圧症候群等療養援護費

未熟児養育医療費
（母子保健法第２０条）

育成医療費
（児童福祉法第２０条）

小児慢性特定疾患医療費

対象児家族との面接相談
児の経過、家族状況
ニーズ把握、医療状況確認

養育指定医療機関

育成指定医療機関

小児慢性特定疾患
委託医療機関

低体重出生
児の保護者

低体重児出生届受理
（母子保健法第１８条）

訪問指導
電話・来所相談
疾病別学習会
長期療養児親の集い
（自助組織育成）

長期療養児の支援

育児支援（電話・訪問等）

医
療
費
助
成
の
申
請
受
理

対象者、家族との面接相談

訪問指導
（母子保健法第１９条）

電話・来所相談
未熟児学級
（ぴよぴよ学級）

未熟児発達相談

未熟児の支援

電話・来所相談
訪問指導

その他の
養育支援

要精査児

育児支援の必要な者

医療機関

保
護
者

特定不妊治療
指定医療機関

特定不妊治療費申請受理

中部福祉保健所における母子保健業務体系 （図１）

先天性代謝異常検査
（生後５～７日）

委託機関（検査機関等）

Ⅳ 生活支援者施策

１ 母子支援

（１）母子保健（地域保健班）

・管内市町村母子保健担当者会議

・母子保健担当者研修会

・関係機関との調整会議

・事例検討会 等
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ア 医療費助成及び相談

（ア）養育医療給付事業

根拠：母子保健法第20条

目的：養育のため病院又は診療所に入院の必要な未熟児に対しその養育に必要

な医療を行う。

対象：出生体重が2000ｇ以下の者。生活力が特に弱く、一般状態・体温・呼吸

器・循環器・消化器系統のいずれかの症状を示す者。但し、先天性異常

の疾患の症状は対象外である。

平成19年度市町村別養育医療交付状況

平成19年度医療機関別交付状況

＊医療機関別状況をみてみると、県立中部病院から140人（66％）、管内その他

の医療機関から12人（6％）、管外県立・公立医療機関から52人（25%）、管

外その他の医療機関から8人の養育医療申請となっている。

（イ）妊娠高血圧症候群療養援護費

根拠：母子保健施行通知

目的：早期に適正な療養を受けることにより妊産婦死亡、後障害を防ぎ併せて

未熟児及び心身障害の発生防止をする。

対象：対象疾患は、妊娠高血圧症候群、糖尿病、産科出血及び心疾患である。

ただし、所得課税額が年間30,000円以下の世帯の妊産婦が対象である。

内容：妊娠高血圧症候群等に罹患している妊産婦が必要な医療を受けるために

7日以上入院した場合、その療養に要する費用の一部を支給する。

平成19年度の受給者は3件であった。

1000g以下 1001～1500g 1501～2000g 2001g以上
宜野湾市 34 4 7 19 4
沖縄市 57 8 16 21 12
うるま市 57 7 12 25 13
恩納村 6 1 2 3 0
宜野座村 2 1 0 1 0
金武町 7 1 3 2 1
読谷村 19 0 5 7 7
嘉手納町 7 1 0 3 3
北谷町 10 0 3 6 1
北中城村 6 0 1 5 0
中城村 7 1 2 3 1
合計 212 24 51 95 42

再掲
給付数市町村

県立 県立
中
部
病
院

や
び
く
産
婦
人
科

宮
城
産
科
婦
人
科

中
頭
病
院

上
村
病
院

名
城
病
院

南
部
医
療
セ
ン
タ
ー

那
覇
市
立
病
院

琉
大
附
属
病
院

赤
十
字
病
院

ア
ド
ベ
ン
チ
ス
ト
メ

デ
ィ

カ
ル
セ
ン
タ
ー

糸
数
病
院

県
外
医
療
機
関

140 8 1 1 1 1 18 5 23 6 3 2 3

140 212

合
計

その他

管内医療機関 管外医療機関

12 52 8

公立 その他
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（ウ）育成医療

根拠：障害者自立支援法

目的：身体に障害のある児に対し、生活の能力を得るために必要な医療の給付

を行う

対象：身体障害者福祉法第4条の規定等に掲げる障害を有する児童又は現存する

疾患が将来障害を残すと認められる児童であって確実な治療効果が期待

できる者。

対象疾患は肢体不自由、視覚障害、聴覚平衡障害、音声言語・咀嚼機能

障害、内臓障害。

表1　育成医療障害別給付数の推移（平成19年度）　　

心臓 腎臓 その他

138 15 27 78 73 6 151 4 492

合計
肢体
不自由

視覚機能
障害
聴覚機能
障害
音声言語
機能障害

内臓障害 小腸機能
障害

表3　指定医療機関別育成医療給付件数（平成19年度）

障害別

県
立
中
部
病
院

県
立
南
部
医
療
セ
ン
タ
ー

県
立
北
部
病
院

琉
球
大
学
附
属
病
院

那
覇
市
立
病
院

中
頭
病
院

中
部
徳
州
会
病
院

小
児
発
達
セ
ン
タ
ー

浦
添
総
合
病
院

ハ
ー

ト
ラ
イ
フ
病
院

山
内
矯
正
歯
科
ク
リ
ニ
ッ

ク

そ
の
他
県
内
医
療
機
関

県
外
医
療
機
関 合
計

20 45 52 1 15 1 2 2 138
6 3 2 3 1 15
9 13 3 2 27
4 17 35 16 6 78

心臓障害 8 62 1 1 1 73
腎臓障害 5 1 6
その他 59 18 37 8 17 10 1 1 151

4 4
115 142 0 141 9 17 10 15 7 2 16 6 12 492

内臓障害

合計

肢体不自由
視覚機能障害
聴覚機能障害
音声言語機能障害

小腸機能障害

表2　育成医療市町村別障害別（平成19年度）

障害別

23 45 37 4 1 4 10 3 6 1 4 138

2 5 7 0 0 0 0 0 0 1 0 15

7 4 5 1 0 4 4 1 0 0 1 27

11 27 22 0 0 4 5 0 4 2 3 78

心臓障害 23 20 16 1 1 2 5 1 1 3 0 73

腎臓障害 0 1 2 2 0 0 0 1 0 0 0 6

その他 31 51 33 5 1 2 8 3 4 6 7 151

3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 4

100 153 123 13 3 16 32 9 15 13 15 492合計

肢体不自由

視覚機能障害

聴覚機能障害

内臓障害

音声言語機能障害

小腸機能障害

北
谷
町

北
中
城
村

中
城
村
合
計

宜
野
座
村

金
武
町

読
谷
村

嘉
手
納
町

宜
野
湾
市

沖
縄
市

う
る
ま
市

恩
納
村
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（エ）小児慢性特定疾患治療研究事業

ａ 小児慢性特定疾患治療研究事業

根拠：児童福祉法第21条の9の2

目的：小児特定疾患として指定された疾患について医療費の助成を行い、患児

家族の負担の軽減を図り適切な医療を受けることができるようにする。

※延長は、一斉更新した数である。

疾患別では、内分泌疾患が新規、延長併せて290人と最も多く、次いで慢性心

疾患、悪性新生物となっている。

表2　市町村別・疾患別給付状況 平成1９年度

市町村

悪性新
生物
慢性腎
疾患

慢性
呼吸器
疾患

慢性心
疾患
内分泌
疾患
膠原病 糖尿病

先天性
代謝
異常

血友病
等血液
疾患

神経・
筋疾患

慢性
消化器
疾患
合計

12 14 8 18 80 5 7 6 2 6 3 161

28 14 19 31 68 14 6 9 8 5 3 205

14 17 30 29 60 5 10 6 6 4 1 182

1 2 0 1 2 2 0 1 1 2 0 12

1 0 0 0 5 2 0 1 0 0 0 9

1 0 2 3 8 0 1 0 0 0 1 16

5 2 5 9 27 3 7 1 1 1 0 61

1 1 1 1 6 2 1 0 2 0 0 15

2 8 2 2 12 4 2 1 2 1 1 37

3 5 2 3 8 3 3 2 2 1 0 32

6 1 2 0 14 2 2 2 0 0 0 29

74 64 71 97 290 42 39 29 24 20 9 759

北中城村

うるま市

沖縄市

読谷村

中城村

合計

嘉手納町

北谷町

宜野湾市

恩納村

宜野座村

金武町

平成1９年度小児慢性特定疾患疾患別受給状況

0
50
100
150
200
250
300
350

悪性新

生物

慢性腎

疾患

慢性

呼吸器

疾患

慢性心

疾患

内分泌

疾患

膠原病 糖尿病 先天性

代謝

異常

血友病

等血液

疾患

神経・

筋疾患

慢性

消化器

疾患

人

新
規
延
長
新
規
延
長
新
規
延
長
新
規
延
長
新
規
延
長
新
規
延
長
新
規
延
長
新
規
延
長
新
規
延
長
新
規
延
長
新
規
延
長
新
規
延
長

12 62 19 45 19 52 26 71 67 223 23 19 7 32 4 25 8 16 2 18 2 7 189 570

慢性
腎疾患

慢性
呼吸器
疾患

慢性
心疾患

内分泌
疾患
膠原病 合計

血友病等
血液疾患

神経
・
筋疾患

糖尿病
先天性
代謝異常

悪性
新生物

慢性
消化器
疾患
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ｂ 小児慢性特定疾患児手帳交付事業

根拠：児童家庭局長通知

児発第1033号小児慢性特定疾患児手帳交付事業実施要領

目的：小児慢性特定疾患治療事業の対象疾患に罹患している児童に対して一貫

した治療を行い、本人の健康状態やかかりつけ医療機関の連絡等を記入

するための手帳を交付する。

実績：平成1９年度の交付数は、１７件である。

（オ）特定不妊治療費助成事業

根拠：沖縄県特定不妊治療費助成事業実施要綱

目的：不妊治療のうち、体外受精及び顕微授精については、1回の治療費が高額

であり、また医療保険の適用外であることから、その治療に要する費用

の一部を助成し、もって経済的負担の軽減を図るため、特定不妊治療を

行う夫婦に対して、予算の範囲内において助成金を交付する。

表3　受給者の年齢別・疾患別状況 平成1９年度

年齢

悪性新
生物
慢性腎
疾患

慢性
呼吸器
疾患

慢性心
疾患
内分泌
疾患
膠原病 糖尿病

先天性
代謝
異常

血友病
等血液
疾患

神経・
筋疾患

慢性
消化器
疾患
合計

1 0 12 19 8 7 0 2 4 2 0 55

13 13 36 50 47 21 2 6 8 11 3 210

18 12 13 10 90 4 3 5 4 0 3 162

24 25 9 14 113 8 15 12 7 4 2 233

11 12 2 2 18 3 16 2 3 2 0 71

9 1 1 1 9 1 3 2 1 0 0 28

76 63 73 96 285 44 39 29 27 19 8 759

16～17歳

18～19歳

合計

0歳

1～5歳

6～9歳

10～15歳

　受給者の年齢別状況
16～17歳
9%

18～19歳
4% 0歳

7%

1～5歳
28%

6～9歳
21%

10～15歳
31%

表1　特定不妊治療費助成申請状況 平成19年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

5 5 4 9 14 14 23 28 33 27 18 71 251

表2　申請者の年齢内訳 平成19年度
合計

251

表3　市町村別申請状況 平成19年度

50歳以上

1

40～49歳

86

30～39歳

156

20～29歳

8

宜野湾市 沖縄市 うるま市 恩納村 宜野座村 金武町 読谷村 嘉手納町 北谷町 北中城村 中城村 合計

62 67 44 3 2 8 17 12 30 5 1 251
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イ 特殊疾病検査

（ア）先天性代謝異常検査

目的：先天性代謝異常の早期発見、早期治療により、精神運動発達遅滞等の心

身障害の発生を防止する

ウ 健康教育

（ア）未熟児（ぴよぴよ）学級

根拠：母子保健法第9条

目的：①未熟児を持つ親同士が共通の問題や悩みを話し合うことにより、未熟

児を生んだという自責の思いを軽減させ、また、仲間とふれあうことに

より育児ストレスの軽減を図る。

②乳児の心身の発育・発達等について知識を得ることで育児への自信を

つける。

③乳児のかかりやすい病気や対応の仕方、また、病院受診の仕方を学ぶ

ことにより、スムーズな受療行動がとれるようにする。

対象：未熟児で出生した3～9ヶ月児をもつ母親。

実施状況：1クール4回の教室を年2回実施。

未熟児（ぴよぴよ）学級実施状況

区分 プログラム 担当者

1回目
・絵本のお話
・交流会

講師：みみずく文庫主宰
保健師

2回目
・発育、発達について
・個別相談

講師：中部病院周産期母子
　　　医療センター小児科医師

3回目
・私の育児体験
・交流会

育児体験者
保健師

4回目
・離乳食について
・交流会

栄養士
保健師

 表1　先天性代謝異常検査における要精査者状況 平成19年度

市町村
異常なし

精査中
経過観察中

要治療
市町村

異常なし
精査中
経過観察中

要治療

宜野湾市 3 1 2 北谷町

沖縄市 2 1 1 読谷村

うるま市 3 3 嘉手納町

恩納村 北中城村 1 1

金武町 中城村

読谷村 合計 9 3 0 6

 ※要治療はクレチン症6例である

検査結果 検査結果

要精査数 要精査数
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＊他に、交流会の2回に先輩ママとして、ちびーずメンバーの母８人、児４人が参加した。

＊保育ボランティアは沖縄市母子保健推進員の協力を得た。

＊対象者170人に対して、受講者13人（8％）の受講である。

（イ）未熟児をもつ親の学習会

根拠：母子保健法第9条

目的：未熟児をもつ保護者が未熟児の育児について学び、自信をもって楽しく

育児ができる。また、児の健やかな成長発達を促す。

対象：6ヶ月～1才6ヶ月の未熟児をもつ親

平成18年度ぴよぴよ学級受講者

未熟児サークル「ちびーず」メンバー等

場所：中部福祉保健所3階研修室

内容：①絵本づくり

テーマ「子供へのメッセージ」

講師 みみずく文庫代表 久場節子先生

②交流会（情報交換会）

未熟児をもつ親の学習会参加状況

母 児 保育ボランティア

10 11 5

＊保育ボランティアは沖縄市社会福祉協議会ボランティアの協力を得た。

未熟児（ぴよぴよ）学級参加状況

実 延 実 延 実 延 実 延 実 延 実 延

1クール 6 23 1 3 7 26 0 0 1 2 5 15

2クール 6 21 1 4 6 23 0 0 0 0 5 11

合計 12 44 2 7 13 49 0 0 1 2 10 26

父 児 兄弟
保育

ボランティア

クール

祖父母等母

未熟児（ぴよぴよ）学級市町村別参加状況

市町村 対象数 参加数 参加率 市町村 対象数 参加数 参加率

宜野湾市 36 3 8% 読谷村 16 0 0%

沖縄市 41 0 0% 嘉手納町 2 0 0%

うるま市 45 4 9% 北谷町 10 2 20%

恩納村 3 1 33% 北中城村 6 1 17%

宜野座村 4 0 0% 中城村 2 1 50%

金武町 5 1 20% 合計 170 13 8%
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（ウ）未熟児サークル「ちびーず」支援事業

根拠：母子保健法第9条

目的：同じ悩みをもつ親同士が仲間とふれあうことで、育児ストレスを軽減し、

楽しく育児ができる。

対象：未熟児をもつ親 定例日：毎月第3水曜日午後1時から

場所：中部福祉保健所3階プレイルームにて実施

保健所の役割：場所の提供、活動内容の相談助言、講師紹介、新対象者への紹

介、ぴよぴよ学級参加者との交流会

実施状況：平成16年10月よりスタート 平成19年度は9回

エ 未熟児等ハイリスク児支援連携事業

目的：支援を必要とする母子が地域で安心して生活できるよう未熟児支援の充実

のため周産期母子医療センターと保健所が課題を共有、役割を明確化し入

院から一貫した支援ができるようにする。

対象：養育医療申請で把握した未熟児及び関係機関から紹介のハイリスク児等

場所：県立中部病院NICU病棟

事業内容：

（ア）事例検討及び未熟児等連絡会（訪問結果報告等も実施）

毎月第4月曜日午後2:00～3:00 12回

参加者：周産期母子医療センター医師、師長、認定看護師、保健所保健師

養育医療新規申請児138人、その他ハイリスク児163人の実施であった。

（イ）保健師による病院訪問

（ウ）病院から保健所へ未熟児出生連絡票の送付

オ 長期療養児療育指導事業

（ア） 事業の概要

根拠：児童福祉法19条2

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知平17.8.23 雇児発第0823001号

沖縄県長期療養児療育事業実施要領

目的：疾病により長期にわたり療育を必要とする児童（以下「長期療養児」と

いう。）について、適切な療育を確保するために、その疾病の状態及び

療育の状況を随時把握するとともに、その状況に応じた適切な指導を行

い、長期療養児の日常生活における健康の保持増進及び福祉の向上を図

る。

（イ）事業内容及び実績

ａ 疾病別長期療養児保護者学習及び交流会

対 象 小児糖尿病の児を持つ保護者 ダウン症の児を持つ保護者

日 時 平成19年11月13日 平成20年2月14日

内 容 講演：「成長の中でみる小児糖尿病」 講演：「ダウン症児の療育について

～生きる力を育むために～」

講師：ちばなクリニック小児科医師 講師：名護療育園

参加人数 保護者 12人 保護者及び関係者 42人

患 児 11人
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ｂ 疾病別親の会育成支援

＊中部福祉保健所において開催されている各疾患毎の親のつどいの保護者が

疾患や障害を越えて交流と学習会を開催することで、お互いの活動から学

び合いピアサポートのためのスキルアップを図る。

名 称 親の会コミュニケーション学習会Ⅰ 親の会コミュニケーション学習会Ⅱ

日 時 平成19年12月11日 平成19年12月17日

内 容 講演及びロールプレイ 講演及びロールプレイ

「ピア・サポートのためのコミュニ 「ピア・サポートのためのコミュニ

ケーションⅠ」 ケーションⅡ」

講師：きらめきコミュニケーション 講師：きらめきコミュニケーション

ひろばスーパーバイザー ひろばスーパーバイザー

参加者 保護者１２人 保護者１０人

名 称 中部地区ダウン症親の会”スマイルアップ”

開催状況 定例会 毎月１回（第2木曜日）

場 所 福祉保健所3階 プレイルーム

参加人数 268人（延べ人数）

内容等 ・会員数３１人（平成19年４月１日現在）

・年４回会報誌を発行

・事前に役員で調整会議をもち、内容の検討や役割分担を行い、当日の会の

運営、進行もメンバーが自主的に行っている。

・親同士の精神的支援の場、学習や情報交換の場になっている。

カ 個別支援状況

根拠：母子保健法第19条

目的：養育上、必要がある未熟児に対し保護者を訪問し必要な保健指導を行い、

療育支援を行う。保健所における母子の訪問指導は、未熟児、ハイリスク

妊産婦、長期療養児等となっており、表1は保健所が実施した妊産婦及び乳

幼児等の母子訪問指導状況である。

表1
妊婦 産婦 新生児 未熟児 乳児 幼児 その他 総数

実人員 1 123 6 126 7 8 10 281
延人員 1 144 8 160 8 11 22 354
実人員 3 153 4 158 12 6 37 373
延人員 5 174 4 197 13 18 63 474
実人員 2 146 8 153 11 13 14 347
延人員 2 162 8 188 15 28 33 436

平成17年度

平成18年度

年度

平成19年度
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キ 生涯を通じた女性の健康支援事業

根拠：雇児発第0823001号 厚生労働省雇用均等児童家庭局長通知

目的：障害を有する児や発達に支援を要する児を養育する母親は、児の健康管理

に気を配るなど、心身の健康において負担が大きいと考えられる。今回親

子間や家族等におけるコミュニケーションについて学習し、母親同士の情

報交換等を行うことにより親子関係、人間関係について学び生活に役立て

ることを目的とする。また児童デイサービス親子通園施設職員や関係者へ

も親と子のコミュニケーションに関する学習会を実施し、障害を有する児

や保護者の理解と支援を考える機会とする。

実施月日 平成20年2月28日（木）午前9:00～12:00

平成20年3月15日（土）午後2:00～5:00

場 所 児童デイサービス愛育園（宜野湾市）

対 象 ・愛育園に通園する障害を有する児を養育している保護者

・児童ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ親子通園施設職員及び関係者

内 容 講演会 テーマ『親子のコミュニケーションを豊かにするために』講話

及びグループワークを行った。

障害を持つ子の親となること、子育ての現実、ストレスの四つの要因や

子どもとのコミュニケーションの取り方等具体的な意見交換やスキルが

紹介された。

参加人数 ５７人 保護者（１７人）関係者（４０人）

状 況 児童デイサービス愛育園に通園する児を持つ保護者、児童デイサービス

親子通園施設職員及び関係者とで２回に分けて実施した。

障害を有する児や発達に支援を要する児を養育する母親は児の健康管理

に気を配るなど心身の健康において負担が大きいと考えられる。

アンケートからは情報交換ができたことや具体的なスキルを学べたとの

意見が寄せられた。また保護者を対象時には宜野湾市社会福祉協議会愛

育園職員とボランティアによる保育が行われた。

ク 管内市町村母子保健担当者研修会

根拠：母子保健法第８条

地域保健法第６条第１号

目的：市町村が行う母子保健に関する事業の実施に関し、市町村相互間の連絡調整

及び技術的援助を行い、市町村における母子保健事業の円滑な実施を図る。

また、母子保健に関する研修等を実施することによって、母子保健担当職

員の資質の向上と地域の母子保健の向上を図ることを目的とする。

回数 日時 講師及び内容 参加者

第1回 H19年 講師：土岐篤史 市町村37名

9月25日 南部医療センター・子ども医療センター小児精神科部長 保健所12名

内容：「発達障害をもつ子どもとの早期出会いと支援Ⅰ」

～児童精神科臨床からのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ～

第2回 H20年 講師：土岐篤史 市町村58名

2月5日 南部医療センター・子ども医療センター小児精神科部長 保健所 9名

内容：「発達障害をもつ子どもとの早期出会いと支援Ⅱ」

～１歳半健診や３歳児健診での具体的な気づき

（早期発見）のポイント～
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（２）児童福祉（総務福祉班）

ア 管内の状況

平成 20 年 3 月末現在の管内の 18 歳未満の人口は 30,960 人である。管内総人口
139,170人の 22.2％が、児童人口である。
町村別の総人口に占める児童人口の割合は、下表のとおりとなっており、北谷町

が最も高く、次に読谷村、その次に宜野座村となっている。

町村別児童人口 平成20年3月末現在

町村名 総人口 児童人口 比率

恩納村 10,332 1,936 18.7%

宜野座村 5,433 1,242 22.9%

金武町 11,110 2,220 20.0%

読谷村 38,679 9,019 23.3%

嘉手納町 13,757 3,076 22.4%

北谷町 27,101 6,410 23.7%

北中城村 16,188 3,674 22.7%

中城村 16,570 3,383 20.4%

計 139,170 30,960 22.2%

管内の児童人口の割合

22.2%

77.8%

児童人口

その他の人口
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イ 家庭児童相談室

家庭は、児童育成の基盤であり児童の人格形成にとってきわめて大きな影響を及

ぼすものである。

家庭における人間関係の健全化、児童養育の適正化等、家庭児童福祉の向上を図

るための相談援助を充実強化する目的で、昭和 47 年 5 月 15 日家庭児童相談室が
福祉事務所に設置された。

当相談室における児童及び妊産婦の福祉に関する処理は、表 1 及び表２のとお
りである。

平成 19 年度における処理として、受付経路別にみて妊産婦の福祉に関する本人
及び町村からの相談が多く、次いで児童の福祉に関する学校、家族・親戚からの相

談となっている。

処理種別としては、相談・助言が多く、次いで助産施設への措置となっている。

家庭児童相談室における処理（児童福祉法）

ウ 児童福祉行政（保育所）指導監査

指導監査は、知事が保育行政の実施機関における保育所の保育所運営費負担金等

についての事務処理状況及び保育所の運営について、関係法令等に照らし適正に実

施されているかどうかを個別的につまびらかにし、必要な助言・勧告又は是正の措

置を講ずることなどにより、保育行政の適正かつ円滑なる実施を確保しようとする

ものである。

表２　処理件数 平成19年度

5 12 0 0 0 0 0 5 17 39
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平成 19年度の児童福祉行政指導監査実施状況及び指摘事項は次のとおりである。

監査実施町村 宜野座村・読谷村・北中城村・嘉手納町

うるま市（きむたか保育所、安慶名保育所、石川保育所）

監査対象保育所 沖縄市 （胡屋あけぼの保育所、山内保育所、諸見里保育所、

美里保育所、知花保育所）

宜野湾市（うなばら保育所）

恩納村 （恩納保育所）

宜野座村（宜野座村立保育所）

金武町 （並里保育所、嘉芸保育所）

読谷村 （南保育所、北保育所）

嘉手納町（嘉手納町立第 ３保育所）

北谷町 （上勢保育所、美浜保育所）

北中城村（屋宜原保育所）

中城村 （中城村第 ２保育所、第３保育所）

指導監査実施町村 4町村中 文書指摘 4町村 口頭指導 2町村
指導監査実施施設 21施設中 文書指摘 20施設 口頭指導 20施設

エ 助産施設（児童福祉法第 7条規定による児童福祉施設）
児童福祉法第 22 条により、妊産婦が、保健上必要であるにもかかわらず経済的
理由により入院助産を受けることができない場合において、その妊産婦から申し込

みがあったときは、その妊産婦に対し助産を行う。

助産の実施に要する費用を支弁し、本人から負担能力に応じた負担金を徴収。

（ア）助産の実施の範囲＞

a 保健上入院助産が必要
b 妊産婦の属する世帯の階層区分が原則として C階層以下にある者。
c 妊産婦の属する世帯の階層区分が A 及び B 階層である場合を除いて、出産
育児一時金の給付額が 350,000円未満である者。

（イ）負担金徴収金基準額

階 層 区 分 基 準 額 出産一時金

（ 月額 ） に係る率

A 生活保護法による被保護世帯 0円
B A階層を除く市町村民税非課税世帯 2,200円 20％
C1 A 及び D 階層を除き 均等割の額のみ 4,500円 30％
C2 市町村民税の課税世帯 所得割の額がある場合 6,600円
例：市町村非課税世帯（＝ B階層）で出産育児一時金が 350,000円の場合

2,200 ＋（350,000× 20％）＝ 72,200円
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（ウ）平成 19年度における入所者数：24
（県立中部病院 21、南部医療センター・子どもセンター 3）

（エ）年度別階層別助産施設入所状況

市・町村名　　A B C1 C2 A B C1 C2 A B C1 C2

1 - - - 1 - - - - - - -

- 1 - - - - - - - 1 - -

1 1 - - 1 1 - - 2 - - -

- 1 - - 1 3 - - - 4 - -

- 1 - - - 1 - - - - - -

1 1 - - - 3 - - - 1 - -

- - - - - 2 - - 1 3 - -

- - - - - - - - - - - -

- 7 - - 2 14 - - 1 6 - -

- 2 - - - 1 - - - 1 - -

- 2 - - - 3 - - - 4 - -

- 8 - -

備　　考

県立助産施設で助産を実
施した場合、助産の実施
に要する費用は、県(福祉
保健所)が支弁し、自己負
担金の徴収も県が行う。
(H16.4.1)

名護市については、平成
１８年度より北部福祉保
健所が行うこととなっ
た。

計 27 33 24

20 12

沖縄市

名護市

小　計 19

宜野湾市

恩納村

宜野座村

金武町

うるま市

中城村

嘉手納町

北谷町

北中城村

読谷村

小　計

 平成19年度

12138

 平成17年度  平成18年度
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（３）母子及び寡婦福祉（総務福祉班）

母子及び寡婦福祉に関して福祉保健所の主な業務は、母子及び寡婦福祉資金の貸付

と償還、母子相談業務等である。

ア 母子及び寡婦福祉資金の貸付

目的：配偶者のいない女子で現に児童を扶養しているものに対し、その経済的自

立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその扶養している児童の福祉

を増進すること。

根拠：母子及び寡婦福祉法第 13 条第１項、第 2 項、第 3 項、第 14 条、第 16 条
母子及び寡婦福祉法施行令

母子福祉資金及び寡婦福祉資金貸付事務取扱要綱

イ 母子相談業務（母子自立支援員）

目的：母子及び寡婦家庭の相談機関として母子自立支援員が配置され、母子及び

寡婦家庭の生活全般にわたる相談、指導・助言を行っている。

根拠：母子及び寡婦福祉法（第 8条）
当所には、3名の母子自立支援員が配置されている。
（平成 15年度より母子相談員から母子自立支援員へ名称変更）

平成１9年度母子及び寡婦福祉資金の貸付状況 

No 資金の種類 区分 件数 金額（円）

母子

寡婦

母子

寡婦

母子 70 41,284,500

寡婦 1 708,000

母子 2 881,000

寡婦

母子 3 1,480,000

寡婦

母子

寡婦

母子

寡婦

母子

寡婦 1 225,000

母子

寡婦

母子 1 220,000

寡婦

母子 9 4,260,000

寡婦

母子 85 48,125,500

寡婦 2 933,000
合計

9

10

11

住宅資金

転宅資金

就学支度資金

5

6

7

8

1

2

3

4

事業開始資金

事業継続資金

修学資金

技能習得資金

就職支度資金

医療介護資金

生活資金

修業資金
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生活一般・・・住宅、医療、家庭紛争（夫等の暴

力、その他）就労、結婚、借金

児 童・・・養育、教育、非行、就職

経 済 的・・・母子福祉資金（貸付、償還）、寡

支 援 等 婦福祉資金（貸付、償還）、公的

年金、児童扶養手当、生活保護

そ の 他・・・売店設置（法第 25 条）、たばこ販
売（法第 26 条）、母子世帯向公営
住宅（法第 27 条）、母子福祉施設
の利用、母子生活支援施設（児童

福祉法 38条）

ウ 母子福祉協力員

目 的：母子及び寡婦福祉法の規定により県が貸し付けた資金の円滑適正な償還

を図るため、母子家庭等に対し、償還計画及び支払いについて指導を行

うこと。また母子家庭等の把握に努め、その福祉の増進を図ること。

根 拠：沖縄県母子福祉協力員規程

平成19年度　相談内容、指導受付状況

相談内容 相談回数

生活一般　　 72

児童 31

経済的支援等 1,394

その他 1

合計 1,498

No 市町村名 担当地区 母子福祉協力員

1 普天間・野嵩・新城・上原・喜友名・大山・伊佐 當山　菊枝

2 愛知・赤道・宜野湾・我如古・長田・神山・志真志 具志堅　キヨ

3 大謝名・真志喜・嘉数・真栄原・宇地泊・佐真下 川満　トキ子

4
池原・登川・知花・城前町・松本・美里・八重島・
越来・東

仲松　千代子

5
南桃原・山里・久保田・山内・諸見里・園田・
上地・胡屋・仲宗根町・中央

直井　静江

6 宮里・安慶田・古謝・室川・住吉・照屋 平敷　なお子

7 与儀・比屋根・高原・大里・泡瀬・桃原・海邦町 仲松　安子

8
赤道・兼箇段・みどり町・安慶名・田場・喜屋武・
高江洲・宮里

大石　悦子

9
川崎・西原・宇堅・赤野・仲嶺・平良川・上江洲・
江洲・大田・具志川・豊原・塩屋・川田・前原・
勝連・与那城

藏當　厚子

10
うるま市石川
金武町
宜野座村

うるま市石川　金武町　宜野座村 山城　千賀子

11
読谷村
恩納村

読谷村　恩納村 新垣　京子

12
北谷町
嘉手納町

北谷町　嘉手納町 屋比久　悦子

13
北中城村
中城村
管外

北中城村　中城村　その他 な　し

宜野湾市

沖縄市

うるま市
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エ 管内の母子生活支援施設設置状況

目 的：配偶者のない女子又はこれに準ずる事情のある女子であって、その監護

すべき児童の福祉に欠けると認められるときは、その保護者及び児童を

母子生活支援施設に入所させて保護することになっている。（入所の手

続きは市の窓口）

基本法：児童福祉法第 23条
児童福祉法第 7条に規定する児童福祉施設

オ 管内の母子寡婦福祉会の設置状況

母子寡婦福祉会は、管内の全市町村で結成されている。

（平成 20年 3月現在）

市町村名 会長名
会員
（人）

創立期 事業内容

うるま市 伊波　美智枝 860 S53.2
○総会　○ピクニック　○新入学児童激励会
○講習会

宜野湾市 久留　蓉子 480 S53.3
○新入学児童激励会及び総会　○ピクニック
○講習会　○研修会派遣

沖縄市 長浜　光枝 742 S52.4
○総会　○ビ－チパ－ティ　○みかん狩り
○クリスマス会　○新入学児童激励会

恩納村 松田　静子 50 S52
○総会　○カ－ネ－ション頒布　○親子ふれあ
い視察研修　○うんなまつり母子会出店

宜野座村 大城　夏江 40 S43.12 ○総会

金武町 仲間　澄子 87 S58
○総会　○新入学児童激励会
○クリスマス会　○講習会

読谷村 仲村　律子 245 S50.4
○新入学児童激励会　○総会　○勉強会
○運動会　○子ども祭り　○もちつき大会

嘉手納町 宮城　明美 160 S53.8
○総会　○役員研修　○親子サマ－キャンプ
○クリスマス会　○生け花講習

北谷町 真栄城　文子 100 S47
○総会　○ピクニック　○新入学児童激励会
○講習会

北中城村 安里　キヨ 197 S56
○総会　○社会見学　○講演会
○新入学児童激励会

中城村 永山　勝子 97 S58.5 ○総会　○母子ピクニック

施設名
認可
世帯数

所在地
設置(経営)
主体

施設長名
認可(設置)
年月日

電話
番号

入寮
人員

レインボー
ハイツ

12
沖縄市字嘉間良
1-4-21

沖縄市 沖縄市長 S49.6.1
(098)
937-3298

8世帯
（22人）
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２ 障害者支援

（１）精神保健福祉（地域保健班）

・昭和40年「精神衛生法」の一部改正により、保健所は地域精神保健活動の第一線機関として位置づ
けられる。

・昭和62年 精神障害者の人権擁護及び適正な医療の確保を推進するとして「精神保健法」制定。
・平成 5年「障害者基本法」の成立により、精神障害者も障害者として福祉施策の対象となる。
・平成 7年「精神保健福祉法」の制定。従来の保健医療対策に加え、精神障害者手帳の創設や施設の

充実等自立と社会参加の促進のための援助という福祉の充実が求められ、福祉施策の位置
づけが強化。

・平成14年 市町村への一部事務委譲。市町村での居宅生活支援事業（ヘルパーなど）開始
・平成18年 障害者自立支援法施行、自殺対策基本法施行

中
　
部
　
福
　
祉
　
保
　
健
　
所
　
に
　
お
　
け
　
る
　
精
　
神
　
保
　
健
　
福
　
祉
　
活
　
動

・現状把握、社会資源その他情報提供
・管内市町村主管課長会議、精神保健福祉関係者会議、
　実務担当者会議
・市町村及び関係機関との連絡調整
・ケース会議、退院前在宅支援調整会議

・こころの健康講演会
・こころの健康パネル展
・ひきこもり講演会、アルコール依存症家族教室
・自殺予防キャンペーン事業（パネル展、講演会）

・精神保健福祉関係職員研修会

・家族会育成・支援（市町村家族会）
・断酒会、断酒家族会
・アメシストの会

・来所相談
・電話相談
・専門医による相談

・家族や本人からの依頼
・危機介入的訪問　（23条,24条通報、34条申請）
・医療機関からの依頼
・措置解除後の訪問　・医療中断者及び未治療者
・就労支援の必要な者

・社会適応訓練事業利用に関する事　・職親連絡会
・社会復帰施設の届出・利用状況把握
・社会復帰施設、
　小規模作業所への指導及び指導監査への参画
・精神障害者手帳の普及及び経由事務・就労支援学習会

・措置入院関係　・医療保護入院関係
・自立支援医療申請受理事務
・定期病状報告その他関係事務、関係機関との連携
・移送に関する事
・精神病院に対する実地指導

・情報提供、技術の協力及び支援
・申請事務に伴う支援
・事例検討会

企画調整　会議
関係機関との連携
ネットワークづくり

正しい知識の
普及啓発事業

研修

組織育成・支援

精神保健福祉相談

訪問指導

社会復帰及び自立と
社会参加への支援

入院及び通院医療関係

市町村への協力
及び支援
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ア 相談指導等

根拠：精神保健福祉法第47条・48条

（ア）精神保健福祉相談及び訪問指導

精神保健福祉相談員や保健師が、患者や家族等の相談（来所・電話）を随時行

っている。相談の内容は心の健康相談から、診察を受けるに当たっての相談、社

会復帰相談、アルコール、ひきこもり、認知症等であり、必要に応じて訪問指導

を実施している。

訪問指導は本人の状況や家庭環境などの実情を把握し、家族が抱える問題の解

決に向け支援を行う。原則として訪問指導は、本人や家族の同意の下で行うが、

危機介入的な場合など所長等が必要と認めた場合も行うことがある。又、複雑困

難なケースについては精神科専門医による相談につなげたり事例検討をし支援内

容の検討を行っている。

平成19年度相談状況

来所相談 訪問指導 電話相談

実人員 延人員 実人員 延人員 延人員

198 307 102 260 981

（イ）精神科専門医による精神保健相談

根拠：精神保健福祉法第47条

保健所及び市町村における精神保健福祉業務について

（平成12年3月31日厚生省大臣官房障害保健福祉部長通知）

目的：精神科専門医による相談を行うことで、本人・家族に対する適正医療を

促し、治療中断を防止するとともに、精神障害を持ちながらも安心して

生活できるよう支援する。

（日時）第1火曜日（偶数月） 第2水曜日（奇数月）

第3水曜日（毎月） 第4金曜日（毎月）

午後2時～4時

（場所）中部福祉保健所 第8相談室

相談件数

沖縄市 北中城村 北谷町 合計

３ １ １ ５

相談の紹介経路は市町村から３件、保健所来所相談から２件で、本人を含め

ての相談が３件、関係者のみの相談が２件だった。

相談内容は、対応について４件、病気かどうか１件であった。相談実施後は

病気の診断や、主治医に意見書による情報提供、対応についてのアドバイスを

行い、２件のケースが新たに治療に繋がった。
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イ 届け出に関すること

（ア）自立支援医療費（精神通院医療）支給認定状況

根拠：障害者自立支援法第58条

目的：精神障害者がその有する能力及び適正に応じて、自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、精神障害者の福祉の増進を図ること

を目的としている。

精神疾患のため通院治療を受ける場合、継続的な医療費が大きな負担と

なるため、そのような方々の通院医療費の負担を軽減する制度で、これ

までの精神保健福祉法第32条に基づく通院医療費公費負担制度に代わり、

平成18年4月1日から始まった。通院医療費の10%が原則自己負担となり、

所得・疾患等に応じて月額自己負担上限額が設定されている。

沖縄県では、10%の自己負担又は所得・疾患等に応じて設定されている月

額自己負担上限額は、復帰特別措置法により支払われるため窓口での自

己負担はない。

市町村別・疾病別自立支援医療費(精神通院医療)支給認定状況（平成19年度）

（イ）精神障害者保健福祉手帳交付状況

根拠：精神保健福祉法第45条

目的：精神障害者に対する各種の支援策を促進し、精神障害者の自立と社会復

帰の促進を図るために、平成7年10月に創設された。精神障害のため長期

にわたり日常生活または社会生活に制約がある場合、申請により手帳が

交付されている。

平成14年4月から、居住地の市町村精神保健福祉担当が申請窓口となって

いる。平成18年10月1日から、精神保健福祉手帳の様式が変更になり、写

真貼付欄が設けられている。

ア
ル
コ
ー

ル

そ
の
他

宜野湾市 593 535 185 53 15 13 23 21 0 27 39 59 3 22 6 1,594

沖縄市 1287 1051 382 118 22 20 57 27 1 60 137 87 3 78 6 3,336

うるま市 1319 738 414 129 8 48 68 26 3 54 129 102 5 46 9 3,098

恩納村 118 45 29 9 1 7 2 1 0 4 6 7 1 5 0 235

宜野座村 37 20 11 2 1 0 2 1 0 1 8 2 0 1 0 86

金武町 134 43 18 18 1 0 1 4 0 7 5 9 1 5 2 248

読谷村 314 232 96 37 1 31 9 6 1 18 27 22 2 17 3 816

嘉手納町 130 62 44 16 0 1 5 2 0 5 12 8 0 5 1 291

北谷町 210 176 50 16 0 3 6 2 0 10 18 13 0 11 1 516

北中城村 135 87 59 7 1 3 3 4 0 4 21 3 0 6 3 336

中城村 169 100 55 9 0 3 2 4 0 3 14 8 1 12 5 385

合計 4,446 3,089 1,343 414 50 129 178 98 5 193 416 320 16 208 36 10,941

＊平成19年4月1日～平成20年3月31日の間に有効期間のあった方の数である。

統
合
失
調
症

気
分
（

感
情
）

障
害

て
ん
か
ん

市町村

中毒性
精神障害

知
的
障
害

心
因
反
応

非
定
型
精
神
病

そ
の
他

不
明

合
計

接
枝
分
裂
病

脳
器
質
性
精
神
障
害

（

認
知
症
を
除
く
）

認
知
症

神
経
症

人
格
障
害
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市町村別精神障害者保健福祉手帳交付状況（平成19年度）

（ウ）医療保護入院者数(法第33条1項2項入院)

医療保護入院とは、自傷他害の恐れはないが精神保健指定医の診察の結果入院

が必要と認められた患者で、本人の同意が得られず保護者の同意により行われる

入院である。この場合には、入院した日から10日以内に最寄りの保健所長を経由

して県知事に届けなければならない。

医療保護入院者数（平成19年度）

（エ）社会復帰施設利用状況

根拠：精神保健福祉法第50条2の3

「精神障害者社会復帰施設の設備及び運営に関する基準の施行について」

（平成12年3月31日障第247号 厚生省大臣官房障保健福祉部長通知）

目的：精神障害者の社会復帰の促進及び自立と社会経済活動への参加の促進を

図る

内容：都道府県、市町村、その他の者（医療法人、社会福祉法人）が主体とな

り、精神障害者社会復帰施設を設置することが出来る（法第50条）。

区分

宜
野
湾
市

沖
縄
市

う
る
ま
市

恩
納
村

宜
野
座
村

金
武
町

読
谷
村

嘉
手
納
町

北
谷
町

北
中
城
村

中
城
村
合
計

1級 86 277 213 20 10 35 86 18 39 18 32 834

2級 399 798 673 51 18 62 193 65 114 66 86 2,525

3級 91 177 150 13 5 21 34 17 37 12 18 575

合計 576 1,252 1,036 84 33 118 313 100 190 96 136 3,934

＊平成19年4月1日～平成20年3月31日の間に有効期間があった方の数である。 

ア
ル
コ
ー

ル

そ
の
他

宜野湾市 69 7 2 4 0 2 0 0 0 0 66 0 7 157

沖縄市 153 24 1 20 2 4 0 3 0 7 128 1 18 361

うるま市 113 19 3 15 1 2 1 1 0 9 92 4 5 265

恩納村 11 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 15

宜野座村 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 6

金武町 19 2 0 3 0 2 0 0 0 1 14 0 1 42

読谷村 41 12 4 5 0 1 0 3 0 1 15 2 0 84

嘉手納町 6 5 0 1 0 0 0 0 0 0 16 0 1 29

北谷町 29 7 3 2 0 0 0 0 0 0 30 1 6 78

北中城村 15 7 0 0 2 0 0 0 0 1 51 0 2 78

中城村 21 1 3 0 0 0 0 2 0 0 19 6 1 53

合計 480 86 16 51 5 11 1 9 0 19 432 14 44 1,168

そ
の
他

合
計

接
枝
分
裂
病

脳
器
質
性
精
神
障
害

認
知
症

人
格
障
害

中毒性
精神障害

知
的
障
害

心
因
反
応

非
定
型
精
神
病

市町村

統
合
失
調
症

気
分

(

感
情

)

障
害

て
ん
か
ん
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社会復帰施設利用の開始及び終了に際し、速やかに当該施設の所在地を

管轄する保健所長に報告し、必要に応じ助言を行い情報を適切に管理し

利用者の状況把握に役立てることとしている。

又、その他に、精神障害者地域生活支援センター・指定相談事業所があ

り、管内では、「地域生活支援センターおきなわ」と「うるま市地域生

活支援センターあいあい」がある。

平成19年度 社会復帰施設退所後の状況

ウ 研修

（ア）精神保健福祉関係職員研修会

目的：精神障害者の地域生活や活動の支援を円滑に行うための専門知識・技術を、

精神保健福祉活動に従事する職員が習得することを目的とする。

対象：市町村・福祉事務所・社会復帰施設・小規模作業所・社会福祉協議会等に

於いて、精神保健福祉関係業務に従事している者

日時：平成19年6月22日（金）午後2時～4時

内容：講演会「高次脳機能障害の理解」

講師：医療法人へいあん 平安病院 心理士 赤嶺洋司氏

参加者：51人

区分 概要 名称 定員 運営主体

桜邸 20 平和病院

南灯荘 20

沖縄中央
病院

キャンプグリーン
ヒル（入所型） 30 平和病院

琉球薬草苑
（入所型） 30

いずみ
病院

あらた舎
（通所型） 25 新垣病院

福祉
ホームＢ

長期在院患者の療養体制整備事業 瑞穂邸 20 平和病院

回復途上にある精神障害者に、居室その他の設
備を利用させることにより、生活の場を与える
とともに、生活の指導等を行い、社会復帰の促
進を図る。入所施設だが、福祉ホームよりも訓
練・指導に重きを置いた施設。利用期間は原則
２年、延長可。

生活訓練
施設

相当程度の作業能力を有し、将来就労を希望す
る者を利用させ、必要な訓練・指導を行う。作
業収入は、事業所が必要経費を控除した工賃を
支払う。授産施設

区分
自宅
退所等

グルー
プホー
ム入所

福祉
ホーム
入所

授産
施設

生活訓
練施設
入所

病状悪
化入院
他科病
院入院
障害者
雇用等
その他
の施設

合計

生活訓練
施設

3 3 3 1 0 13 5 0 0 18

授産施設 3 1 0 1 0 7 1 0 0 13

福祉
ホームＢ

2 0 0 0 0 1 6 0 1 4
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（イ）高齢者支援における自殺予防研修会

目的：地域で高齢者支援に関わる介護支援専門員等が、自殺の現状や予防対策、

うつの正しい知識や対処方法等について学び、早期に相談、受診に導くこと

ができることを目的とする。

対象：包括支援センター・居宅介護支援事業所のケアマネージャー、保健師等

日時：平成１９年１２月８日（土） 午後３時～５時

内容：講演「高齢者のうつ病と自殺予防」

講師：長田クリニック 院長 長田清先生

参加者：９８人

（ウ）相談業務従事者等の自殺予防研修会

目的：地域で相談業務を担う保健師や精神保健福祉士等が、自殺の現状、うつ状

態・うつ病について理解し、自殺のサインにいち早く気づき、早期に相談、

受診に導く等適切な対応ができることを目的とする。

対象：管内市町村保健師、精神保健福祉士、産業保健関係保健師、地域活動支援

センター等

日時：平成２０年２月６日（水） 午前１０時～１２時

内容：講演 「自殺予防のための相談体制について」

講師：ＮＰＯ法人ＭＤＡ（うつ・気分障害協会） 代表 山口律子先生

参加者：６０人

エ 普及啓発事業

＊根拠：精神保健福祉法第2条・第46条

（ア）こころの健康講演会

目的：うつ病の本人に寄り添い生活していく家族や周囲の人々に、うつ病の正

しい知識と適切な対応方法を理解してもらうことと、自殺の危険サイン

やそれに気づいた時の対応方法などについて理解の促進を図ることを目

的とする。

実施：沖縄市と共催

対象：沖縄市在住の市民及び関係者

（イ）こころの健康パネル展

日時 開催場所 内容 講師 参加者

平成20年
2月5日（火）
18:30～20:30

沖縄市民小劇場
あいびなー

「うつからの社会復帰」
NPO法人MDA
(うつ・気分障害)
代表　山口律子

160人

日時 開催場所 内容 参加者

平成19年
9月10日（月）～
9月17日（日）

中部福祉保健所
1階ロビー

うつ・ストレス・自殺防止に関するパネル
展示、チラシ等配布

多数

平成19年
11月2日（金）～
11月4日（日）

サンエー具志川
メインシティー店

うつ・ストレス・自殺防止に関するパネル
展示、「命どぅ宝」をテーマにした保育園
児による絵画展示、チラシ等配布

多数
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（ウ）食品衛生責任者講習会でチラシ等配布

（エ）自殺予防キャンペーン事業

＊根拠：自殺対策基本法 第4条 12条

目的：自殺の背景にあるうつ状態を予防し、早期に相談、受診することで

「自殺は予防できる」ことを周知する。

実施内容

（オ）ひきこもり講演会

目的：ひきこもりの正しい知識と現状を理解し、対処法を学ぶ。

対象：管内に居住する一般住民、ひきこもり問題で悩んでいる本人及び家族。

内容及び参加状況

開 催 日 内 容 参加数

平成19年 ・精神科医師による講話

7月24日（水） ・家族による体験談 89人

午後2時～4時 「ひきこもりへの理解と対応」について

（カ）アルコール依存症の家族教室

目的：家族がアルコール依存症についての正しい知識及び本人への対応を学び

家族同志の情報交換・交流を通して援助者としての家族の力をつける

対象：管内に居住する一般住民

アルコール依存症者の家族会

酒害で悩んでいる家族

教室内容及び参加状況

開催日 教室内容 家族・ 関係者 合計

一般

平成19年 講話

9月 7日 「アルコール依存症とはどんな病気」 46 16 62

講師 琉球病院医師 大鶴 卓

当事者・家族の体験談

14日 グループワーク 24 7 31

「悩んでいること、困っていること」

講話

21日 「家族の対応の仕方について」 31 5 36

講師 琉球病院看護師長 古川 房予

相談の場や医療機関について

28日 家族のための自助グループ紹介 9 6 15

講師 相談員、保健師

日時 内容 参加者

平成19年9月20日（木）
  〃  11月16日（金）
平成20年2月4日（月）

・自殺予防リーフレット・チラシ等配布 296人

日時 内容 参加者

平成20年1月17日（木）
・自殺予防キャンペーン事業の案内
・自殺予防リーフレット・チラシ等配布

112人
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オ 社会復帰事業

（ア）社会適応訓練事業

根拠：精神保健福祉法 第50条の4

目的：精神障害者を一定期間事業所に通わせ、集中力、対人能力、仕事に対す

る持久力、環境適応能力等の涵養を図るための社会適応訓練を行い、再

発防止と社会的自立を促進し、もって精神障害者の社会復帰を図る。

沖縄県でも国の事業開始とともに昭和57年から「通院患者リハビリテー

ション事業」として開始し、平成7年の法改正により法定化され「社会適

応訓練事業」と改称された。

平成19年度申込者数及び訓練決定者状況

協力

訓練時 訓練期 申込者 決定者 事業所 協力事業所の業種

（人） (件）

H19.4. ・クリーニング業

前期 ～ 39 39 17 ・花卉園芸

H19.9. ・飲食業・食品製造

H19.10 ・額縁製造

後期 ～ 39 39 17 ・木工芸

H20.3. ・鮮魚加工

・身体障害者療護施設

合計 78 78 34 ・介護サービス

（実人数） （55） （55） （22） ・美容室

・古紙回収

前期、後期ともに３９人の申請があり、全員が決定し訓練を開始した。

訓練結果

平成19年度の訓練者実数は55人、延数は78人、訓練結果内訳は下表のとおり

である。

（イ）社会適応訓練事業関係者連絡会議（１回）

目的：社会適応訓練事業における関係者の交流を図ることにより、本事業を推

進し、精神障害者の社会復帰を促す。

対象：協力事業所、医療機関、市町村、社会復帰、作業所、地域生活支援セン

ター、障害者就業・生活支援センター、ハローワーク等

訓
練
事
業
所
と
雇
用

契
約
（

パ
ー

ト
含
）

他
の
事
業
所
と
雇
用

契
約
（

パ
ー

ト
含
）

小計
A

職
適
等
の
他
の
就
労

訓
練
を
利
用

生
活
訓
練
施
設
・
授
産

施
設
へ
入
所
・
通
所

訓
練
終
了
し
在
宅

訓
練
中
止
し
在
宅

入
院
死
亡
そ
の
他

小計
B

2 0 2 1 1 0 18 3 0 8 31 33 22 55

訓練
継続者
D

訓練者
実数
C+D=E

就労以外就労

合計
A+B=C

訓練終了者（訓練中止者も含む）（人）
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（ウ）精神障害者就労支援学習会

目的：社会適応訓練を有効に活用し、訓練生が自分にあった働き方を学ぶこと

で就労意欲を高めることと、より充実した生活をめざすことをもくてき

とする。

対象：管内の社会適応訓練事業の訓練生

日時：平成19年 12月4日（木） 午後2時～4時

内容：意見交換方式

話題提供 納得にいく社会参加をめざして・・・

～自分にあった働き方で充実しています～

提供者 ふれあいセンター利用者

進 行 ふれあいセンター指導員（永山盛秀氏）

参加者：34人

カ 自助組織育成

根拠：精神保健福祉法第46条

厚生省大臣官房障害保健福祉課長通知「保健所及び市町村における精神保健業

務について」

（ア）家族会支援

精神障害者の家族相互の親睦と障害者の社会復帰の促進を目的とし、各地域で

家 族会が発足。学習会や情報交換などの定例会活動等に対して、必要な助言、援

助を行い育成、支援している。

家族会活動状況

名 称 定例会 実施場所 活動内容 発足年月

野菊の会 毎月 中部福祉保健所 定例会 H2.2月

第4金

NPOうるま市心の 毎月 ゆい作業所 定例会 H18.4月

健康を守る結いの会 第2・4木 与那城地区公民館 作業所運営

読谷村 毎月 SFDなごみの会作業所 定例会 H6.4月

精神療養者家族会 第2木 作業所運営

嘉手納町 毎月 あじさいの会作業所 定例会 H9.11月

精神療養者家族会 第2木 作業所運営

ひるぎの会 毎月 宜野座村 定例会 H13.12月

(宜野座村) 1回 社会福祉協議会 作業所運営

みんなの仲間 毎月 総合保健福祉センター 定例会 H14

(恩納村) 1回 作業所運営

むるぶし会 宜野湾市あかとうんち H15.12月

（宜野湾市）

おあしすコール 毎月 沖縄市 定例会 H16. 4月

（沖縄市） 第2木 福祉文化プラザ

開催年月日 参加数 内容

平成19年
10月25日(金)
午後

19人

実績報告
講話　「精神障害者の雇用につなぐ障害者自立支援法と職親制度」
　　　　～職親制度の質的発展を目指して～
講師　ふれあいセンター　相談員　永山盛秀
意見交換
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（ウ）断酒会活動状況

昭和50年11月「コザ保健所もくよう会」の名称で県内初の地域断酒会として発

足。例会を中心に、お互いの体験談を語り合い交流する中で、共に断酒を誓い継

続するために支え合う、酒害者による酒害者のための自助グループである。例会

参加者は、管内の地域内外からの参加もあり、当事者のみでなく家族も参加して

いる。

昭和63年7月には、沖縄断酒家族会「たけのこ」、H13年11月には女性酒害者の

会「中部アメシストの会」が発足し、酒害に関する啓発活動や酒害相談活動を続

けている。平成18年度には、北谷断酒会5周年記念式典が開催された。

管内断酒会開催状況

キ 病院実地指導

根拠：精神保健福祉法第38条の6

目的：人権に配慮した適正な精神医療の確保、入院制度等の適正な運用、精神科

病院の適正な管理運営の確保を図り、精神保健福祉施策の推進を図るため、

年1回以上精神科病院の実地指導（実地審査を含む）を行う。

結果：保健所管内8精神科病院について、平成18年11月～平成19年2月にかけて、

人権に配慮した適正な精神医療の確保、入院制度等の適正な運用がなされ

ているかを重点とする以下の指導項目で実施した。

＊過去の実地指導に対する改善状況について ＊精神科病院内の設備等について

＊医療環境について ＊精神保健指定医について

＊指定病院について ＊措置入院について

＊医療保護入院について ＊応急入院について

＊任意入院について ＊入院患者の通信面会について

＊入院患者の隔離について ＊入院患者の身体拘束について

＊入院患者等のその他の処遇について ＊自立支援医療費（精神通院）について

＊その他

断酒会名 定例日 時間 場所 備考

読谷断酒会 毎週（月） 読谷村総合福祉センター H9年3月発足

うるま断酒会 毎週（火） 石川保健相談センター S62年9月発足

宜野湾断酒会 毎週（火） 宜野湾市保健相談センター H6年10月発足

沖縄断酒友の会
（県断酒協議会）

毎週（木） 中部福祉保健所 S50年11月発足

沖縄断酒殿の会
（県断酒連合会）

毎週（金） 中部福祉保健所 S50年11月発足

虹の会
（身障者断酒会）

毎月第2（土） 中部福祉保健所

北谷断酒会 毎週（木） 北谷町保健相談センター H13年発足

具志川断酒会 毎週（金） うるま市保健相談センター H7年9月発足会

中部アメシストの会
（女性の会）

毎週（火） 中部福祉保健所 H13年11月発足

沖縄断酒家族会
（たけのこ）

毎月第3（火） 中部福祉保健所 S62年7月発足

沖縄断酒協議会家族会
（ひまわり）

毎月第1（月） 中部福祉保健所 H18年9月発足

19：00
～
21：00
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ク 精神障害者にかかる申請・通報状況

根拠：精神保健福祉法第23条（一般人の申請）、24条（警察官通報）、25条（検

察官通報）、26条（刑務所長通報）

目的：県知事は、入院させなければ「その精神障害のため自傷他害のおそれのあ

る者」に対して、2人以上の精神保健指定医による診察により法29条に基づ

く措置入院をさせることができる。

結果：平成19年度は、次表のとおり「申請・通報等」があり、措置入院になった。

ケ 退院前在宅支援調整会議

根拠：精神病院に対する指導監督等の徹底について

（平成10年3月3日障第113号厚生省大臣官房障害保健福祉部長通知）

目的：入院中の患者について、退院前に在宅支援調整会議を開催することにより、

在宅における精神障害者の適正な医療及び生活支援を行う。

平成19年度会議開催状況

病院名 措置入院 医療保護入院 任意入院 計

琉球病院 0 1 0 1

新垣病院 9 1 0 10

沖縄中央病院 2 1 0 3

いずみ病院 0 0 3 3

平和病院 10 0 0 10

平安病院 0 1 0 1

精和病院 1 0 0 1

計 22 4 3 29

措置入院
になった
者

措置入院
にならな
かった者

措置入院
になった
者

措置入院
にならな
かった者

措置入院
になった
者

措置入院
にならな
かった者

措置入院
になった
者

措置入院
にならな
かった者

男 2 2 9 11 6 1 1
女 1 3
男 1 5 5 1
女 2 5 1
男 2 2 1 1
女 1 2
男 1 1
女
男
女
男 1 1 1
女 1
男 2 2
女
男 1
女 2 1
男 1 1
女
男 1
女
男
女
男 1 4 4
女 1
男 6 3 22 25 14 1 0 1
女 0 0 7 11 2 0 0 0

中城村

読谷村

合計

北谷町

恩納村

宜野座村

その他

宜野湾市

北中城村

嘉手納町

金武町

検察官通報 精神科病院長の届出

沖縄市

うるま市

市町村

性別

一般人の申請 警察官通報
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（２）身体障害者福祉・知的障害者福祉（総務福祉班）

ア 身体障害者手帳

身体障害者福祉法では、18歳以上の身体障害者手帳の交付を受けた者を「身体障

害者」と定義している。

身障手帳は、申請に基づき交付され、これにより各種の身障福祉制度等の利用が

しやすくなる

区分 障害種別 等級 備考

視覚障害 １級～６級 ７級の障害のみ

聴覚・平衡 聴覚 ２級～４級、６級 では、手帳交付

機能障害 平衡機能 ３級、５級 の対象にはなら

音声・言語・そしゃく機能障害 ３級、４級 ない。

対 肢 上肢障害 １級～７級

体 下肢障害 １級～７級

象 不 体幹障害 １級～３級、５級

自 乳幼児期以前の脳病変 上肢機能 １級～７級

由 による運動機能障害 移動機能 １級～７級

者 心臓機能障害 １級、３級、４級

じん臓機能障害 １級、３級、４級

内 呼吸器機能障害 １級、３級、４級

臓 ぼうこう又は直腸機能障害 １級、３級、４級

小腸機能障害 １級、３級、４級

免疫機能不全 １級～４級

手 申請窓口：居住地の市町村

続 必要書類：身体障害者交付申請書、県指定の医師の診断書・意見書、顔写真、

等 印鑑等

県の担当：沖縄県身体障害者更生相談所

イ 知的障害者の定義

知的障害者については、知的障害者福祉法上定義づけられていないが、平成7年

の精神薄弱児（者）基礎調査においては、「知的機能の障害が発達期（概ね18歳ま

で）にあらわれ、日常生活に支障が生じているため、何らかの特別の援助を必要と

する状態にある者」とされている。知的障害者福祉法による福祉サービスの対象と

されるのは18歳以上の者である。

ウ 療育手帳制度

療育手帳制度は、知的障害者（児）に対して一貫した指導、相談を行うほか、各

種福祉制度を利用しやすくするために、これを交付し、知的障害者（児）の福祉の

増進を図ることを目的に昭和48年から実施されている。

交付申請は知的障害者（児）又はその保護者が市町村を経由して県知事に行い、児

童相談所（18歳未満）又は知的障害者更生相談所（18歳以上）における判定結果に

基づき決定する。

手帳は、Ａ１（最重度）、Ａ２（重度）、Ｂ１（中度）、Ｂ２（軽度）に区分され

る。

（ア）交付手続き

申請書（写真（タテ：4㎝、ヨコ：3㎝）を添付）を、居住地の市町村へ提出。
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（イ）平成19年度の市町村別・障害程度別の療育手帳交付状況

エ 特別障害者手当等支給制度

特別障害者手当等は、特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、精神又

身体の重度の障害ゆえに生ずる特別の負担の軽減を図る一助として、在宅の重度障

害児者に対し、手当支給することにより、重度障害児者の福祉の向上を図ることを

目的としている。制度概要は以下のとおり。

対象者 手当月額 備考

　精神又は身体に重度の障害を有する為、日常生活に
おいて常時特別の介護を必要とする状態（施行令別表
2参照）にある在宅の20歳以上の者

26,440円

　精神又は身体に重度の障害を有する為、日常生活に
おいて常時特別の介護を必要とする状態（施行令別表
1参照）にある在宅の20歳未満の者

14,380円

　昭和61年3月31日で20歳以上で、昭和61年4月1日に
おいて福祉手当の受給資格を有している者で、特別障
害者手当も障害基礎年金も受給していない者

14,380円

手当種別

受給者本人
及び扶養義
務者等につ
いて、所得
制限あり

特 別 障 害 者
手 当

障 害 児 福 祉
手 当

福 祉 手 当
（経過措置）

　①手帳交付申請 　②手帳交付申請 ③判定依頼

　⑥手帳の交付 　⑤手帳の交付依頼 ④判定結果通知

知
的
障
害
者
更
生
相
談
所

コ

ザ

児

童

相

談

所

県

福

祉

保

健

所

市

福

祉

事

務

所

町

村

役

場

申

請

者

障害程度

宜
野
湾
市

沖
縄
市

う
る
ま
市

市
部
計

恩
納
村

宜
野
座
村

金
武
町

読
谷
村

嘉
手
納
町

北
谷
町

北
中
城
村

中
城
村
郡
部
計

合
計

A1 52 72 74 198 5 5 8 12 8 7 11 13 69 267

A2 120 214 255 589 18 5 19 76 26 40 21 35 240 829

B1 179 313 294 786 34 11 18 82 39 66 26 22 298 1,084

B2 213 423 327 963 16 12 30 89 39 59 17 41 303 1,266

計 564 1,022 950 2,536 73 33 75 259 112 172 75 111 910 3,446
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オ 心身障害者扶養共済制度

本制度は心身障害者の保護者の相互扶助の精神に基づき保護者の死亡または廃疾

後の心身障害者に年金を支給するため、共済制度を設けて心身障害者の生活の安定

と福祉の増進に資するとともに、心身障害者の将来に対し、保護者の抱く不安の軽

減を図ることを目的としている。

町村別特別障害者手当等の過去5カ年間の支給状況
（単位：人、円）

福祉手当
(経過措置)

特別障害者
手当

障害児福祉
手当

計

0 7 6 13

0 2,062,320 891,560 2,953,880

1 1 0 2

172,560 317,280 0 489,840

2 9 9 20

345,120 2,855,520 1,553,040 4,753,680

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

3 57 36 96

517,680 17,794,120 5,881,420 24,193,220

2 18 11 31

258,840 5,314,440 1,826,260 7,399,540

0 24 25 49

0 7,403,200 4,012,020 11,415,220

0 23 11 34

0 6,953,720 1,754,360 8,708,080

1 20 7 28

172,560 6,028,320 1,020,980 7,221,860

9 159 105 273

1,466,760 48,728,920 16,939,640 67,135,320

23中城村 22 22

与那城町

宜野座村

金武町

24

北中城村 40 38

嘉手納町 38

読谷村 101

43 44北谷町

45

91

38 34

45

27

26 28 28 0

19

1617

24 2 2

20 21 21

平成19年度

1416恩納村

18
年
度

17
年
度

15
年
度

16
年
度

町村

合計 357 343

注：平成17年度に与那城町と勝連町が合併によりうるま市となったことから、平成
17年度の与那城町と勝連町は、2月、3月分の二月分のみの支払いとなる。

341 249

勝連町 46 45

85

0

45

3336

89

心身障害者扶養共済加入状況 平成20年3月末現在

4 1 0 7 0 4 3 0 19

4 1 0 6 0 2 0 0 13

合
計

読
谷
村

嘉
手
納

北
谷
町

北
中
城

掛金免除者（再掲）

金
武
町

加入者

中
城
村区分

恩
納
村

宜
野
座

心身障害者扶養共済年金受給状況 平成20年3月末現在

0 1 0 0 1 1 1 1 5

中
城
村

合
計

読
谷
村

嘉
手
納

北
谷
町

北
中
城

恩
納
村

宜
野
座

金
武
町
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カ 身体障害者相談員の活動

身体障害者相談員は、身体障害者福祉法第13条の3の規定に基づき、県知事から

身体障害者の更生援護の相談業務等を委託されている身体障害者等で、社会的信望

があり、身体障害者の更生援護に熱意と見識を持っている方々である。

主な業務は、身体に障害のある者の更生援護に関する相談及び必要な指導、関係団

体等の業務への協力、援護思想の普及等で、県全体で79人（定数105人）、中部福

祉保健所管内の11市町村で23人（定数28人）が配置されている。

なお、過去5カ年の活動状況は次表のとおり。

（ア）身体障害者相談員の過去5カ年間の活動状況

（イ）身体障害者相談員名簿（平成20年3月31日現在）

NO NO

1 金城　澄男 15 普久原　朝正 沖 縄 市

2 福原　武男 16 田場　上

3 宮城　義房 17 宮城　美和子

4 楚南　康範 18 玉寄　長勇

5 木村　文子 19 神田　朋子

6 玉元　武一 20 欠 恩 納 村

7 欠 21 欠 宜野座村

8 仲村　定枝 22 高江洲　末子 金 武 町

9 兼久　隆夫 23 佐和田　由紀子

10 金城　睦雄 24 知花　光治

11 島袋　林晴 25 比嘉　甚夫 嘉手納町

12 湧川　和夫 26 欠 北 谷 町

13 前泊　恵子 27 欠 北中城村

14 稲嶺　梅子 28 与那覇　晴枝 中 城 村

沖 縄 市

読 谷 村

担当地区相談員氏名

うるま市

宜野湾市

担当地区相談員氏名

年度

手
帳
申
請

更
生
医
療

補
装
具

施
設
入
所

職
業
生
活
会
議
行
事

関
係
機
関

調
整
そ
の
他

平成15年度 8 6 14 4 86 209 244 148 442 1,161

平成16年度 15 6 9 21 32 205 693 272 378 1,631

平成17年度 102 30 192 33 105 367 446 210 269 1,754

平成18年度 25 3 21 2 66 198 394 269 441 1,419

平成19年度 28 19 28 13 89 229 373 198 472 1,449

相談内容

計
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キ 知的障害者相談員の活動

知的障害者相談員は、知的障害者福祉法第15条の2の規定に基づき、県知事から

知的障害者の更生援護に関し、本人又は保護者からの相談に応じ必要な指導助言等

を委託されている知的障害者の保護者で、社会的信望があり、知的障害者の福祉の

増進に熱意と見識を持っている方々である。

主な業務は、知的障害者の養育、生活等に関する相談助言、施設入所、就学・就職

等に関する連絡調整、知的障害者に対する援護思想の普及等で、県全体で25人（定

数37人）、中部福祉保健所管内の11市町村6人（定数10人）が配置されている。

なお、過去5カ年の活動状況は次表のとおり。

（ア）知的障害者相談員の過去5カ年の活動状況

（イ）知的障害者相談員名簿（平成20年3月31日現在）

NO NO

1 比嘉　恵利子 6 欠 宜野湾市

2 安村　昭洋 7 欠
恩 納 村
読 谷 村

3 野原　マリ子 8 元山　満壽美
宜野座村
金 武 町

4 比嘉　ひとみ 9 欠
嘉手納町
北 谷 町

5 照屋　ヨシ子 10 欠
北中城村
中 城 村

担当地区担当地区相談員氏名 相談員氏名

沖 縄 市

うるま市

年度

養
育
生
活
施
設
利
用

就
学
就
職
家
族
関
係

保
険
年
金
・
手
当

行
事
参
加

諸
会
合

地
域
活
動

そ
の
他

平成15年度 136 0 7 0 1 0 3 0 85 49 2 147

平成16年度 531 2 9 0 0 13 8 3 285 127 166 613

平成17年度 433 3 54 7 2 16 2 9 224 33 160 510

平成18年度 265 1 58 5 5 31 8 25 209 91 173 606

平成19年度 343 1 52 3 3 15 7 9 151 27 166 434

相談内容等

計

活
動
日
数
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ク 障害者自立支援法に基づく実地指導

平成18年4月からの障害者自立支援法の施行に伴い、自立支援給付支給事務等に

関する市町村に対する指導は、「自立支援給付支給事務等に関する市町村指導実施

要綱」に基づき、

（１）自立支援給付制度の内容の周知徹底を図る。

（２）支給事務の適正化を図る。

ことを指導方針として、平成19年度より実地指導を実施している。（実地・初年度）

また、障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス事業者等に対する指導は、

「障害福祉サービス事業者等指導実施要綱」及び「障害福祉サービス事業者等指導

監査実施要綱」に基づき、

（１）指定基準の遵守及び自立支援給付制度の内容の周知徹底を図る。

（２）サービスの適正化及び質の確保を図る。

ことを指導方針として、平成19年度より実地指導を実施している。（実地・初年度）

なお、平成15年4月から施行されていた支援費制度に伴う平成17年度までの市町

村指導及び事業者指導に係る結果等については、省略する。

（ア）市町村指導 （イ）障害福祉サービス事業者等指導

市町村名 平成１９年度 事業種別 平成１９年度

指導箇所 指導結果 指導箇所 指導結果

宜野湾市 ○ 居宅介護

沖縄市 ○ 重度訪問介護 ３

うるま市 ○ 行動援護 ２

恩納村 ○ 文書指摘： 重度障害者等包括支援 文書指摘：

宜野座村 ○ なし 短期入所 １ ７件

金武町 ○ 児童デイサービス １

読谷村 ○ 指導助言： 療養介護 指導助言：

嘉手納町 ○ なし 生活介護 ２３件

北谷町 ○ 自立訓練（機能訓練）

北中城村 ○ 自立訓練（生活訓練）

中城村 ○ 就労移行支援

計 １１箇所 就労継続支援Ａ型 １

※○印は、実施箇所 就労継続支援Ｂ型

ＧＨ １

ＣＨ

相談支援

多機能型 ３

計 １２

ケ 障害者自立支援法に基づく相談支援事業等について

障害者自立支援法の施行により身体障害、知的障害、精神障害の3障害が一元化

され、一体的にサービスが提供されるようになったことから、圏域の相談支援体制

の構築について福祉と保健が連携して取り組む必要があるとして、平成19年度の福

祉保健部の重点連携事業として設定されている。

平成19年度は、圏域アドバイザーと連携し、管内市町村における地域自立支援協

議会の設置に向け取り組み、8市町村の地域自立支援協議会が設置された。

また、中部圏域連絡会議も立ち上げた。



　　１　調査研究の推進

　　３　医療費の自己負担
　　　　の軽減

特定疾患治療研究事業

◇特定疾患医療受給者証
　　・申請受付
　　・受給者証の交付等

◇委託医療機関事務説明会

　情報提供

　　２　医療施設等の整備

　　４　地域における保健
　 　　 医療福祉の充実・連携

　　５　ＱＯＬの向上を目指した
　　  　福祉施策の推進

国
の
難
病
対
策

（
５
つ
の
柱

）
難病特別対策推進事業 難病患者等居宅生活支援事業

　　　　　　　　・筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）
　　　　　　　　・パーキンソン病
　　　　　　　　・網膜色素変性症
　　　　　　　　・脊髄小脳変性症
（自主活動）・炎症性腸疾患・膠原病・モヤモヤ病

沖
縄
県

（
中
部
福
祉
保
健
所

）

市
町
村
事
業

難病患者等居宅生活支援事業

◇難病患者等ホームヘルプサービス
　 事業
◇難病患者等日常生活用具給付事
　 業
◇難病患者等短期入所事業

◇特定疾患医療受給者証申請時
 　面接相談
◇来所相談・電話相談
◇家庭訪問指導
◇医療相談会・講演会
◇訪問診療

◇難病患者支援ネットワーク事業
　　・ネットワーク会議
　　・事例検討会
　　・在宅難病患者支援者研修会

自助グループ支援（患者・家族の集い）
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（３）難病対策事業（地域保健班）

事業根拠：難病対策要綱（昭和 47年厚生省）
難病（特定疾患）の概念：

原因不明、治療方法が未確立であり、且つ後遺症を残すおそれが少なくない疾

病、経過が慢性にわたり、単に経済的な問題のみならず介護等に著しく人手を要

するために家族の負担が重く、また精神的にも負担の大きい疾病である。

本県においては、昭和 48 年「特定疾患治療研究事業」が開始され、治療研究
の推進と医療費の自己負担分の解消等の事業が実施された。平成 7 年に「特定疾
患」の申請窓口を本庁より保健所に移し、「難病対策事業」が開始された。

平成 10 年 5 月より重症患者を除く一般患者に対して定額の患者負担が導入され
た。平成 15 年 10 月から低所得への配慮など所得と治療状況に応じた段階的な自
己負担月額限度額や 19 疾患に対し「軽快者」が導入された。平成 17 年 10 月に
「軽快者」に関する基準の見直しがあり、24疾患が対象となった。

事業体系
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ア 特定疾患治療研究事業（中部福祉保健所管内の状況）

（ア） 特定疾患医療受給者証交付状況 （平成19年度）

※ 「重症」は再掲

※ 平成 19 年 4 月より 123 疾患が特定疾患調査研究対象。うち 45 疾患が医療費公費
負担の対象

※ 平成 14年 6月より特定疾患数を見直し 46→ 45疾患に再編
※ 平成 15年 10月より(16)脊髄小脳変性症の一部→(27)多系統萎縮症に編入

H18 H17 H18 H17
新規 継続 合計 重症 合計 合計 合計 合計

2 多発性硬化症 1 19 20 5 20 20 51 51
3 重症筋無力症 4 45 49 2 46 44 147 140
5 スモン 0 0 0 0 0 0 2 2
8 筋萎縮性側索硬化症 10 28 38 23 31 32 84 81
16 脊髄小脳変性症 4 35 39 19 36 32 103 99
20 パーキンソン病関連疾患 68 253 321 124 282 252 815 753
21 アミロイドーシス 0 2 2 0 3 2 11 7
22 後縦靱帯骨化症 19 33 52 7 49 44 230 205
23 ハンチントン病 0 5 5 4 5 5 10 11
24 モヤモヤ病 4 28 32 2 34 35 78 79
27 多系統萎縮症 3 31 34 20 36 31 65 59
30 広範脊柱管狭窄症 4 8 12 1 8 7 24 23
38 プリオン病（ヤコブ病、GSS、FFIを含む） 1 0 1 1 0 0 5 3
40 神経線維腫症 1 4 5 0 4 3 18 15
41 亜急性硬化性全脳炎 0 4 4 4 4 4 14 14
44 ライソゾーム病 1 2 3 2 2 2 12 12

622 45 副腎白質ジストロフィー 0 5 5 1 5 5 9 8
1 ベーチェット病 2 25 27 1 25 23 72 65
4 全身性エリテマトーデス 30 299 329 33 318 320 867 841
7 サルコイドーシス 14 27 41 1 37 29 82 73
9 強皮症・皮膚筋炎及び多発性筋炎 12 74 86 5 83 68 245 219
11 結節性動脈周囲炎 2 10 12 1 13 11 41 32
13 大動脈炎症候群 4 19 23 2 19 16 64 63
19 悪性関節リウマチ 2 7 9 2 9 11 41 43
25 ウェゲナー肉芽腫症 1 3 4 1 3 2 10 5
33 特発性大腿骨頭壊死症 13 38 51 5 48 46 120 127

623 34 混合性結合組織病 3 38 41 0 40 39 107 103
6 再生不良性貧血 5 17 22 2 18 18 55 60
10 特発性血小板減少性紫斑病 19 32 51 1 44 48 131 130
12 潰瘍性大腸炎 49 202 251 0 221 222 639 614
14 ビュルガー病 5 15 20 0 15 17 61 60
15 天疱瘡 0 17 17 0 19 18 52 50
17 クローン病 13 90 103 1 106 106 275 269
18 難治性の肝炎のうち劇症肝炎 1 0 1 1 7 6 12 15
26 特発性拡張型（うっ血型）心筋症 15 63 78 9 73 65 298 274
28 表皮水疱症 0 3 3 1 3 3 5 4
29 膿疱性乾癬 0 3 3 0 4 4 18 15
31 原発性胆汁性肝硬変 7 51 58 0 57 52 194 179
32 重症急性膵炎 20 0 20 20 23 12 69 42
35 原発性免疫不全症候群 0 2 2 0 2 1 13 12
36 特発性間質性肺炎 11 11 22 5 15 16 51 39
37 網膜色素変性症 8 71 79 11 76 65 351 326
39 原発性肺高血圧症 2 2 4 0 2 2 15 13
42 バッド・キアリ症候群 1 2 3 0 3 3 15 17

737 43 特発性慢性肺血栓塞栓症 0 0 0 0 0 0 3 4

合　　　計 359 1,623 1,982 317 1,848 1,741 5,584 5,256

膠
原
系
疾
患
群

特
定
臓
器
疾
患
群

沖縄県管　　　内

神
経
系
疾
患
群

疾 患 名 H19疾病Ｎo.
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（イ）特定疾患委託医療機関事務説明会

目的：平成 15 年 10 月の制度改正に伴い申請書類の複雑化、特定疾患医療受給
者証の有効期間も１年となり毎年の更新が義務化された。さらに、特定

疾患医療受給者証交付件数も増加し、毎年 7 月から 9 月の更新期間にお
ける事務処理も煩雑を極める。加えて、管内の委託医療機関が 100 余と
なるため、申請事務の詳細について周知を図り、事務処理の円滑化を促

す。

対象：管内委託医療機関

内容：特定疾患治療研究事業の申請事務の取扱いについて

実績：平成 19年 5月 24日開催
参加医療機関数：42（人数：80人）

イ 難病特別対策推進事業

（ア）医療相談事業及び講演会

目的：難病患者及びその家族に対し医療及び日常生活にかかる相談・助言等を

行い、疾病に対する不安や療養生活上の悩みを軽減するとともに、地域

の関係諸機関との連携により、患者に総合的なサービスを提供し、地域

における患者の生活の質（ＱＯＬ）の向上と在宅療養の促進を図る。

（平成19年度）

（イ）訪問診療事業

目的：在宅難病患者に対して、専門医、歯科医、歯科衛生士、保健師、理学療

法士等による診療チームで、在宅療養患者を訪問し診療、療養指導を行

う。患者に総合的サービスを提供し、患者のＱＯＬ向上及び在宅難病患

者が地域で身近に相談できる医療機関の拡大を図る。

（平成19年度）

相談数 内　　　　容

強皮症について
疾患について
(皮膚科医師)

17名 4名
皮膚潰瘍について
指の関節が曲がってきた病気のせいか？
健康食品について

特発性大腿骨頭
壊死症

疾患について
(整形外科医
師）

22名 3名
手術の時期について
サプリメントの効用について

対象者疾患名
講演内容
（講師）

参加
者数

個別相談

対象者疾患名 相談内容 指導内容 スタッフ

筋萎縮性側索硬化症
（ＡＬＳ）

開口が困難なため口腔ケ
アをしてないがケアの方
法

ブラシのあて方・うがい
ができないときの方法に
ついて

歯科医師
歯科衛生士
保健師
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（ウ）訪問相談事業

目的：在宅の難病患者、家族の生活の状況を把握し、療養や介護に関する相談

指導を実施する。また必要な医療・保健・福祉等の情報提供を行う。

疾患別訪問状況 （平成19年度）

～在宅難病患者の特性～

①「難病」は、原因も治療方法も確立され

ていないことから多くの患者が、長

期に渡り進行性の経過をたどるため、

患者・家族の身体的・精神的・経済

的負担が大きい。

②特に神経系の難病は人工呼吸器装着

等「医療依存度」が高い

③多くの介護力を必要とし多職種が関

わっている。チーム支援が重要。

④包括的、継続的なケアシステムが必

要である。

個別支援に関する会議

※ 重症神経難病患者・家族については、発症当初から重点的に支援している。

病状の進行に伴い難病患者は病を抱えながら自分の生き方をコントロールする必

要がある。そのため、メンタルサポートは重要で同疾患、患者・家族同士の個々を

繋げ、支え合うための支援をしている。

（エ）来所、電話相談

目的：患者や家族の療養や介護等に関する相談、指導を実施し、不安や悩みの

解消を図る。また必要な医療・保健・福祉等の情報提供を行い、療養生

活を支援する。

（平成19年度）

疾 患 名 実数 延数

筋萎縮性側索硬化症（ALS） 24 67

多系統萎縮症 2 3

パーキンソン病関連疾患 1 3

特発性間質性肺炎 1 2

強皮症・皮膚筋炎及び多発性筋炎 1 1

網膜色素変性症 1 1

もやもや病 1 1

全身性エリテマトーデス 1 6

脊髄小脳変性症 1 1

広汎脊柱管狭窄症 1 1

計 34 86

退院前調整会議 ケア会議 開催回数 参加延人数 疾　患　名

13 15 28 279

筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）
神経原生筋萎縮症・多系統萎縮症
特発性間質性肺炎
広汎性脊柱管狭窄症

申請手
続きな
ど相談
医療
家庭看
護
福祉制
度
就労
食事栄
養
その他 計

来所相談 2,973 20 15 23 4 3 1 3,039 2,016

電話相談 781 27 2 21 0 2 8 841

区分

相談内容（延人数）

実人数
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（オ）難病患者支援ネットワーク事業

目的：難病患者・家族が在宅で安心して暮らし、ＱＯＬの向上を促すために保

健・医療・福祉等の関係者が一堂に会して、難病患者のケアシステムの

構築を図る。

根拠：難病対策要綱（昭和 47 年厚生省）における難病対策事業の柱の 2 項目
ａ 地域における保健医療福祉の充実・連携

重症難病患者のための入院施設確保及び保健所を核とした難病患者の在

宅療養生活の支援

ｂ ＱＯＬ向上を目指した福祉施策の推進

難病患者の居宅における療養生活の支援

内容：

ａ 事例検討会

ｂ 難病患者支援ネットワーク会議

ｃ 在宅難病患者支援者研修会

参加機関：

ａ 事例支援に関係している者

訪問看護ステーション・居宅介護支援事業所、ケアマネージャー

介護者(家族等)、医療機関(病院スタッフ等)、難病相談・支援センター

市町村・社会福祉協議会、保健所(難病担当) 他

ｂ 支援ネットワークに関わる関係者

医療機関(医師、病院スタッフ等)、訪問看護ステーション

居宅介護支援事業所、ケアマネージャー、医療機器取扱業者

消防署、難病相談・支援センター、市町村・社会福祉協議会、保健所 他

ｃ テーマにそった対象者

実績：

　　　　ａ　事例検討会（1回） （平成19年度）

開催日 内　　　　　容
参加
機関数

参加
人数

H19.11.7
①神経原生筋萎縮症患者・家族の支援について
②神経内科医師による講和「神経原生筋萎縮症に
　ついて」

13 30

　　　　ｂ　難病患者支援ネットワーク会議（1回） （平成19年度）

開催日 内　　　　　容
参加
機関数

参加
人数

H20.2.22

・事業報告「ＡＬＳの病気があっても地域で生き
　活き暮らしたい」
・重症難病患者アンケート結果報告
・ＡＬＳ沖縄県支部立ち上げ準備会について
・その他

21 35

　　　　ｃ　在宅難病患者支援者研修会（1回） （平成19年度）

開催日 内　　　　　容
参加
機関数

参加
人数

H19.12.18 コミニュケーション意志伝達装置について 18 33
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（カ）自助グループ育成

目的：患者や家族の悩みや不安を解消し、疾病についての理解を深め療養意欲

を高めると共に相互の交流を通して情報を交換し、適切な療養生活が送

れるようにする。

（平成19年度）

※ 平成 18年 6月 17日、もやの会沖縄県支部結成となる。
※ 脊髄小脳変性症患者・家族の集いは、平成 17年度から開始している。

ウ 先天性血液凝固因子障害等治療研究事業

目的：先天性血液凝固因子障害等患者のおかれている特別な立場にかんがみ、そ

の患者の医療保険の自己負担分を治療研究事業として公費負担することに

より、患者の医療費の負担軽減を図り、精神的・身体的負担を解消する事

を目的とする。

（平成 19年度）

名称 回数 内容

あだんの会
（パーキンソン病）

4
患者・家族
関係者

22名
10名
情報交換・交流会
カラオケ、クリスマス会

でいごの会
（網膜色素変性症）

4
患者・家族
関係者

36名
10名

情報交換・交流会、クリスマス会
講演会「見えないから見えるもの」
他保健所との交流

筋萎縮性側索硬化症(ＡＬＳ)
患者・家族の集い

3
患者・家族
関係者

31名
18名

情報交換・交流会、介護者体験談
学習会「コミニュケーションツール
を使って会話をスムーズにしよう」

ＡＬＳ沖縄県支部立ち上げ準
備会

5
患者・家族
関係者

73名
支部立ち上げの動き方
広報誌作成・規約作成・顧問依頼等

脊髄小脳変性症
患者・家族の集い

3
患者・家族
関係者

7名
3名

情報交換・交流会
クリスマス会（他患者・家族との交
流会）

モヤモヤ病
患者・家族の集い

6
患者・家族
関係者

48名
16名
情報交換・交流会
講演会、自主活動に向けての支援

炎症性腸疾患
患者・家族の集い

12 情報交換・交流会

膠原病友の会 3 情報交換・交流会・講演会

参加者数

自主活動

自主活動

疾患名 男 女 合計

第Ⅷ因子欠乏症（血友病Ａ) 11 1 12

第ⅩⅢ因子(フィブリン安定化因子）欠乏症 0 2 2

合計 11 3 14
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３ 成人・高齢者支援

（１）老人保健事業（健康推進班）

ア 根拠法令及び目的

昭和 57 年 8 月に施行された老人保健法を根拠とし、国民の老後における健康保
持と適切な医療の確保を図るため、疾病の予防、治療、機能訓練等の保健事業を総

合的に実施し、もって国民保健の向上及び老人福祉の増進を図ることを目的とする。

また、具体的な事業実施は、保健事業実施要領に基づき実施し、がん対策について

は、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」により実施。

イ 老人保健事業の経過

昭和 57 年 8 月に施行された老人保健法に基づく老人保健事業は、平成 16 年度ま
では、5 年ごとに保健事業計画として 4 次にわたる計画として実施し、平成 17 年
度からは、単年計画として国の計画に基づき事業実施。これまでの経過は、下記の

表のとおりである。

第１次計画 第２次計画 第３次計画 第４次計画

期間 昭和５７年度～昭和６１年度 昭和６２年度～平成３年度 平成４年度～平成１１年度 平成１２年度～平成１６年度

特
徴

　老人保健事業のスタートにあ
たり、基盤整備や事業の拡大
を図ることを目的とした。

　 ３大成人病（がん、心疾患、
脳卒中）の死亡率の低減、検
診受診率の向上など、保健事
業の目標を具体的に設定し
た。また、基本健康診査の導
入、がん検診の項目の追加
等、事業を質的に充実させるこ
とに力をいれた。

　
   総合健康診査を導入するな
ど、一次予防を充実させると共
に、集団から個人へ重点を置く
ようになった。科学的評価に基
づいた目標を明示したのも特
徴である。

　
　「ゴールドプラン２１」による「ヤン
グ・オールド（若々しい高齢者）作
戦」を推進の柱とし、保健事業の一
層の充実が図られている。ここで
は、生活習慣病の予防及び寝たき
り状態になることの予防を通じ、「健
康日本２１」の目標でもある健康寿
命の延伸を図ることを重点的な目
標としている。

内
容
等

・健康手帳の交付
・健康教育
・健康相談
・健康診査
・一般診査
・精密検査（心電図・眼底検査・
貧血検査・血糖検査）
・がん検診（胃・子宮）
・機能訓練
・訪問指導（寝たきり者・要注意
者）

　・重点健康教育の導入（肺が
ん予防・乳がん予防・寝たきり
予防・歯）
　・平成２年度より骨粗鬆症予
防・病態別を追加）
　・重点健康相談の導入（病態
別・歯・老人）
　・基本健康診査の導入（一般
診査（必須）と精密検査（選別）
を同時に実施。平成２年度より
生活習慣改善指導事業を追
加）
　・がん検診の項目追加（子宮
体部・肺・乳）

・総合健康教育の導入
・重点健康相談の項目追加（糖
尿病）
・基本健診の項目追加（ＨＤＬー
コレステロール・中性脂肪・
γーＧＴＰ・クレアチニン）
・がん検診の項目追加（大腸が
ん）平成７年度中間見直し後、
追加
・基本健診の項目追加（血糖検
査・ヘモグロビンＡ１Ｃ）
・総合健康診査の項目追加（骨
粗鬆症・歯周疾患）
・機能訓練Ｂ型（地域参加型）
の創設
　平成１０年度
・がん検診の一般財源化

平成１３年度
　・介護家族健康教育・介護家族健
康相談・機能訓練Ｂ型については、
費用負担を「介護予防・地域支え合
い事業」で対応
平成１４年度
　「Ｃ型肝炎ウイルス検査〈ＨＣＶ抗
体検査、ＨＣＶ核酸増幅検査〉、ＨＢ
ｓ抗原検査）
平成１５年度追加
　・ＨＣＶ抗原検査（ＨＣＶ抗体検査
において中力価及び低力価とされ
た人が対象）
平成１６年度
  ・歯周疾患検診の対象年齢拡大
（４０歳、５０歳、６０歳、７０歳）

平成１７年度計画

平成１８年度計画

平成１９年度計画
・肝炎ウイルス検診について当初は平成１４年度から１８年度の５ヵ年計画の実施であった
が未受診者が相当するいると思われるので、平成１９年度も引き続き実施。

単
年
計
画

老人保健事業の経過

  ・骨粗鬆症検診の対象年齢拡大（４０歳・４５歳・５０歳・５５歳・６０歳・６５歳・７
０歳）

　・介護保険法の改正に伴い健康教育・健康相談・機能訓練事業・訪問指導の対象が40歳か
ら64歳と変更になった。また、基本健康診査に特定高齢者把握のための生活機能評価が65歳
以上に実施することになった。
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ウ 事業内容

老人保健法における保健事業は、市町村を実施主体とし、保健所は、地域保健法

及び老人保健法に基づき、保健事業が円滑に実施できるよう、市町村・関係機関と

の連携調整及び広域的・専門的・技術支援を行う。主な内容は、下記の表のとおり

である。

エ 事業の実施体系

事業実施体系は、下記の表のとおりである。

老人保健法２０条に基づく事業 地域保健法の施行に伴う保健所の機能強化

１．健康手帳の交付 １．市町村・関係機関との調整

２．健康教育 　　(1)市町村老人保健事業計画ヒアリングの実施

　　(1)個別健康教育

　　(2)集団健康教育

３．健康相談 ２．脳卒中情報システム事業(平成１７年度で廃止）

　　(1)重点健康相談 　　(1)脳卒中情報関係者会議の開催

　　(2)総合相談 　　(2)脳卒中情報統計データの還元

２．健康診査

　　(1)基本健康診査 ３．普及・啓発事業

　　(1)健康増進月間

　　(2)食生活改善普及月間

　　(2)歯周疾患検診 　　(3)40歳からの健康週間

　　(3)骨粗鬆症検診 　　(4)糖尿病予防週間

　　(4)肝炎ウィルス検診 　　(5)生活習慣病予防週間

　　(5)健康度評価

　　(6)受診指導 ４．健康づくり事業

５．機能訓練 　　(1)健康おきなわ２０１０推進

　(1)Ａ型〔基本型〕：40歳～64歳までを対象 　　(2)受動喫煙防止事業

    (3)食環境整備推進事業

　　(4)地域・職域連携推進事業

６．訪問指導

１．がん予防重点健康教育

  (1)子宮がん予防健康教育

　(2)肺がん予防健康教育

　(3)乳がん予防健康教育

　(4)大腸がん予防健康教育

２．がん検診

  (1) 胃がん検診

  (2) 子宮がん検診

  (3) 肺がん検診

  (4) 乳がん検診

  (5) 大腸がん検診

  (6) 総合がん検診

   　・平成18年度より、特定高齢者把握のため
       生活機能評価を実施。

　(2)Ｂ型〔地域参加型〕：平成18年度より、事業廃止。
　　 介護保険法地域支援事業もしくは、一般財源で対応

　　(2)市町村老人保健事業担当課長等会議及び
       研修会の開催

「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指
針」により、市町村がん検診の実施

健 康 日 本 ２１
健康おきなわ2010

市町村 保健所

地
域
保
健
・
老
人
保
健
事
業
報
告
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（２）老人福祉（総務福祉班）

ア 老人福祉法の基本的理念

老人福祉法第 2 条において、「老人は、多年にわたり社会の進展に寄与してきた
者として、かつ、豊富な知識と経験を有する者として敬愛されるとともに、いきが

いを持てる健全で安らかな生活を保障されるものとする。」と基本的理念が述べら

れている。

県においては、介護保険制度が創設されて以降、介護保険事業支援計画を含む高

齢者保健福祉計画を策定し、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続ける社会

を目指して市町村の介護予防等の取り組みへの支援や介護サービスの向上に取り組

んでいる。

イ 高齢者人口の推移

わが国の高齢化の特徴は、欧米諸国に比べると、その進み具合がきわめて早いこ

とにある。65 歳以上の高齢者人口が７％から 14 ％に到達した年数を見ると、イギ
リスでは 46 年、スウェーデンでは 82 年、フランスにいたっては 114 年を要してい
る。わが国では 24年という短い期間で高齢社会を迎えている。
この理由として、①一女性が産む子供の平均出産率が 1.5 人を割る状態であるこ
と、②世界最高を誇る平均寿命の伸長が挙げられる（表-1参照）。

表－１　高齢者人口の推移

総人口 65歳以上 高齢化率 総人口 65歳以上 高齢化率

年度 （A）千人 （B）千人 （B/A）％ （A）人 （B）人 （B/A）％

昭和30年 90,077 4,786 5.3 801,065 38,908 4.9

昭和35年 94,302 5,398 5.7 883,122 48,171 5.5

昭和40年 99,209 6,236 6.3 934,176 54,739 5.9

昭和45年 104,665 7,393 7.1 945,111 62,303 6.6

昭和50年 111,940 8,865 7.9 1,042,572 72,539 7.0

昭和55年 117,060 10,647 9.1 1,106,559 85,819 7.8

昭和60年 121,049 12,468 10.3 1,179,097 101,947 8.6

平成 2年 123,611 14,895 12.0 1,222,398 121,082 9.9

平成 7年 125,570 18,277 14.6 1,273,440 148,567 11.7

平成12年 126,926 22,005 17.3 1,318,220 182,557 13.8

平成17年 127,768 25,672 20.1 1,361,594 218,897 16.1

沖縄県

　資料　総務庁統計局「国勢調査」

全国
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ウ 沖縄県の高齢化率の状況

本県では、平成 19 年 10 月現在の推計総人口 1,401,182 人中、65 歳以上が 228,894
人で、高齢化率が 16.3 ％となっている。
管内町村においては、人口 482,240 人中、65 歳以上が 75,155 人で高齢化率が 15.6
％となっており、前年度に比べ 0.4 ％の増であり、増加傾向が続いている。（表 -2
参照）。また、沖縄県及び管内町村別の一人暮らし老人数も増加傾向にある（表 -3
参照）。

表－２　沖縄県の高齢化率の状況

総人口 65歳以上 人口比率 総人口 65歳以上 人口比率 総人口 65歳以上 人口比率

(A)人 (B)人 (B/A)％ (A)人 (B)人 (B/A)％ (A)人 (B)人 (B/A)％

沖縄市 133,945 19,597 14.6 133,169 19,051 14.3 132,234 18,344 13.9

宜野湾市 91,504 12,554 13.7 90,775 12,072 13.3 90,173 11,531 12.8

うるま市 116,737 19,316 16.5 117,018 18,847 16.1 116,689 18,302 15.7

恩納村 10,439 2,038 19.5 10,303 1,985 19.3 10,270 1,959 19.1

宜野座村 5,459 1,018 18.6 5,398 1,010 18.7 5,316 985 18.5

金武町 11,011 2,396 21.8 10,953 2,341 21.4 11,003 2,285 20.8

読谷村 39,124 6,170 15.8 38,909 6,004 15.4 38,857 5,790 14.9

嘉手納町 13,832 2,719 19.7 13,737 2,677 19.5 13,886 2,624 18.9

北谷町 27,123 3,874 14.3 27,025 3,718 13.8 26,855 3,553 13.2

北中城村 16,470 2,782 16.9 16,384 2,697 16.5 16,395 2,618 16.0

中城村 16,596 2,691 16.2 16,297 2,600 16.0 15,914 2,548 16.0

管内計 482,240 75,155 15.6 479,968 73,002 15.2 477,592 70,539 14.8

沖縄県 1,401,182 228,894 16.3 1,395,569 223,000 16.0 1,389,421 216,434 15.6

表－３　沖縄県の一人暮らし老人の状況

65歳以上 独居老人 人口比率 65歳以上 独居老人 人口比率 65歳以上 独居老人 人口比率

(A)人 (B)人 (B/A)％ (A)人 (B)人 (B/A)％ (A)人 (B)人 (B/A)％

沖縄市 19,597 4,386 22.4 19,051 4,116 21.6 18,344 3,817 20.8

宜野湾市 12,554 2,907 23.2 12,072 2,754 22.8 11,531 2,591 22.5

うるま市 19,316 3,858 20.0 18,847 3,675 19.5 18,302 3,265 17.8

恩納村 2,038 341 16.7 1,985 417 21.0 1,959 399 20.4

宜野座村 1,018 170 16.7 1,010 172 17.0 985 258 26.2

金武町 2,396 614 25.6 2,341 662 28.3 2,285 527 23.1

読谷村 6,170 831 13.5 6,004 769 12.8 5,790 702 12.1

嘉手納町 2,719 535 19.7 2,677 570 21.3 2,624 491 18.7

北谷町 3,874 634 16.4 3,718 602 16.2 3,553 506 14.2

北中城村 2,782 483 17.4 2,697 541 20.1 2,618 509 19.4

中城村 2,691 336 12.5 2,600 334 12.8 2,548 316 12.4

管内計 75,155 15,095 20.1 73,002 14,612 20.0 70,539 13,381 19.0

沖縄県 228,894 47,140 20.6 223,000 42,764 19.2 216,434 40,242 18.6

人口17年10月1日現在

市町村名

人口19年10月1日現在 人口18年10月1日現在 人口17年10月1日現在

市町村名

人口19年10月1日現在 人口18年10月1日現在
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エ 老人福祉対策

高齢者の多くは、身体が不自由になっても住み慣れた住宅及び地域社会で住み続

けることを希望しており、今後の老人福祉行政はこのような老人の在宅生活の維持

向上を支援するという観点から進めていくことが必要になっている。市町村におい

ては、老人保健事業、介護予防・生活支援事業等、要援護老人に対する介護保険給

付以外の事業が実施されている。当所においては、高齢者の生きがいの高揚促進、

在宅福祉サービスの充実を図る施策として、高齢者祝い金等支給事業を実施してい

る。

（ア）高齢者祝い金等支給事業

カジマヤー祝いの高齢者に対し、その長寿を祝し、敬老思想の高揚を図るとと

もにその功績に感謝と敬意を表すため敬老見舞金を支給している。

受 給 資 格：沖縄県に住居を有し、市町村に住民登録がなされている者

カジマヤー祝い：一人あたり 10,000円

表－４　高齢者祝金受給者年度別状況表

平　成 平　成 平　成 平　成 平　成

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

5 8 11 8 3

8 20 8 7 8

13 8 14 11 14

21 26 28 12 23

9 10 10 11 9

5 9 14 13 13

9 15 13 13 14

5 8 8 8 14

75 104 106 83 98

石 川 市 14 10

具志川市 47 41

勝 連 町 12 6

与那城町 12 16

55 54 55 52 54

32 33 24 29 28

172 160 155 148 148

247 264 261 231 246

市部計

読 谷 村

嘉手納町

北 谷 町

北中城村

67 6676

管内計

中 城 村

郡部計

沖縄市

宜野湾市

う
る
ま
市

カジマヤー祝金

恩 納 村

金 武 町

市町村名

宜野座村
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（３） 介護保険制度に係る諸事業の推進（総務福祉班）

ア 法的根拠及び目的

福祉保健所は地域保健法、介護保険法に基づき、管内市町村の介護保険制度の

円滑な実施を目的に高齢者保健福祉計画策定及び運営管理、認定調査員研修の実

施、認定審査会等の事業に係る市町村支援及び介護保険事業者の指定等の業務を

行っている。

イ 平成 19 年度市町村支援事業の実績

事 業 名 実 績

高齢者保健福祉計画策定支援 宜野湾市、沖縄市、うるま市、恩納村、

宜野座村、北谷町、中城村、

認定調査員研修 管内市町村の現任教育（１回）５３名の認定調

査員が参加

介護認定審査会委員 宜野湾市、沖縄市、うるま市

沖縄県介護保険広域連合

ウ 介護保険事業者の指定等について

（ア）介護保険事業者は介護サービスを提供するため、沖縄県知事の指定を受け

る必要がある。指定は事業所単位でサービスの種類ごとに行っている。

介護保険事業者の提供するサービスのうち、訪問介護、訪問入浴介護、訪問

介護、通所介護、通所リハビリテーション、福祉用具貸与、特定福祉用具販売

（各事業の介護予防サービスも含む）及び居宅介護支援事業所の指定手続きは

福祉保健所で行っている。

指定要件は①申請者が法人であること。②従業者の知識、技能、人員が厚生

労働省令で定める基準を満たしていること。③厚生労働省令に定める設備及び

運営に関する基準に従って適正な事業運営を行えることである。この 3 要件が
満たされれば介護保険事業の指定を受けることができる。

指定手続きは以下のとおりである。

①事前協議→②施設の建設・改修→③指定申請（指定日（事業開始日）の前

々月までに行う）→④現地確認（指定日（事業開始日）の前月の 10 日前までに
実施）→⑤指定（事業開始）事業開始は各月の 1 日とし、指定月日はそれ以前
とする。

サービスの質を確保するため指定有効期限は 6 年間となっており、平成 19 年
度から有効期限満了になる事業所の指定更新手続きを開始し、平成 20 年度から
指定更新を行う。なお、指定要件に合致しない場合は指定の更新が認められな

い場合もある。

（イ）介護保険事業者は事業所の名称、所在地、定款、サービス責任者、運営規

程等の変更があった場合には、各サービス事業所ごとに、変更の事由が発生し

た日から 10 日以内に変更届を提出する必要がある。
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エ 介護保険事業所に対する実地指導等について

「沖縄県介護保険施設等指導・監査実施要綱」に基づき、介護保険事業所に対

して実地指導を行っている。実地指導に当たっては、厚生労働省が示す「介護給

付適正化の推進」及び「技術的助言」を踏まえ、実地指導の重点事項（人員に関

する基準及び勤務態勢の確保、サービス内容及び手続きの説明と同意、サービス

計画の作成など）に留意し、介護保険事業所の適正な運営の確保を図ることを目

的にしている。

平成 17 年度は 19 法人（30 事業所）、平成 18 年度は 22 法人（40 事業所）、平成 19
年度は 27 法人（43 事業所）に対して実地指導を行った。また、平成 19 年度には 1
法人（1 事業所）の監査を行った。
また、毎年、介護保険事業者を招集して、介護給付等対象サービスの取り扱い、

介護請求の内容、制度改正内容及び過去の指導事例、実地指導の重点事項などを

講習形式で説明する集団指導を行うことになっている（平成 19 年度は実施してい
ない。）。
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５ その他生活支援（地域保健班）

（１）原爆被爆者対策事業

ア 目的（原爆被爆者援護法）

被爆者の健康の保持及び増進並びに福祉の向上を図るため、都道府県並び

に広島市及び長崎市と連携を図りながら被爆者に対する援護を総合的に実

施する。

イ 事業内容及び法的根拠：原爆被爆者援護法

２条（ア） 手帳交付 （イ） 居住地及び手帳の記載事項変更申請

（ウ） 健康相談業務

７条（エ） 健康診断 前期・後期：委託医療機関での健康診断

１９条（オ） 指定医療機関申請進達事務

３７条（カ） 家庭訪問

ウ 中部保健所管内における事業実績 （延べ件数）

事業内容 平成 15年度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度
健康診断 92 91 79 85 90

住所変更 2 1 1

指定医療機関申請

健康相談及び訪問 8 23 48 37 38

被爆者健康診断受診状況 （平成 1９年度）

被爆者健診
対象者数

死亡 転出／転入
実　　質
対象者数

受診者数 未受診者数 受診率(%)

68 0 0 / 1 68 45 23 66.2

＊被爆者健康診断対象者：第二種健康診断受診者（１名）を含む

健 診 名 前期健診 後期健診 希望健診
計

（延べ人数）
二世健診
（人数）

受診者数 37 35 18 90 3

健　　診
受診回数

１回 ２回 ３回
計
（人数）

受診者数 13 19 13 45
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Ⅴ 企画・情報等
１ 協議会の開催状況

（１）中部保健所運営協議会

ア 概要

（ア）設置根拠 沖縄県保健所運営協議会条例

（イ）設置目的 保健所の所管区域内の地域保健及び保健所の運営に関する事項を

審議する。

イ 委員名簿（定数10名以内、現員10名） H20.2.29～H22.2.28

ウ 審議事項（H20.2.29開催）

（ア）議事

ａ 協議事項

・米軍の飲食物による食中毒の発生について

・ノロウイルス感染症の届出について

ｂ 報告事項

・沖縄県中部地域における麻疹流行について

・中国産冷凍餃子が原因と疑われる健康被害事例の発生について

・中部管内の障害者相談支援体制について

ｃ 各種協議会からの報告

・保健医療協議会からの報告

・救急医療協議会からの報告

・エイズ対策連絡会議からの報告

（イ）会議結果

委員からの主な意見

○米軍基地内からの飲食物による食中毒発生時の対応について、地域住民のた

めに関係機関と連携して対応して頂きたい。

○麻疹について、予防接種を受けても発症したり、安全性を考えると、学校で

の予防接種の勧奨については抵抗を感じる。

○学校で感染症を流行させるという事が起こってくると、学校の責任は重大な

ので、学校に在籍している児童の予防接種の状況をしっかり把握して、予防

接種を受けていない児童がいれば予防接種を勧奨するという事は、学校の大

氏名 所属・職名 氏名 所属・職名

知念　恒男 中部市町村会　会長 村上　優 国立病院機構琉球病院　院長

中田　安彦 中部地区医師会　副会長 赤地　一史
中部地区歯科医師会
医業経営理事

桑江　喜代子 沖縄県看護協会　副会長 中村　光幸 北谷町社会福祉協議会　会長

金城　俊美 中頭養護教諭会　会長 西平　朝吉
読谷村社会福祉協議会
事務局長

寄川　順美 中部地区婦人連合会　会長 平良　一彦
国立大学法人琉球大学
教育学部　教授
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きな役割だと思う。

○麻疹の予防接種について、今は安全性が非常に高くなっている。MR2期につい

ては、小学校と幼稚園が対象であるが、小学校の先生の協力がないと上げら

れない。入学時健診、あるいは小学校に入ってからの健診の時に接種したか

どうかの確認をして欲しい。学校の先生方の力は非常に強い。

○スナック関係施設を車で回ってつまみを売っている業者がいるが、製造者等

のラベル表示もなく、刺身類までも売っている。保健所の許可を得ているか

どうか疑問。

（２）中部地区保健医療協議会

ア 概要

（ア）設置根拠 沖縄県保健医療協議会等運営要綱

（イ）趣 旨 保健医療需要等の地域特性に対応した保健医療体制の確立とその

充実を図ることにより、中部保健医療圏の県民の健康を保持増進す

ることを目的として、これらの施策及び事務事業に必要となる事項

について保健医療関係者等の意見聴取を行う。

イ 構成員名簿（定数15名以内、現員14名） H19.1.30～H21.1.29

ウ 議事内容

（ア）第1回開催（平成19年7月27日）

ａ 沖縄県保健医療計画の見直しについて

ｂ 沖縄県保健医療協議会の報告について

ｃ 中部地区保健医療計画について

ｄ 中部地区保健医療計画策定スケジュールについて

（イ）第2回開催（平成19年11月6日）

ａ 中部地区保健医療計画素案作成経過報告

ｂ 中部地区保健医療計画素案について

氏名 所属・職名 氏名 所属・職名

金城　進 中部地区医師会　会長 知念　恒男 中部市町村会　会長

宮城　良充 県立中部病院　副院長 伊佐　真栄
沖縄市社会福祉協議会
事務局長

比嘉　正則 中部地区歯科医師会　会長 具志堅　健秀
沖縄県食品衛生協会
中部支部長

村上　優 国立療養所琉球病院　院長 寄川　順美 中部地区婦人連合会　会長

石川　清司 国立療養所沖縄病院　院長 積　静江
沖縄県母子保健推進員連絡
協議会　会長

新城　光枝 中部地区薬剤師会　会長 石垣　博道 沖縄警察署　署長

桑江　喜代子 沖縄県看護協会　副会長 安里　長栄 中部消防長会　
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（ウ）会議結果

○平成18年6月の「良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一

部を改正する法律」により、地域の体系定な医療提供体制の整備を促進する

ため、医療資源の効率的活用や、医療施設相互の機能連携の確保及び必要な

医療機能の体系的整備等について、医療計画へ記載することとなった。

その事により、平成20年4月公示に向けた、沖縄県保健医療計画が見直され

ることに伴い、中部地区保健医療計画も見直しを実施した。

（３）中部地区救急医療協議会（平成15年度 設置）

ア 概要

（ア）設置根拠 沖縄県救急医療協議会・地区救急医療協議会運営要綱

（イ）趣 旨 沖縄県における救急医療対策の推進と救急医療体制の整備促進を

目的とし、県全域及び地区の救急医療関係者等の意見を把握する。

イ 構成員名簿（定数10名以内、現員7名） H20.3.7～H21.3.6

イ 議事内容（H20.3.6開催）

（ア）議事

ａ 中部管内における医療機関からの要請による転院搬送の状況について

ｂ 中部地区メディカルコントロール協議会から報告

（※メディカルコントロールとは、医学的観点から救急隊員が行う応急措置等の質を保証すること）

（イ）会議結果

委員からの主な意見

○転院搬送について、何かよい重症度判定があれば、これは医師が同乗すべき

ではとか、そういう基準ができるのではないかと思う。

○転院搬送について、救急隊がトリアージをして搬送するかどうか決めるとい

うのは、適切ではないと思う。医者が緊急性がある、重症だと言えば運ぶべ

きだと思う。あとは医療側のモラルの問題だと思う。

○転院搬送について、中部地区医師会辺りが救急車両を1台持って、医療機関か

らの要請に応じて搬送するという事も検討してもらいたい。

○転院搬送について、色々な機器を付けている患者の機械がもし途中で何かを

起こした場合、医療行為になってしまうので、救急隊では機械の操作ができ

ない。その場合に病院側に責任ないですかという事になってくると思う。

○転院搬送の問題については、中部地区医師会でも継続して取り組んでいきた

い。

氏名 所属・職名 氏名 所属・職名

川平　稔
中部地区医師会　副会長
コザクリニック　院長

宮城　良充
中部地区ＭＣ協議会　会長
県立中部病院　副院長

金城　俊昭
中部地区ＭＣ協議会　事務局
ニライ消防本部　警防係長

伊波　潔 中部徳洲会病院　院長

久場　良也 ハートライフ病院　副院長 川妻　由和 中頭病院　救急診療部長

石川　清司 国立病院機構沖縄病院　院長
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２ 町村社会福祉協議会指導監査

（１）社会福祉協議会指導監査

社会福祉法人に対する指導監査は、社会福祉法第56条第1項の規程に基づき、関係法

令、通知による法人運営、事業経営についての指導事項について監査を行うとともに、

運営全般について積極的に助言、指導を行うことによって、適正な法人運営と円滑な社

会福祉事業の経営の確保を図るものである。

監査の実施に当たっては、「社会福祉法人指導監査要綱」（厚生労働省）、「社会

福祉法人等指導監査要綱」（県）、「県・市町村社会福祉協議会指導監査事務取扱要

領」（県）に基づき、「指導監査実施計画」を毎年度策定し、適切かつ効果的な実施に

努めている。

平成19年度町村社会福祉協議会指導監査実施状況（中部福祉保健所）

監査実施年月日 社会福祉協議会名 監査担当者

平成19年 6月26日 中城村社会福祉協議会

平成19年 6月29日 嘉手納町社会福祉協議会

平成19年 7月24日 恩納村社会福祉協議会 総務福祉班

平成19年 7月31日 金武町社会福祉協議会 地域福祉グループ

平成19年 8月29日 読谷村社会福祉協議会 主幹・主査

平成19年 8月31日 北中城村社会福祉協議会

平成19年 9月20日 宜野座村社会福祉協議会

平成19年11月12日 〃

平成19月 9月27日 北谷町社会福祉協議会

平成19月12月21日 〃

【市町村社会福祉協議会】

市町村社会福祉協議会（社会福祉法人）は、社会福祉法に基づき、各市町村

における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社

会福祉に関する活動の活性化により、社会福祉の推進を図ることを目的として

設立されており、主に次のような事業を行っている。(※関係法令：社会福祉法

第22条、第107 条)

・社会福祉を目的とする事業の企画及び実施

・社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助

・社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成

・上記のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事

業

・保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡

・共同募金事業への協力

・居宅介護等事業

・老人デイサービス事業

・障害福祉サービス事業

・生活福祉資金貸付事業

・心配ごと相談事業

・その他この法人の目的達成のため必要な事業

※「管内社会福祉協議会の事業実施状況」は、第5資料3を参照。
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３ 健康危機管理対策

（１）目的 健康危機の発生を未然に防止するため、また健康被害の発生に際し、中部

福祉保健所における、迅速、かつ、適切な体制を確保するとともに、関係

機関と連携し、被害の拡大防止を図る。

（２）根拠 沖縄県健康危機管理対策要綱、沖縄県健康危機管理対策実施要領、

中部福祉保健所健康危機管理対策要綱

（３）事業内容（平成 19年度実施回数）
ア 所内健康危機管理対策委員会（12回 毎月第 4水曜日開催）

イ 管内健康危機管理連絡会議（1回 H20.3.28実施）
（ア）目的

健康被害の発生に備え、平時から管内の管内関係機関と情報交換を行い、迅速、

かつ適切な即応体制を確保する。

（イ）議題

・医療従事者へのワクチン接種について

・高病原性鳥インフルエンザに関する取り組みについて

・各施設からの健康危機管理対策に関する取り組みなど

・新型インフルエンザ（H5N1）対策ガイドライン（概要）について
・改正「沖縄県新型インフルエンザ行動計画」（概要）について

（ウ）参加団体数 15
内訳：医療機関 2、消防機関 5、市町村 4、警察 1、教育機関 1、
社会福祉協議会 1、その他関係機関１

ウ 老人福祉・保健施設長等研修（1回 H19.10.15実施）
（ア）内容

・施設における効果的な感染症予防対策

・施設における食中毒対策

・施設のリスクマネジメントとしての感染症対策

・手洗い・吐物処理のデモンストレーション

（イ）対象 管内老人福祉・保健施設

（ウ）参加者 71名（39施設）
内訳：施設長等 12名、事務長等 4名、看護職等 21名、介護職等 8名
管理栄養士等 23名、その他 3名

エ ノロウイルス感染症対策に係る講習会（1回 H19.12.11実施）
（ア）内容

・ノロウイルスの流行について

・施設における感染症予防対策～ノロウイルス対策を中心に～

・宿泊施設における感染症対策

・手洗い・吐物処理のデモンストレーション

（イ）対象 管内宿泊施設

（ウ）参加者 54名（24施設）
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オ 中部管内における麻疹患者発生に伴う緊急対策会議(2回)
第 1回（H19.11.5実施）
（ア）内容

・中部福祉保健所管内における麻疹患者の発生について

・予防接種の実施状況について

・関係機関の役割と協力について

（イ）参加機関

沖縄市市民健康課・教育委員会、うるま市市民健康課・教育委員会

管内救急医療機関、はしか 0プロジェクト委員会、沖縄県健康増進課
第 2回（H19.11.15実施）
（ア）内容

・中部福祉保健所管内における麻疹発生状況（報告事項）

・沖縄県麻疹発生対応ガイドラインについて（確認事項）

・市町村における麻疹予防接種勧奨について

・学校等における麻疹予防接種勧奨及び麻疹患者発生時の対応について

（イ）参加機関 管内市町村予防接種担当課及び教育委員会

カ 新潟県中越沖地震の発生に伴う保健活動報告会(1回 H19.10.26)
（ア）内容 現地保健活動参加報告

（医務・国保課看護専門監・中部福祉保健所職員報告）

（イ）参加機関 管内市町村保健衛生担当課・防災担当課、中部福祉保健所職員



- 116 -

４ 関係機関・団体との連絡調整等の状況

（１）民生委員・児童委員活動状況

ア 民生委員・児童委員数（市町村別委嘱状況等）

民生委員・児童委員等は、民生委員法・児童福祉法に基づき厚生労働大臣から委

嘱され、地域の福祉増進のため社会福祉に関する調査・相談・調整等の自主的活

動や福祉事務所等の関係行政機関への協力活動を行う民間篤志の奉仕者で、任期

は 3年となっている。
民生委員・児童委員は制度創設以来一貫して地域の人々に対して援助活動を展開

しており、主として低所得者を対象として、生活上あらゆる心配ごとの相談に応

ずるために設けられている「心配ごと相談所」の相談員を中心として活躍してお

り、また生活福祉資金貸付制度の実施面にも大きな役割を果たしており、その活

動はきわめて広範囲に及んでいる。

また、近年の出生率の低下に伴って「健やかに子どもを生み育てる環境づくり」

が社会全体の課題となっており、平成 6 年から児童福祉に関する事項を専門的に
担当する主任児童委員を設置している。

市町村別委嘱状況 平成20年４月1日現在 

人数 ％ 人数 ％

うるま市 171 10 168 9 98% 90% 37 22% 131 78% 41

沖縄市 153 10 140 10 92% 100% 45 32% 95 68% 29

宜野湾市 139 10 139 9 100% 90% 41 29% 98 71% 36

市部計 463 30 447 28 97% 93% 123 28% 324 72% 106

恩納村 20 2 19 2 95% 100% 3 16% 16 84% 6

宜野座村 12 2 12 2 100% 100% 3 25% 9 75% 6

金武町 24 2 23 2 96% 100% 7 30% 16 70% 8

読谷村 62 3 61 3 98% 100% 18 30% 43 70% 12

嘉手納町 26 2 23 2 88% 100% 8 35% 15 65% 5

北谷町 48 3 42 3 88% 100% 7 17% 35 83% 15

北中城村 29 2 24 2 83% 100% 1 4% 23 96% 10

中城村 28 2 27 2 96% 100% 9 33% 18 67% 17

郡部計 249 18 231 18 93% 100% 56 24% 175 76% 79

計 712 48 678 46 95% 96% 179 26% 499 74% 185

　  ※　H19.12.1 民生委員・児童委員の一斉改選に伴う新任民生委員・児童委員数の増
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ウ 地域福祉関係機関・団体との連絡調整等の状況

管内市町村の福祉活動を側面より支援する立場から、関係機関・団体等との

連絡調整に努めた。

平成１９年度

事 業 の 実 施 状 況

事 項 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３
月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

管内民生・児童委員との連絡

会の開催 計（１３回） ４ ３ ３ １ ２

民生委員・児童委員活動に

ついて （３回） １ １ １

母子及び寡婦福祉について

内 （１回） １

ア 児童福祉について

（１回） １

生活保護について

（１回） １

知的障害者福祉について

容 （１回） １

精神保健福祉について

（３回） ３

DV法について
（３回） ３

研 新任民生・児童委員研修会 ○

イ 修 主任児童委員の研修会 ○

中部・北部地区民生委員・

会 児童委員研修会（３期） ○

民生・児童委員会長研修 ○

中部地区民児協との連携及び

ウ 協力

管内社会福祉協議会の運営指

エ 導

管内社会福祉協議会の指導監

オ 査（１０回） ２ ２ ２ ２ １ １

管内町村社会福祉協議会事務

カ 局長等会議の開催 ○

その他・地域福祉推進のため

キ の企画

※ 「イ 新任民生委員・児童委員研修会」は、一斉改選に伴う交付式終了後、

同日に行った。
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６ 企画及び調整機能業務

（１）所内会議

ア 課長等会議及び企画調整会議

目的：所の業務の総合的企画調整や効率的・効果的な行政推進を図ることを目

的とする

根拠：行政組織規則、中部福祉保健所所内会議設置要綱第3条、第4条

会議構成メンバー：

所長、保健総括、福祉総括、各班長、企画調整スタッフ主幹

※月の最終の月曜日は全グループ長も参加。

必要に応じて関係職員も参加。

内容：業務日程調整に関すること

業務の総合的企画、調整に関すること

その他、組織の運営管理に関すること

統合基本計画及び事業計画の進捗管理に関すること

所内プロジェクト会議の進捗管理に関すること

各種協議会及び所内会議のあり方に関すること

実績：開催回数49回

イ 所内プロジェクト会議

（ア）所内情報ネットワーク検討プロジェクト会議

目的：所内情報ネットワークの構築を目的とする。

根拠：中部福祉保健所所内会議設置要綱 第6条（1）ア

内容：所内情報ネットワーク構築･維持、情報収集・整理・提供方法の検討

実績：開催回数4回

（イ）福祉保健所活動概況等検討プロジェクト会議

目的：統合に伴い「中部福祉保健所」の概況を、各課の担当が共通の認識で

迅速に作成できることを目的とする。

根拠：中部福祉保健所所内会議設置要綱 第6条（1）イ

内容：中部福祉保健所活動概況の検討

実績：開催回数4回

（２）市町村支援

目的：市町村の保健・福祉活動が円滑に実施できるように、市町村に対する専門

的かつ技術的な指導及び支援を行うとともに市町村職員等に対する研修を

積極的に推進する

根拠：地域保健法第8条

ア 管内市町村長と福祉保健所との連絡会議

内 容：医療制度改革に伴う特定健診・保健指導に関する市町村支援について

「地域自立支援協議会」設置に向けて

その他情報交換等

実 績：開催回数1回（参加人数9人）
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イ 新任保健担当者研修会

目 的：新しく保健担当者となった職員及び新採用保健師が、地域保健事業に

関する知識を深め市町村及び保健所における役割等を理解し、お互い

が連携を密にし保健事業の円滑な推進を図る

対象者：保健事業新任担当者及び新採用保健師（非常勤者含む）、

前年度本研修に参加できなかった者、その他希望者

内 容：福祉保健所の組織と概要、効果的な公衆衛生活動を目指して、各種保

健事業(母子保健、老人保健、介護予防、精神保健福祉、健康づくり）、

施設案内、効果的な個別支援をめざして、情報交換等

実 績：開催日数2日間（参加実人数：15人、延人員：24人）

ウ 地域保健（福祉）リーダー研修会

※平成19年度の開催なし

エ 保健師リーダー研修会

目 的：市町村の地域保健（福祉）に従事する保健師リーダーを対象に、個別

支援などの対応について、市町村で現任教育が出来る研修体制の確立

やリーダーのスキル向上を図る

対象者：地域保健（福祉）に従事する管内市町村保健（福祉）主管課長、係長

保健師歴15年以上

内 容：市町村保健師の立場からリーダーの役割を考える

実 績：開催回数1回（参加人数26人）

オ 管内地域包括支援センター連絡会

目 的：管内の地域包括支援センターのネットワーク形成支援

対象者：地域包括支援センター職員、市町村介護保険担当職員、

沖縄県介護保険広域連合職員

内 容：介護ボランティアの活用について（グループワーク）

実 績：開催回数1回（参加人数25人）

（３）職員研修会

目 的：地域保健に関する必要な知識、技術及び態度の習得を図り、職員の資質

向上及び職員の意識改革を行う。

根 拠：「保健所と福祉事務所の統合のあり方に関する基本計画」3-3）のアに基

づき実施

対象者：中部福祉保健所の全職員

内 容：第1回 文書管理システムを用いた電子起案及び決裁等について

第2回 生活保護適用までの手続きについて

実 績：開催回数2回（延参加人数52人）




